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|お知らせとお願い|

受付酵さ繍 10月 11日(土)午前 9時 10分より

10月 12日(日)午前 9時 10分より

差是;引 nø~'，lj霧 参加証(名札)は、大会参加中は、常にご着用ください。

2日間とも参加される方は、 1日目終了後に参加証をお持ち帰り頂き、

翌日の入場時に、受付にて参加証をご提示ください。

終了後は回収いたしますので、スタッフにお渡し下さい。

情報保障;等 手話通訳・要約筆記:ご要望に応じて配置しております。

点字資料・電子資料:ご要望の方に配付しております。

手荷物工空警 手荷物等は、各自で保管頂きますようお願いいたします。

昼 三〉¥てi金 昼食は、周辺の飲食庖等にて各自でおとり下さい。

ホール入口のロビーや、その他館内の休憩スペースは、飲食不可とな

っております。お弁当をお持ち込みされる場合は、多目的ホール内で

食事をおとり下さい。その際のゴミは、各自でお持ち帰り下さい。

ト イ{{~ 車いす用を含むトイレは、ホール前のロビーにあります。

駐 y車議噴 出来る限り、公共の交通機関によるご来館をお願いいたします。

お車でご来場の場合は、地下有料駐車場または、周辺の有料駐車場

をご利用ください。

喫門煙議所: 全館禁煙となっております。

喫煙される方は、 1階の北側広場手前等に喫煙場所がございますので、

そちらをご利用ください。
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内閣府、厚生労働省、文部科学省、国土交通省、経済産業省、社会福祉法人 全国社会福祉協議会、

(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構、日本障害フォーラム、(公社)日本理学療法士協会、(一社)

日本作業療法士協会、(一社)日本言語聴覚士協会、全日本特別支援教育研究連盟、宮城県、仙台市、

(株)河北新報社、読売新聞東北総局、(株)時事通信社仙台支社、日本放送協会仙台放送局、(株)仙

台放送、(株)宮城テレビ放送、(一社)仙台市医師会、(公社)宮城県医師会、(一社)仙台歯科医師会、

(一社)宮城県歯科医師会、(一社)仙台市薬剤師会、(一社)宮城県薬剤師会、(一社)宮城県理学療

法士会、(公社)宮城県看護協会、(一社)宮城県作業療法士会

Eヨ 日本理学療法士協会認定及び専門理学療法士履修ポイント取得可能(10ポイント)

怪童 日本作業療法土協会生涯教育制度ポイント取得可能(2ポイント)

EE日本言語聴覚士協会生涯学習ポイント取得可能(1ポイント)

、
同時開催ICF研修会「総合リハビリテーションにいかすICFJ

グ

時 :10月11日(土)17 : 00"'20 : 00 
腕 :上回 敏((公財)日本障害者リハピ、リテーション協会顧問，元東京大学教授)

大川弥生((独)産業技術総合研究所知能システム部門 招轄研究員)

参加費 :2，000円、 800円(学生) ※研究大会参加者は1，000円、 600円(学生)

申込方法 :総合リハビリテーション研究大会の申込み用紙または、

Eメールによるお申込み (icf-j@mbr.nifty.com)

臼

講

メd

036回大会では，当事者主体の総合リハビリテーションのあO方について議論を行った。

036回大会を受けた本大会では.当事者(高齢者-障害者-被災者等)主体の総合り八ビリテーシヨンがめざす「社

会参加の向上Jを図るうえでの課題を具体的な実践に基づきながら整理し， それらの課題解決に向けた方略に

ついて検討を行う。
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プログ

10月11日(土)

9:30 - 9:35 開会挨拶

炭谷 茂((公財)日本障害者リハビリテーション協会会長)

一一一ー一一一 『一一一一一…一一一一一一 一一一一一

9:35 - 9:40 開催地挨拶

阿部 一彦(第37回研究大会実行委員長)

一一一一一一一一一一一一一一一

9:40 -10:40 講演 1 r障害者をめぐる動向

ーポスト2015開発呂標策定等をめぐって-J
Eヨ田.
松井 亮輔((公財)日本障害者リハビリーテーション協会副会長・法政大学名誉教授)

講演11 r障害者をめぐる動向

一輝害者権利条約の批准と今後の制度改革-J

eョ・3
藤井 克徳(日本障害フォーラム幹事会議長)

10:50 -12:00 講演mr障害保健福祉施策の動向j

鑑週..  
川文 竹男(厚生労働省障害保健福祉部企画課長)

12:00 -13:00 休憩

13: 00 -1 5: 30 シンポジウム I
「総合リハビリテーションに求めるもの

一被災地からの発信-J
・沼恒扇語勘蝿置・

桜井 誠一(総務省地域力創造アドバイザ一・日本パラリンピック委員会強化副委員長)

鈴木 清隆(宮城県/仙台市復興事業局次長)

半谷 克弘(福島県/双葉身体障がい者福祉会会長)

元持 幸子(岩手県/NPO法人つどい事務局長)

程調関湯
藤井 克徳(日本障害フォーラム幹事会議長)

上遠野純子((一社)宮城県作業療法士会会長)

1 5: 40 -16: 40 基調講演 「宮城県におげる障害者支援についてJ

毎週悶悶

阿部 一彦(東北福祉大学教授・(福)日本島体障害者団体連合会副会長)

17:00 -20:00 ICF研修会 f総合リハビリテーションにいかすにむ

震狙・3
上田 敏((公財)日本障害者リハビリテーシヨン協会顧問・元東京大学教授)

大川 弥生((独)産業技術総合研究所知能システム研究部門招聴研究員)

4 



ラム

10月12日(目)
一一一一一一一一一一一一一一一一

9:30 .......12:30 シンポジウムE
rw社会参加』向上に向けた総合リハビリテーションのあり方j

第1部
・坦1Il'..iJ語意医鍾置・

樫本 修(宮城県リハビリテーション支援センター所長)

上遠野純子((一社)宮城県作業療法士会会長)

渡部 芳彦(東北福祉大学健康科学部医療経営管理学科准教授)

後藤 美枝(仙台市障害者総合支援センター主査)

小関 理(NPO法人宮城県患者・家族団体連絡協議会理事長)

阿部 直子(NPO法人アイサポート仙台仙台市中途視覚障害者支援センター社会福祉士)

島田 福男(仙台市連合町内会長会副会長)

若生 栄子(公益社団法人「認知症の人と家族の会」宮城県支部

若年期認知症の方の集い「翼の会J)

笹週圏雲'
渡遺 好孝((一社)宮城県理学療法士会会長)

矢本 聡(仙台市泉区保健福祉センター障害高齢課障害者支援係長)

12: 30 ....... 13: 30 休憩

13: 30 ....... 16: 00 第2部

.慢轟~語~・g・

河合 純一((一社)日本パラリンピアンズ協会会長)

坂本 洋一((株)ピュアスピリッツ顧問)

大嶋 伸雄(首都大学東京健康福祉学部作業療法学科教授)

小田 芳幸((社福)横浜市総合リハビリテーシヨンセンター自立支援部長)

分臆 賢之(文部科学省特別支援教育課特別支援教育調査官)

笹ヨ. .  
木村 伸也(愛知医科大学教授)

16: 00 ....... 16: 10 次宙開催地挨拶

木村 伸也(第38回大会実行委員長)

5 



10月11日(土) 9:40~10:10 

講演 I

障害者をめぐる動向

ーポスト 2015開発目標策定等をめぐってー

松井亮輔((公財)日本障害者リハビリテーション協会副会長、

法政大学名誉教授)
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障害者をめぐる動向ーポスト 2015年開発アジェンダを中心に

法政大学名誉教授松井亮輔

昨年金沢で行われた第 36回総合リハビリテーション研究大会では、「障害者

をめぐる国際動向Jとして、障害者権利条約の制定の経緯と批准に向けての動

き、国連ミレニアム開発目標 (MDGs)、盛会保健機関 (WHO)などの国連専

門機関による取組み、および新アジア太平洋障害者の十年とその政策ガイドラ

インである、インチョン戦略をめぐる動きについて紹介させていただいた。

今回は、来年最終年を迎える MDGs以降の国際的な取組みとしてその輪郭が

明らかになってきた、ポスト 2015年持続可能な開発目標 (SDGs)を中心に、

取り上げることとしたい。その主な内容は、つぎのとおり。

1. 国連ミレニアム開発目標 (MDGs)の成果と残された課題

2. ポスト 2015年開発アジェンダの策定プロセス

3. 政府間オープン・ワーキング・グ、ループ (OWG)が策定したポスト 2015

年持続可能な開発目標 (SDGs)案の主な内容

4. 政府間ファイナンス委員会での議論の焦点

5. 2014年世界保健機関 (WHO)総会で採択された世界障害行動計画 (2014
-2021) 

6. ユネスコの「すべての人のための教育J(EFA)への取組み

7 



障害者をめぐる動向ーポスト 2015年開発アジェンダを中心に

法政大学名誉教授松井亮輔

はじめに

昨年金沢で行われた第 36回総合リハビリテーション研究大会では、「障害者

をめぐる国際動向Jとして、障害者権利条約の経緯と批准に向けての動き、国

連ミレニアム開発目標 (MDGs)、世界保健機関 (WHO)などの国連専門機関

による取組み、および新アジア太平洋障害者の十年とその政策ガイドラインで

ある、インチョン戦略をめぐる動きについて紹介させていただいた。今回は、

来年最終年を迎える MDGs以降の国際的な取り組みとしてその輪郭が明らかに

なってきた、ポスト 2015年持続可能な開発目標 (SDGs)を中心に、取り上げ

ることとしたい。

1. 国連ミレニアム開発目標 (MDGs)の成果と残された課題

MGDsとは、 2015年までに国際社会が開発分野において達成すべき、つぎの

8つ目標 (2000年 9月に開催された国連ミレニアムサミットで採択された国連

ミレニアム宣言をベースに策定されたもの)、 21のターゲットおよび 60の指標

から構成される。これらの目標は、 1990年を基準年とし、 2015年が達成期間

である。

( 1 ) 目標

① 極度の貧困と飢餓の撲滅

o 1日1ドル未、満で、生活する人口の割合を半減する。

O 飢餓に苦しむ人口の割合を半減する。

② 初等教育の完全普及の達成

O すべての子どもが男女の区別なく初等教育の全課程を修了できるように

する。

③ ジェンダ一平等推進と女性の地位向上

④ 乳幼児死亡率の削減

⑤ 妊産婦の健康の改善

⑥ HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止

⑦ 環境の持続可能性の確保

③ 開発のためのグ、ローバルなパートナーシップの推進

( 2)改善されたこと

O 世界全体では、極度の貧困の半減を達成。

O 世界の飢餓人口は、半減達成の見通し

8 



O 不就学児の総数は、約半減など。

( 3)積み残された課題

O アジアにおいては、中国やインドなどでの経済成長により、マクロ指標は

改善。しかし、圏内の地域間や社会・所得階層間での格差は拡大。

O 障害者は、世界人口の約 15%を占め、その約 80%は途上国に住み、貧困者

のかなりの部分を占めているにもかかわらず、 MGDsには障害や障害者は明確

には位置づけられていない。 MDGsの目標達成には、開発に障害の視点を含む、

取組みが不可欠として、その見直しが求められてきた。 2013年の国連総会で開

催された「障害と開発に関するハイレベル会合」の成果文書では、ポスト 2015

年開発アジェンダに障害を含めることが提案されている。

2. ポスト 2015年開発アジエンダの策定プロセス

2012年 6月の国連持続可能な開発会議(リオ+20)では、環境保全に配慮、し

た開発の重要性を確認。そのために、「持続可能な開発目標J(SDGs)をっくり、

それをポスト 2015年開発アジエンダに入れることを決定。

2013年 3月には、 SDGsを検討するための政府間オープン・ワーキング・グ

ノレープ (OWG) を設置。一方、 2013年 8月には、持続可能な開発のためのフ

アイナンシング戦略に関する政府問委員会(ファイナンス委員会)を設置。

2014年 7月 19日には、 OWGが SDGsに関する報告書を作成。これは、フ

ァイナンス委員会により作成される報告書とあわせ、 2014年 9月の国連総会に

提出される。 2014年 10月中には国連事務総長が、 2つの報告書をベースに統

合報告書を作成。その後政府間交渉で修正された最終報告書が、 2015年 9月の

国連サミットに諮られ、決定されることになる。

SDGsで日本政府が重視しているのは、①国際保健外交戦略としての、「ユニ

ノくーサル・ヘルス・カパラッジJ(UHC)達成に向けての取組み支援、および

②2015年 3月仙台で開催される第 3回国連防災会議で見直しが行われる、「兵

庫行動枠組J(2005年兵庫県で開催された第 2回国連防災会議で採択されたも

の)に関連して、開発のあらゆる段階に防災の視点を反映すべく、防災の主流

化をめざすこと、である。

3. 政府間オープン・ワーキング・グループ (OWG)が策定したポスト 2015

年持続可能な開発目標 (SDGs)案

同案は、前文 (18)、17の目標および 169のターゲットから構成される。そ

のうち、障害または障害者について明示されているのは、前文の4および 17、

目標4、8、10、11および 17をあわせ7つのターゲットである。その内容は、

つぎのとおりである。

9 



0前文

前文4:持続したインクルーシブな経済成長、社会開発および環境保全、それ

によってすべての人、とくにし、かなる年齢、性、障害、文化、人種、民族、出

自、移住上の地位、宗教、経済的その他の地位にかかわりなく、世界の子ども、

世界の若年者および将来の世代の人びとに，恩恵をもたらすために協働する。

前文 17: snGs実施のモニタリングを支援するための、収入、ジェンダー、年

齢、人種、民族、移住上の地位、障害、地理上の位置および国の状況に関連し

たその他の特徴別のデータおよび統計の入手とそれへのアクセスを改善するこ

とが、重要である。誰一人として取り残されないことを確保するため、分類さ

れたデータの質、範囲、入手しやすさを改善する対策が緊急にとられる必要が

ある。

O目標4:すべての人にインクルーシブで、公正かっ良質な教育を確保し、生

涯学習の機会を促進する。

ターゲット 4.5 2030年までに教育上のジェンダ一間の格差を解消し、障害者、

原住民および脆弱状況にある子どもを含む、脆弱者に対してあらゆるレベルの

教育および職業訓練への平等なアクセスを確保する。

ターゲット 4.a 子ども、障害、ジェンダーに配慮した教育施設をつくり、改良

するとともに、すべての人にとって安全、非暴力かつインクルーシプで、効果的

な学習環境を提供する。

O目標 8: 持続したインクルーシブで、持続可能な経済成長、すべての人にと

って生産的な完全雇用およびディ一セントワークを提供する。

ターゲット 8.5 2030年までに若年者および障害者を含む、すべての男女に生

産的な完全雇用およびディ一セントワーク、ならびに同じ価値の労働について

同一報酬を達成する。

O目標 10:国内および国家間の不平等を減らす。

ターゲット 10.2 2030年までに年齢、性、障害、人種、民族、出自、信仰ある

いは経済的その他の地位にかかわらず、すべての人をエンパワーし、社会的、

経済的、政治的インクルージョンを促進する。

O目標 11:都市および居住地をインクルーシブ、安全かつレジリエント(強靭)

で、持続可能にする。

ターゲット 11.2 脆弱な状況にある人、女性、子ども、障害者および高齢者の

ニーズにとりわけ留意して、とくに公共交通機関を拡充することにより、道路

の安全を改善することで、すべての人に安全、手頃、アクセシブルで、持続可

能な公共交通システムを提供する。

ターゲット 11・7 2030年までに、とくに女性、子ども、高齢者および障害者

に安全かっインクルーシブで、アクセシブルな、緑に覆われた公共スペースへ
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のユニバーサルなアクセスを提供する。

O目標 17: 実施の手段を強化し、持続可能な開発のためのグローバルなパー

トナーシップを再活性化する。

ターゲット 17.18 2020年までに収入、ジェンダー、年齢、人種、民族、移住

上の地位、障害、地理的位置および国の状況に関連した、その他の特徴別の良

質で、タイムリーかつ信頼のおけるデータの入手可能性を著しく増やすために、

後発途上国および小島唄開発途上国 (SIDS) を含む、開発途上国の能力構築支

援を強化する。

4. ファイナンス委員会での議論の焦点

SDGsの実施に必要な資金を確保するために、途上国に「開発効果の向上を図

るため、途上国自らがガバナンスを強化し、主体的に解決に取り組む努力や途

上国内の資源の動因が必要Jといった自助努力を求める一方、自助努力では解

決できない課題について、国際協力による取組みをすすめるため、つぎ、のよう

な提案が議論されている。

( 1) 2005年 9月にひらかれた世界サミットで採択された成果文書で国際公約

となった、 f2015年までに ODAの対 GNP比 0.7%目標」を達成すること(日

本のその比率は、 0.1%台にとどまっている)。

( 2) 国際連帯税の創設

現在、フランスや韓国など 10カ国が国際連帯税として、「航空券連帯税J(利

用者一人当たり 3'"'-' 5ド、ル)を航空機利用者から徴収している。その税収は、主

にエイズ、結核、マラリアなどの感染症の治療薬などを提供する UNTAID(ユニ

ットエイド)の原資となっている、としづ。(同連帯税で意図されているのは、大

量の国際的な航空移動により感染症が地球規模で拡大するおそれがあることか

ら、その拡大を食い止めるための感染症対策の強化支援など。)

5.世界保健機関 (WHO)総会で採択された世界障害行動計画 (2014'"'-'2021)

2014年の WHO総会で採択された世界障害行動計画は、 2011年に WHOと

世界銀行が共同で作成した「障害に関する世界報告J、障害者権利条約および

2013年 9月の国連総会「障害と開発に関するハイレベル会合Jで採択された成

果文書を踏まえて、策定されたものである。

同行動計画は、ビジョン、ゴール、目標、指導原則およびアプローチから構

成される。その主な目的は、つぎのとおり。

( 1 )保健サービスとプログラムへのアクセス上の障壁を取り除くとともに、

改善すること。

( 2 )リハビリテーション、ハピリテーション、支援機器、援助・支援サービ
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スおよびコミュニティ・ベースド・リハビリテーション (CBR)を強化・拡充

すること。

( 3 )障害および障害と関連サービスについての支援研究に関する適切かっ国

際比較ができるデータの収集を強化すること。

「各国は、この行動計画を実施するにあたっては、それぞれの特定の状況に

あわせ、調整することがきわめて重要Jということが強調されている。

なお、同行動計画では、(注)として CBRについて、つぎのように、規定し

ている。

「障害者とその家族をエンパワーできる総合的かっ多分野連携アプローチに基

づき、コミュニティレベルで、人権と開発目的を実現するための、実践的方法論

を提供するもの。

WHOでは、 CBRを推進するため、 CBRガイドラインと CBRネットワーク

を構築している。

ガイドラインは、 30年間にわたる実践を踏まえ、 CBRに対する共通の理解と

アプローチを提供するもの。その主な目的は、① (WHO・ILO.UNESCOに

よる)CBRジョイント・ポジション・ペーパーおよび障害者権利条約に即した

CBRプログラムの開発・強化方法に関する指針の提供。②とくに貧困削減を目

的とした開発イニシアティブに障害を組み込む助けとなる、地域に根ざしたイ

ンクルーシブな開発戦略としての CBRの促進。③保健、教育、生計および社会

の各部門へのアクセスを促進することによって、障害者とその家族の基本的な

ニーズ、を満たし、生活の質の向上を図るための、関係者に対する支援。④開発

と意思決定プロセスへのインクルージョンと参加を促進することにより、障害

者とその家族のエンパワメントを促進するよう、関係者を促すこと。

このガイドラインにそった取り組みをすすめるため、 CBR世界ネットワーク

や CBRアジア太平洋ネットワークなど、世界レベル、地域レベルおよび国レベ

ルのネットワーク組織がつくられ、定期的な会議などが行われている。

2015年 9月 1"'3日には東京・京王プラザホテルにおいて、 CBRアジア太平

洋ネットワーク(事務局は、バンコクにあるアジア太平洋障害者センター

(APCD) と日本障害者リハビリテーション協会との共催で、「コミュニティベ

ースのインクルーシブ開発 (CBID)を通しての貧困削減と持続可能な開発目標

(SDGs) Jをテーマとする会議が計画されている。

6.ユネスコの「すべての人のための教育J(EFA)への取組み

2014年 5月 12"'14日オマーン・マスカットで開催された「すべての人の世

界教育会議J(GEM)で採択された、 f2014年 GEM最終声明ーマスカット協定」

は、ビジョン、原則およびポスト 2015年教育アジェンダの範囲、から構成され
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る。

その全体のゴールと世界的ターゲットとして、 f2030年までにすべての人の

ための公平かっインクルーシブな良質の教育および生涯学習を確保することJ

が掲げられ、そのためのターゲット 2として、「すべての女子および男子、とく

にジェンダーの平等ともっとも周辺化された人びとに留意した、少なくとも 9

年の無料で、良質な義務基礎教育を修了すること」などが掲げられている。

この最終声明は、 2015年 5月に韓国政府が主催する、 f2015年世界教育フォ

ーラムJで承認される予定。それは、 2015年 9月にひらかれる国連サミットで

採択されるポスト 2015年開発アジェンダに、その必須部分として組み込まれる

ことになる。

おわりに

OWGにより策定されたポスト 2015年持続可能な開発目標 (SDGs)案には、

すでにご紹介したように、前文で 2ヵ所、 5つの目標の 7つのターゲットで障

害または障害者が明記されているが、この策定過程に参加した各国政府関係者

のなかには、障害者を含め、特定のグループをリストアップすることについて

は、そのリストからもれるグループ。がでかねないことを理由に、「すべての人の

ためのJ(for all) といった包括的な表現で統一すべきという意見をつよく主張

する人が少なくない。それらの関係者の意見によれば、前文で「すべての人J

にはどのようなグループ。が含まれるかについて詳細にリストアップし、目標や

ターゲットでは、特定のグループについては一切言及しない、ということにな

る。もしそういった意見が通れば、 MDGsと同様なことが繰り返されかねない

ことが危慎される。

そうした動きを阻止し、ポスト 2015年開発アジェンダに障害や障害者がきち

んと位置づけられるようにするには、どの目標のどのターゲットに障害または

障害者についてどのように言及すべきか、その理由も含め、同アジェンダをめ

ぐるこれからの条約交渉に参加する各国政府関係者の理解が得られるよう、積

極的に働きかけるとともに、同アジェンダにかかわる多分野にわたるの市民社

会団体関係者などを巻き込んでの運動を国内外で展開するため、その連携を強

化することが不可欠と思われる。障害者権利条約の着実な実施とそのモニタリ

ングを確実かっ効果的にすすめるためにも、同様な取組みが求められよう。
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く参考資料>

ポスト 2015持続可能な開発目標 (SDGs)(案) (2014年 7月 19日版)

目標 1.すべてのところで、あらゆる形態の貧困を終息させる。

目標 2.飢餓を終息させ、食糧の安全と栄養の向上を達成し、持続可能な農業

を促進する。

目標3.あらゆる年齢のすべての人に、健康な生活を確保し、福祉 (well-being)

を促進する。

目標4. すべての人にインクルーシブで、公正かつ良質な教育を確保し、生涯

学習の機会を促進する。

4.5 2030年までに、教育上のジェンダ一間の格差を解消し、障害者、原住民お

よび脆弱状況にある子どもを含む、脆弱者に対してあらゆるレベルの教育およ

び職業訓練への平等なアクセスを確保する。

4.a 子ども、障害、ジェンダーに配慮した教育施設をっくり、改良するととも

に、すべての人にとって安全、非暴力かっインクルーシブで効果的な学習環境

を提供する。

目標 5. ジェンダー間の平等を達成し、すべての女性および少女をエンパワー

する。

目標6.すべての人に、水と衛生の入手および持続可能な管理を確保する。

目標 7.すべての人に、手頃で、信頼がおけ、持続可能で、近代的なエネルギ

ーへのアクセスを確保する。

目標 8.持続したインクルーシブで、持続可能な経済成長、すべての人にとっ

て生産的な完全雇用およびディ一セントワークを促進する。

8.5 2030年までに、若年者および障害者を含む、すべての男女に生産的な完全

雇用およびディ一セントワーク、ならびに同じ価値の労働についての同一報酬

を達成する。

目標 9. レジリエント(強靭)なインフラを構築し、インクルーシブ、で、持続

可能な産業化を促進し、(技術)革新を助長する。

目標 10.国内および国家間の不平等を減らす。

10.2 2030年までに年齢、性、障害、人種、民族、出自、信仰あるいは経済的

その他の地位にかかわらず、すべての人をエンパワーし、社会的、経済的、政

治的インクルージョンを促進する。

目標 11.都市および居住地をインクルーシブ、安全かつレジリエントで、持続

可能にする。

11. 2 脆弱な状況にある人、女性、子ども、障害者および高齢者のニーズに、
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とりわけ留意して、とくに公共交通機関を拡充することにより、道路の安全を

改善することで、すべての人に安全、手頃、アクセシフ、ルで、持続可能な公共

交通システムを提供する。

11.7 2030年までに、とくに女性、子ども、高齢者および障害者に安全かつイ

ンクルーシブで、アクセシブルな、緑に覆われた公共スペースへのユニバーサ

ルなアクセスを提供する。

目標 12.持続可能な消費および生産形態を確保する。

目標 13.気候変動とそのインパクトと闘うために緊急の行動をとる。

目標 14.持続可能な開発のため、大洋、海浜および海洋の資源を保全し、持続

的に活用する。

目標 15. 地球のエコシステムを保護、回復させ、持続可能な活用を促進させる

とともに、森林を持続的に管理し、砂漠化と闘い、陸地の浸食を食い止め、増

加に転じさせる一方、生物多様性の喪失を食い止める。

目標 16.持続可能な開発のために、平和でインクルーシブな社会を促進し、す

べての人に正義へのアクセスを提供するとともに、あらゆるレベルで、効果的で、

弁明できる、インクルーシブな制度を構築する。

目標 17. 実施の手段を強化し、持続可能な開発のためのグローバルなパートナ

ーシップを再活性化する。

財源

テクノロジー

能力構築

貿易

制度問題

政策および制度上の一貫性

マルチステークホールダーのパートナーシップ

デー夕、モニタリングおよび説明義務(説明可能性)

17.18 2020年までに、収入、ジェンダー、年齢、人種、民族、移住上の地位

(migrantory status)、障害、地理的位置および国の状況に関連した、その他の

特徴別の良質で、タイムリーかっ信頼のおけるデータの入手可能性を著しく増

やすために、後発途上国および小島興開発途上国 (SIDS) を含む、開発途上国

の能力構築支援を強化する。

15 



10月11日(土) 10:10'"-' 1 0:40 

講演H

障害者をめぐる動向

一障害者権利条約の批准と今後の制度改革一

藤井克徳(日本障害フォーラム幹事会議長)
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障害者をめぐる関連動向

障害者権利条約の批准と今後の制度改革

はじめに

・昨今の障害分野に関連して気になること

.東日本大震災から 3年半余と障害分野

日本障害者協議会代表

日本障害フォーラム幹事会議長藤井克徳

1.歴史的な意味を持つ障害者権利条約(以下、権利条約)の批准

(1)批准日は 2014年 1月20日(発効日は 2月 19日)

(2)批准に至るまでの経緯の特徴(最大のチェックポイントは形式的な批准の防止)

(3)あらためて権利条約の本質を考える

(4)批准に伴う法的な効力と障害関連政策への影響

(5)批准後の当座の課題(批准に伴う義務等)

ア、監視機能の実質化(権利条約第 33条、障害者基本法第 32条)

イ、履行状況の報告書提出(権利条約第 35条)

ウ、締約国会議への参加(権利条約第 40条)

エ、障害者権利委員会の委員派遣(権利条約 34条)

2.制度改革の経緯と到達点

(1)制度改革をめぐる一連の経緯 (2009年 12月の障がし、者制度改革推進会議設置以降)

(2)推進会議の取り組みで得られた成果

ア、5つのタイトルの政策文書の取りまとめ

-障害者制度改革の推進のための基本的な方向(第一次意見 2010年6月7日

・障害者制度改革の推進のための第二次意見 2010年 12月 17日

-障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言 2011年8月 30日

・「障害を理由とする差別の禁止に関する法制」についての差別禁止部会の意見 2012年9月 14日

・新「障害者基本計画」に関する障害者政策委員会の意見 2012年 12月 17日

イ、3つの関連法律の改正・制定

・障害者基本法の改正

-障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の制定

.障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の制定

(3)推進会議から障害者政策委員会へ

ア、法的な根拠を有した障害者政策委員会(障害者基本法 32条)

イ、新障害者基本計画の策定 (2013年度----2017年度までの中期計画)

(4)障害者政策委員会の再編と展開予想
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3.批准をうけての当面する政策課題

(1)家族依存からの脱却(民法の家族制度、扶養義務制度の改正)

(2) r谷間の障害」問題の解消、「障害認定のあり方j の見直し(手帳制度を含む)

(3)本格的な所得保障制度の確立

(4)障害者差別解消法の実質化(基本方針・ガイドラインの策定、欠格条項の撤廃)

(5)社会的入院・社会的入所問題の解消

(6)地域生活を支える社会資源の質と量の拡充

(7)ディ一セントワーク(尊厳ある労働)の視点での就労支援策の拡充

(8)アクセシピリティ・ユニバーサルデザイン(情報・通信、建物・交通)政策の推進

(9)基礎データの集約・蓄積(当事者のニーズ・生活実態、海外データなどの把握)

(10)障害関連政策予算の確保(少なくとも OECDでの分配率水準の平均値を)

4.権利条約と総合リハビリテーション

(1)権利条約のリハビリテーション現場への周知ならびに浸透

(2)条約と総合リハビリテーションとの関係の深化(新たな障害観、支援観の下で)

5.むすび
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10月11日(土) 1 0:50"" 12:00 

講演E

「障害保健福祉施策の動向」

川又竹男(厚生労働省障害保健福祉部企画課長)
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障害保健福祉施策の動向

厚生労働省障害保健福祉部企画課長川又竹男

1.障害福祉施策をめぐる最近の動向

障害者保健福祉分野における平成 27年度予算要求の状況を紹介するとともに、来年

度の障害福祉サービス等報酬改定に向けた動きや懸案となっている介護従事者の処遇

改善をめぐる動向について紹介する。

さらに、ここ数年間で障害者関係の法律がいくつも成立していることから、このう

ち、「障害者虐待防止法Jr障害者就労施設からの物品の調達の推進等に関する法律Jr障

害者差別解消法Jr障害者雇用促進法Jr障害者権利条約Jの概要について紹介する。

2. 障害福祉サービスの現状について

障害福祉サービスの給付費や受給者数の推移、地域移行、就労移行の状況について

紹介する。

3. 障害者総合支援法について

平成 25年 4月から施行されている「障害者総合支援法Jについて、障害者の範囲の

見直し、障害支援区分の創設、重度訪問介護の対象拡大、共同生活介護の共同生活援

助への一元化、地域移行支援の対象拡大、地域における居住支援のあり方、サーピス

基盤の計画的整備、計画相談支援の取り組みなど、の主要な内容について説明する。

4.精神保健福祉施策について

精神保健福祉の現状と課題、長期入院精神障害者の地域移行に向けた取り組み等に

ついて紹介する。

5.その他

今後の障害児支援のあり方等についての方向性を紹介する。
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障害保健福祉施策の現状と課題

平成26年 10月11日

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部企画課

課長 川文竹男

N 
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I 最近の動き
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I[ 11 平成27年度障害保健福祉関係概算要求の概要

金王基盤 (26年度予算額 (27年度概算要求額)

H包5.019億円 園時 1兆6.331億円(対前年度+1.312億円、 +8.7%)

・障害福祉サービス関係費{自立支援給付+地域生活支援事業+障害児婚置費・給付費)

(26年度予算額) ---10.. (27年度概算要求額)

1兆374億円 ー---..1兆1.394億円(対前年度+1.020億円‘ +9.8軸)

l.主 な 施j策 j

・ 障害福祉サービスの確保、地域生活支綾などの障害児・障害者支援の推進 (対前年度噌企減額)

1
1
1
1
1
f
 

円借金品特興復ち

。良質な障害福祉サービス等の確保
。地岐における障害児支媛の推進
。地減生活支媛事業の着実な実絡
。障害者に対する良質かつ適切な医療の提供
。障害福祉サービス提供体制の整備
。障害者の地波生活支援のための拠点等整備(新規)
。重度訪問介護などの利用促進に係る市町村支媛
。障害者の自立支1重機器の開発促進(一都新規)

・ 地減移行・地域定着支媛などの精神障害者施策の推進
。高齢・長期入院の精神障害者の地減移行 ・地減定着支援の推進(一都新規) 5.3偲円(+4.1億円)
0精神科救急医療体制整備事業費 18 億円 (A 億円)
。忽知行動療法の普及の推進 1億円 (:t: 0億円) 等

回 自殺・うつ病対策の推進
。自殺対策に取り組む民間団体への支媛

・ 薬物などの依存症対策の推進
。認知行動療法を用いた治療・回復プログラムの普及等 (一部新規)・東日本大震災からの復興への支緩
。障害福祉サービス事業所などの災害復旧経費(復興特会)
。被災地心のケア支媛体制の整備(復興特会)

9. 919億円 (+847億円)
1. 040億円(+143億円)

500億円 (+ 38億円)
2. 360億円 (+143億円)

116億円 (+ 86億円1
4.7億円
22億円 (土 O億円)
2.5億円 (+ 億 円) 等

1.3i意円 (:t: 0 億円)等

1.5億円 (+ 1.1億円)等

8億円(:t: 0億円)
18億円(:t: 0億円)等 2 
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障害者の社会参加・就労支援(新規・拡充}
~陳雲の有無にかかわりなく‘だれもが地援で活躍できるユニバーサル社会の実現~

O これまで、障害者施策は、セーフ子ィネットとしての重要な役割を果たしてきた。しかし、少子高齢化が進展し、人口減少社会が到来する中、今後は
障害者が単なるサ ビスの受け手であることに留まらず、諸勢宮慢参柏め止しトネ士会事加宣慢の脊婁ー障害者の主化芸術活動の梶閣参図るこ止等

により‘ 障害者が帥慢で，苦躍で曹る環措多轄備す晶ことがー府軍要となっている。

O このため、障害の有無にかかわりなくー戸れもが帥盟社舎のー昌>-Lて安心しで暮らし 一人口!-'Jが待でる力多事I!i!で手佳品「ユニバーサル社会lの
写理帥慢の清件化多国指して‘各般の肺策安強力に婁怖する。また、脳科会堂の成奥多活用しto自立宣慢梼器等が、障害者の自立や生活支援に活

かされるよう、企業が行う開発を支慢するとともに.2020オリンピyヲ・パラリンピyヴ東京大会を見据えて、 ハ ド面だけでなく、
フト面のバリアフリー仕を進める。

精神障害者の地減生活支媛
障害者の就労支媛

O 障害者就業・生活支i星センヲーの機能強

化(就労移行等連燐邸墜事業)

O 長期入院精神障害者の地域移行・地滋定着

の促進

O 障害者就労施段が提供する物品等の需
要I曽進事業

障害者の文化芸 術 活動の娠興

O 芸術文化活動推進事業の充実

O 精神科救急の基盤整備、連機の推進

依存症対策の強化

O 依存症者・家族に対する治癒・回復プログ

ラムの普及促進

自殺対策の推進

O 地援での効果的な自殺対策の推進と民間

団体の取組支撮等

O 意思疎通支緩事業の促進(複数市町村で 体的に事業実施)

O 国際手話通訳者等の養成

O 視聴覚障害者情報提供施設の災害時支慢拠点機能強化

O 視覚障害者用図書情報才、ットワ ヲの機能の充実等

O 由連・障害者十年記念施設の情報パリT7')ーの充実等

ユニバ ーサル社会の実現、地織の活性化

2020オリンピック・パラリンピック東京犬会を見据えた、障害者施策の展開

骨太の方針における障害保健福祉分野関連の記述について
(※経済財政運営と改革の基本方針2014について (平成26年6月24日閣議決定)の うち‘ 障害保健福祉分野に関連するものを依粋)

第2章経済再生の進展と中畏期の発震に向けた重点謀箇

1 女性の活躍を始めとする人材力の充実・発揮

(3)複線的なキャリア形成の実現など若者等の活躍促進

(若者等の活躍促進、再チャレンジ支慌)(p.9) 

さらに、 ユニパー叶Jレ軒舎の耳障習に聞け瞳害者についでは臨場宮聖書なYの就明言揺巷始めとした粁金曜参加害揮の#耳白檀審者の宜il-:
雲街活動の横車なY活置できるmlJ:轄備巷推進するa

3 魅力ある地犠づくり、農林水産業 中小企業等の再生

(2)2020年オリンピッヲパラリンピッウ東京大会等の開催に向けた取組(p.14)

東京大会等を契機として、スポーツを通じた街おこしゃ/¥1)771)-盆.!Ii..大都市等の安全・安心対策圭盆進主主ι東京大会等に向けて、
園内外へのオリンピフヴムーブメントの推進を通じた国際貢献や寄附の促進、障害者スポーツの権準、文化プログラムの実施に向けて全国

の自治体等と連悔した取組を行う.また、観光資源の煽り起こしゃ、日本ブランドを，舌カした海外発信等の取組を加速し、 2020年に向けて、
訪日外国人旅行者数初∞万人の高みを目抱す。

(4)農林水産業ー地援の活力創造 (p.16)

攻めの農林水産業を展開し、農林水産業を成長産業にするとともに、美し〈伝統ある農山漁村を次世代に継承してい〈。こうした基本約な考
え方の下、改訂後の「膚林水産業・帥縫の活力創造プ弓ン1を着実に実施し、今後10年間で農業・農村の所得を倍増させる目標の実現を目

指す。また、同プランで示された基本方向を踏まえ、食料農業農村基本計画を見直す。

第3章鰹藩高生!-財盈僧堂化の好循環

Z 主な歳出分野における重点化・効率化の考え方

(1)社会保障改革

(介護報酬・診療報酬等)(p.251 
平成27年度介護報酬改定においては、社会福祉法人の内部留保の状況を踏まえた適正化を行いつつ、介護保険サービス事業者の経営

状況等を勘案して見直すとともに、 安定財源を確保しつつ、介護職員の処遇改善.地峨包指ケアシステムの構築の推進等に取り組む。堕重
量並立ニピ丞笠鍾酬改まについても問機にIIll'J組t:

※「脱林水産業 ・地械の活力創造プランJには医w;食l出i!l!悦が含まれる。

3 

5 

改訂日本再興戦略における障害保健福祉分野関連の記述について
(※「日本再興戦略J改訂2014ー未来への挑戦ー (平成26年6月246閣議決定〕のうち、 障害保健福祉分野に関連するものを該粋)

曹三 3つ白アウションプラン

一 日本産業再興プラン
3 相会幹憧街イノベーションの樟進/世界畳高の知酎寸閏

IiOロポットによる新た主産車革命の実現(p.59)

ゲローパルなコスト般争に揺されている製造業やサービス分野の競争力強化や.労働者の高齢化が進む中小製造事聾者や医練介護サービス現場‘麗
藁・建設分野等白人材不足分野における働き手の確保、物流の効率化などの課題解決を迫られている日本企聾に対して‘ ロポyト措術の活用により生産
性の向上を実現し、企栗田収益力向上、貴金の上昇を図る。
このため、日本の叡智を結集し「ロポyト革命実現金援」を立ち上げ、現場ニ ズを踏まえた具体策を検討し、アウションプランとしてr5力年計画Jを議定す

る.また、妓術開発や規制緩和、標準化により2020年までにロポット市場を製造分野で現窪田2倍、サービス紅ど非製造分野で20倍に紘大する.さらに.こ
うした取紐を遇じ、4華々草分野の生産性を向上させ、例えば製造車由労働生産性について年間2%を上回る向上を巨循す.

二 戦略市場創造プラン
テーマ4 世界を惹きつける地減資訴で棺ぐ地域社会の実現
子ーマ4-(I)世界に冠トる高品冒な属林武庫相・舎品多生み出す轡かな屠山逸材社全

(3)新たに繍ずべき具体的施策(p.10B)
iii)輸出の促進等
③新たな圏内市場町開拓(p刊 4)

新たな国岡市場の開拓加工ー車務用野菜、有援農産物‘薬用作物等の需要が伸びている車産物について由産シェアを拡大させるとともに、医益金星連
l!.塵観連傍等により、新たな園内市場を開拓する.

子ーマ4.a蝿光資源専のポテシシャル多宋かし‘世界の事〈白人々害地援に呼び込む社会
日本再興戦略に掲げたr2013年に訪日外国人旅行者1，000万人Jの目探査達成したことを畳け.また、 r2020年オリンピンヲパラリンピッヲ東京大会」の

開催という絶好の機会をi足え、 2020年に向けて、訪日外国人旅行者数2，000万人の高みを目指すこととし、これをKP1に加える.
そのため.本年6月に観光立国推進閣僚会擦において決定された「観光立国実現に向けたアウシヨン・ブロゲラム 2014Jに基づき、以下のような施策に

取り組む.
ーr2020年車京オリンピ・ノヲパラリンピッウ」を見据えた観光振興

これらの施賓のうち.KPIOJ達成に向It.特に新たに講ずべき具体的施策としては以下のとおり.
①2020年オリンピッヲ・パラリンピツウ東京大会等を見鋸えた観光復興及びインバウンド(訪日外国人旅行者)の飛趨的肱文に向けた思組(p.117)

2020年オリンピッヲパラリンピッウ東京大会等の開催効果を東京のみならず広〈地岐に波及させるため、宜化プロゲ号ム曹の槽会多活用してー金問の
自治体や草街宣事止の痛切な軍構白下帥撞由主仕事務省~~な田耕由師向去しで事情し、体験してもらうための取組を全国各地で実施する.

パリ77リ一法に基づ〈基本方針に定的る整備自律(1自由乗降客数が3.000人以上回旅客施位においては.2020年度までに原則100同バリアフリー
化等)の滑実な連成を図るとともに、 2020年オリンピッウバラリンピyヲ東京大会等を見据えて.駅空港における復数jレートのバリアフリー化や観光地
周辺の駅のバリアフリ 化なと'旅客施銭や車両等のさらなるバリアフリー化を推進する.あわせて‘ソヲト面白バリアヲり-it.も推i量主主企

※ r)品林水産業 ・地i戒の活力創造プランJには医福食』陸連併が含まれる。

障害保健福祉分野における日本再興戦略について
(※ 日本再 興戦略 (平成25年6月 14日閣議決定) のうち、障害保健福祉分 野に関連するものを抜粋)

箆 n.3つのアヴションブ弓ン

一日本産車再興プラン~ヒト、モ人力ネを活性化する~

2 蕗用制陪誼革人材力白鞘it

経済のグローバル化や少子高齢化の中で、今後、経済を新たな成長軌道に乗せるためには‘人材ζそが設が国の最大の資漏であるという認議に

立って働き手の数(畳)の確保と労働生産性(質)の向上の実現に向けた思い切った政策を、その目探ー期限とともに具体化する必要がある。
二のため.1-'子化対策に直ちに取り組むと同時に、 20から64歳までの就業率を現在の75~もから2020年までに80%とすることを目標として掲げ.世

界水準の高等教育や失業なき労働移動の実現を進める一方で、若者・女性・高齢者等の活躍の機会を縮大する.これにより.全ての人材が能力を高
め、その能力を存分に発慢できる「全員参加の社会Jを構築する。

⑤若者高齢者等の活躍推進

全ての人が意欲さえあれば活躍できるような「全員参加の社会Jの情築を目指す。

O高齢者等の活彊推進

-監査室、 経病患者.がん患者等の就労主握多始めとしto~士会事加の宣慢存推進する"

二 戦略市場創造プラン

テマ1国民の『健康寿命」の延伸

{21個別の社会他企婁E曹に嗣けが取組

@ i-害m--I合 fl;(苦Lてt . 1fI.N"，j~fiT ' :/I'!Kへのアク古ス/ごJ:l)..!flι!Î~lご(LJ婦で'ê''('是t1き

ょ)J.!:.会館よ現状Qlr，占J!点
自宅にいても円滑に必要な医療介護サービスが利用でき.リハビリ等によって施設から早期に社会復帰できるケアサイヴルの構築を目指す。

符に、高齢者の増加に伴い.こうした復帰支陵、在宅主催への，昔在的な需要は更に高まる。
しかし、現状では、

i)特に単身の高齢者が安心して必要な医療・介護サ ビスを受けながら生活できる環境整備が不十分である.
ii)現在の介護支援機器は‘潜在ニ ズはあるものの、高価・大型で使いにくい等の理由により普及が進まない、
といった課題があり.社会のニ ズに応えられていない状態にある。

旦)司俄泳Qlえ白1主掛械をu軍.<J斑場ニ度義)~ぴ当頁五日玄妄般家
健康t曽進・予防や生活支慢に関する市場・産業を創出する(前述)ことに加え、医療介鐘提供休制の強化、 高齢者向lナ住宅の整備等に取り組み、

良質な医療やリ，、ピ1)サービスへのアヴセス、介援ロボット産業の，舌性化を実現し、高齢者、障害者等が、 i也爆で安心して暮らせるようにする。

Oロポット介霞機器開発5カ年計画の実施等

・ロポット性格i参利用Lto掛器削陸軍者OJ同守や生，舌宣liに活力、きれるよう‘企業が行弓関与孝安事l二信準するトめのシーズーニーズマヴチンゲ

室主丘主ι

4 

6 



平成27年鹿障害福祉サービス等報酬改定について

障害福祉サービス等に係る報酬について、平成27年度報酬改定に向けて、客観性・透明性の向上を図りつ

つ検討を行うため、『障害福祉サービス等報酬改定検討チーム』を開催し、アドバイザーとして有議者の参画を

求めて、公開の場で検討を行う。

;ーと詰てと--------------三、
r1吋:事烏里竺労働木耳唾務官

;Eiiwr副主査コω i-N 
i司容 I障害保健福祉部長守 、 ゾよ
き~ 1_ ご二山 海

;璽仁“構成員_l"'"" """ """"""" ""~ 

iZJ-企画謀長

E 、・陣容福祉謀長

S ・精神・障害保健保長

・障害児・蝉問者支鑑室長禁制錦繍推進室長

徐討過程の客観性・透明性の担保のために参画

j---C五百庄子同
;…二郎 和 光 大 知 j 
沖倉智美 大正大学教授 i 

i野沢和弘 毎日新聞鈴脱委員 f 

i荻原利昌 川崎市障害保健福祉郡長 i
!平野方紹 立教大学教綬 i 

い一日……町一一蟻鱒~Qj守服j
※主査が必要と包める時I主、関係者から意見を嗣〈ことがで寄る.

【検討スケジュール】

平成26年
6月-12月:関係者からのヒアリング、報酬改定に向けた議論(月 1-3固程度実施)

※必要に応じて議論の状況を障害者部会に報告

予算編成過程で改定率セット

平成27年1月:平成27年度報酬改定の概要を障害者部会に報告

3月:告示公布、関係通知発出

4月・施行

t-:I 
01 

1(9) 介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向

~有効求人倍率と失業率の動向~

10介讃分野の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全産業より高い水準で推移している。

有効求人倍率{介鰻分野}と失霧車巨
{倍} 【16年四25年/暦年別

2却 ‘量訓Lー白ー
2.31 ~之回目寸

2.80 

5.回 2.曲

2.40 

4.回
2目20

国

田
2

1

 

凹3
 

，.曲
2，曲 1曲

0.50 

'¥ 
有効求人倍串
憎館業γ一
{左目盛}

二小川代:7F:13~ 3.9V句ilM 
…、uo十ヤテー 圃1fT一一斗 3.8

¥I V，.国 s 品¥.7Ii 

，.隼岬岬岬畔岬"隼 23年岬昨棚 igABtijBABi包jABitpiAt年

注}平成22年底由民畢串は車田本文震陣由15響により.岩手県.宮根県&ぴ福島県において鴎量由実施が困鰍な状況となっており.当麟3県豊除〈鯖畢と泡3ている.

【出典1鳳童労働省『臨軍曹宣車績統計J.総務省『骨働力闘量J

o.冊

障害福祉従事者の処遇改善を取り巻く状況

。地縁における医僚及ぴ介穫の総合的な確保を推進するための関係法律の盤備等に闘する法律附稽決緩
{法待第83号、閣法、平成26年6月25日公布}

介箆・障害福祉従事者の人材確保と処遇改善並びに労働環境の盤備に当たっては、早期に検討を進め、財源を確保しつつ、
幅広い職種を対象にして実施するよう努めること.

。介a・障害福祉従事者の人材確保のための介a.障害福雄従事者の処遇改普に関する法律
(法律第97号、隠法、平成26年6月27公布}

政府は、高齢者等並びに陣審者及ぴ障害児が安心して暮らすことができる社会を実現するためにこれらの者に対する介鐙又
は障害福祉に関するサービスに従事する者(以下『介霞・障害福祉従事者』という.)が重要な役割を担っていることに鑑み、これ
らのサービスを担う優れた人材の確保を図るため、平成27年4月1固までに、介陵・障害福祉従事者の賃金水準その他の事情を
勘案し、介護・障害福祉従事者の賃金をはじめとする処遇の改善に資するための施策の在り方についてその財源の確保も含め
検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を構ずるものとすること.

。介a・障害福祉従事者の人材確保のための介霞・障寄福祉従事者の処遇改普に闘する法律 附帯決機
{法律第97号、援法、平成26年6月27公布)

一介箆・鱒害福祉従業者の処遇の改善に資するための施策については、賃金の改善はもとより、キャリアパスの確立、労働
環境の改善、人材の参入及び定着の促進等、人材確保のために有効な措置を含め、幅広く検討すること.

ニ介箆・障害領祉従業者の賃金水準を検討するに当たってl立、その処遇及び労働環鏡等について、正確な実態把握に努める

こと.

三 今後増大する介鐙の需要に対応するに当たっては、介護従事者の安定的な人数の健保と併せて、人材の質の確保に努め

ること.
7 自

1 (10) 都道府県別有効求人倍率(平成26年6月)と地域別の高齢化の状況

i O 介護分野の有効求人倍率は、地縁ごとに大きな差異があり、地域によって高齢化の状況等も異なる。
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1 (13) 介護職員の推移と見通し

O 介護保険制度の施行後、介護職員数は増加し、 12年間て‘約3倍となっている 。 また、 2025年には、 237~249
万 人 の 介 護 職 員 が必要と推計されている。

平成12年度 I I 
平成24年度

11 

平成27年度 平成37年度

(2∞0年度)
(2012年度) (2015年度) (2025年度)

(推計値) (徒計値) (推計値)

介護職員 55万 人 1 1 149万 人 1 1 
167-176万人c;主) 237-249万 人

(164-172万 人) (218-229万 人)

注)平成27年度平成37年度目数値は社会保障・税一体改革におけるサービス提供体制改革を前提とした政革シナリオによる。()向は現状をそのまま将来に当
てはめた現状役影シナリオによる数値。
2015年.2025年の推計値に幅があるのは、非常勤比率の変動を見込んでいることによるもの。

[出呉]厚生労働省『介護サービス施設・車車所調査J.r医療介護に係る長期推計(平成24年3月)J

[出奥]厚生労働省「平成24年介護サービス施訟・事軍所調査J

※調査方，去の変更等による回収率変動の影響を畳けていることから、韓員数を厚生労働者(社会援護局)にて補正している. 11 

障害保健福祉施策のこれまでの経緯

』一一一白雨i吾均五三i手:-f，ttJMーーーーーーー_Ii;長官;gIヨ~.~N#.'l自民司ーーーーーーーー

平成18年 4月『陣害者自立支緩法Jの一部施行{周年10月に完全施行 4月『障害者雇用促進法改正法Jの施行

12月法の円滑な運営のための特別対策 10月「精神保健福祉法Jの施行
t①利用者負担のJ!f，返る程混②司廃業者に討する激変飽和信置φ続浴移行のための録過絡置)

12月国連総z本会穏で「障害者権利条約Jが'*択

平成19年 12月障害者自立支I霊法の掠本的な見直しに向けた緊急措置
((i沖'11司者負担の見直し②事業舎の経営'"鐙白強化③グル プホーム等の豆鋼促i隼}

平成20年 12月社会保障審議会障害者部会報告の取りまとめ

平成21年 3月 f障害者自立支i霊法等改正法案J国会提出 (-7/Jの制置院解敏に肌唖罰

9月連立政権合意における障害者自立支媛;去の廃止の方針

平成22年 1月 厚生労働省と障害者自立主健法違憲訴訟原告団・弁綾田との基本合意

障がい者制度改革推進会績において結論開始

4月l!l;所得者の障害宿祉サービス及び繍慈具に係る利用者負担を無料化

陣がい者制度改革推進会議総合福祉部会において織論開始

6月『障害者制度改革の推進のための基本的な方向についてJ(IIo'11決定)

12月 「障害者自立支援法等改正法J(路員立法)が成立〈平成24年晴に完全施行)

9月。『障害者権利条約jへ署名

11月「身体障害者補助犬法改正法」の成立
(平成20年10!!に括行)

12月「障害者雇用促進法改正法」が成立
(平成21年4月にl!i行{一審;.段磁銀行あり))

平成23年 B月『障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」取りまとめ 6月 『陣害者虐待防止法J(織員立，去)が成立
(平成24年10月に箱行)

7月「障害者基本法改正法」が成立{同年8月に応印

平成24年 6月『障害者総合支綴法Jが成立{平成田年晴←錦、平成26年4F1H:.t開 6月「障害者優先簡違推進;去J(鰻員立法)が成立

.... . ...，.çk............................................n .................!'.!'~~~~.4.'!'.=~ 'J!... 
平成25年 4月基本理念の追加、障害者の範囲の見直し等について施行 11 6月「精神保健福祉法改正，去」が成立

11 平成26年4月(一師、平成26年4月)に館行予定}

11 障害者差別解消;去」が成立
11 平成26年4!!に施行予定}

ぜ.， 障害者雇用促進法改正法Jが成立
v 平成26年4!!(ー御平成30'手4月)に施行予定}

平成26年 4月 4障害支媛区分、ケアホームとグループホームの一元化等について施行 1月「障害者梅利条約」を批准 13 

1 i 5) 介護職員の賃金(常勤労働者)

ro平 均 九宮市間2数 !こ違いがあり、常義務はできな川、介翻 員の平均賃金のY降は産業 計と比較|
して低 。なお、介護職員の は産業計と比較 して短い傾向にある。

常勤労働者の男女比、平均年齢、勤続年数及び平均賃金

男女計 男性 女性

きまって支 きまって主 きまって王

平同年齢 勤続年数 給する現 摘成比 平均年齢 勤続年数 給する現 構成比 平均年齢 勤続年数 給する現

金給与額 金給与額 金給与額

{歳) (年} (子円) (~色) (歳) (年) (千円) (軸) (歳) (年) (千円)

産業計 42 11， 324 67.6 42. 13.3 359: 32.4 40 9..1 249.4 

産 医僚・福祉 40.2 8 294 26.9明 39.9 8.3 375.5 73.1 40.3 7 264.5 
車

~" 
社会保険・社会福祉・介掻事聾 40 7.1 238 27.3 39 7.2 270 72.7% 41 7.1 226.3 

サピス葉 44.0 8.8 273.6 70.2% 45 9.6 297.7 29.8 41.6 6 216.8 

医師 41.0 5.5 833.2 70.6' 42 5.8 896.8 29.41 37.6 4 680.4 

看護師 38.0 7 328.4 8.4 35 6.1 326.9 91.61 38.3 7 328.6 

珪看護師 46.7 10 278.7 10.1% 40 8.3 283 89.9 47 10 278.2 

聡 理学療法士・作業療法士 30.7 4 277 49.3 31.5 4.8 286 50.7 30.0 4 268.1 
4量

保育士 7 212.6 
見"

34.7 213.2 4.1 30.2 4.8 225 95.9' 34.9 7 

ケアマネジャー 47.5 8.3 258.9 21.81 43 8.1 281.1 78.2 48.7 8 252.7 

ホームへんJ~- 44.7 5 218 23.3 40 3.7 235 76.7 46.2 6 213.0 

福祉施訟介護員 38.7 5 218.9 33.5 35.1 5 235 66.5 40 5 210.6 

連 1)常勤肯働者とは、賃金構造基本統計調査の 般労働者(短時間労働者以外由労働者)をいう.
短時間労働者とは‘ T目白所定労働時聞が一般の労働者よりも短い者.又は 1目的所定骨働時聞が 般の労働者と同じでも 1週の所定労働日数が
般の労曲者よりも世主い者をいう.

，主2)サービス業とは.廃棄物処理章、自動車登備業.機縁等悟理章.その他の事業サービス寮.政治 経済 文化団体ー宗教.線業紹介 労働者派遣
章が吉まれる.

，主 3)福祉施陵介随員は.児童福祉施段、身体障害者福祉施段.老人福祉le設その他町福祉施訟において、介掻の仕事に従事する者をいう.
注4)きまって支給する現金給与額 労働協約、税軍規則等によってあらかじめ定められている王給量件、草定方法によって支給される現金給与額.

基本給のほか‘家旗手当.組過労働手当を宮むが.貰与は古ま怠い.立お手取り舗ではな〈、所得税.社会保険料などを陸除する前回舗である.
[出典]厚生労働省「平成25年賃金構造基本統計調査」 12 

障害者虐待の防止、障害者の 養護者に対する支媛 等に関する法 律 の概要

目 的 | {平民主23盗事6F1178成立.問6月24日公布.写成24年、OFj18E窪行)

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって陣害者に対する虐待を防止することが極的て重要であること等に鑑み.
陣害者に対する膚待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置‘聾護者に対する王慢のための借置等を定めるこ
とにより、樟害者虐待の防止、 葺援者に対する王撮等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の様謹に資することを目的とする。

温帯防止路軍

1 何人も障害者を虐待してはならない旨の規定、障害者の虐待の防止に係る固等の責務規定.障害者虐待の早期発見の努力義務規定を置し
Z 「陣容者成待Jを受けたと思われる陣百f者を発見した者に速やかなii!i報を強務付けるとともに、障害者虐待防止等に係る具体的スキームを定める.

蔓贋者による陣容者虐待 | 陣容者福祉施股従事者等による障害者膚待 | 使用者による障害者膚待

Il段置者等の責務l 当薮施舘等における障害者I[事業主の責務l当銀事業所における障害者に対
[市町村の責務司稽談等、居室確保、連機確保 1~ r::-~L&-I-~'7~.:.~~~~~:.~~::.;~.:J.:;:....~13 1 ゐヲ_..仲 L=......._....~、世

.~:::::~."':'.~~. . :~~.~~~. .~~~ ~.~~....1 1主将す:争 虐待防止芽りた釣り持費~~里筏 tす吾 喧?者防止警の士三めのf貴賓弄烹第
[えキ ム スキー I[スキーム riiil 一一一一一一『

回~ mBITttコ I~亙!J_____ _____..I間士吉門量百四盟」
間四幅j①事実確認(立入調査等) 一---qほ一世 Y石函両五適切な行世 !I直通報 E 引 l①監帥腕の適 !

日 ②柑(一時保護.後見審判請求) :11菟 村 L~J措置卸会裏一 Hぽトー刊誌?ヰ 切な行世
じ~ :~_1:'_~~ __':_~_~'.. _ ~"::::~~1:~_~'~__: Iμ:..J L...Jじ'~~'-------------'ILこ -1 T'J 通知 :!flJ種空合会聖-_.

3 就学する陣害者、保育所等に通う障害者及び医療機関を利用する陣害者に対する虐待への対応について.その防止等のための措置の実施を学校の長.保育
所等の畏且び医療機関の管理者に義務付ける。

1 市町村 都道府県の部局又は施政に、 障害者虐待対応の窓口等となるf市町村賄容者虐待防止セン骨一J.r都道府県綿密者権利徳鑓センヲーJとしての俊能を
果たさせる。

Z市町村・都道府県は.樽害者虐待の防止等を適切に実施するため、福組事務所その他の関係機関.民間団体等との連携協力体制を整備しなければならない.

3 国且び地方公共団体は、財産ょの不当取引による降害者田被害の防止・救斎を図るため.成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を
講ずる.

4 政府は、障害者虐待の防止等に関する制度について、この法律の施行後3年を目途に倹討を加え、必要主治置を講ずるものとする.

※虐待防止スキームについては、軍信田障害児には児置届持防止法苦、施偉人所毒事障害者には値段等の種類{陣害者施~等.児童聾掻施~等.聾介謹施世等)に応じてこの
法律、児童偲祉活又は高齢者膚持防止まを.家庭の高齢陣害者にはこの珪徳及び高齢者虚持防止;去を.それぞれ適用----..--------..-..----...-.------14 
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1. 目的(第 1条)i 、?叫4崎斗u円 LUロ1it:!ム、問U 円 ι，ロム叩J

「障害「萩努施夜在宅就業障害者及び在宅就業支Ji1団体 (以下「障害者就労施設等Jという。)の受注の機会を確保するために
必要な事項等を定めることにより、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進等を図り、もって障害者就労施訟で就労
する障害者、在宅就業障害者等の自立の促進に資する。

J2了面通の元お亙示羽注函推進1語玉条二面9条:)
〈固・独立行政法人等> <地方公共団体・地方独立行政法人〉

|餅跡調書棚'5JIf'A寄N$iJ1b物岬掛宮内J: 王星空'#;.f> lrJ'Ji m柑味脚抑制泊，@(f)JII~悼/J!l.， T=4')d)lIIt66'I#'f".，，，， j脚 .，JlA

| 基~方針の策定 公表(厚生労働大臣_l___J 銅達方針の策定 公表
.U. 11 

| 調達方針の策定 公表(各省各庁の長等)
よJ.

調達方針に即した調達由実施 調達方針に即した調達の実施
よム ; よム

鏑達実績の取りまとめ 公表等 調達実績の取りまとめ公表

N 、、3

i3.公契約における障害者の就業を促進するための鎗置等(第 10条〉

ω 出必えυ担 斗 fT眠法人骨ほ.世諸問について、続争参加資格を定めるに当たって法定雇用率を満たしていること又は障害者就労施設等から相当程度
の物品等を調達していることに配慮する等障害者の就業を促進するために必要な情誼を講ずるよう努めるものとする。

② 地方公共団体及び地方独立行政法人は、 ①による国且び独立行政法人等の措置に準じて必要な指盤を講ずるよう努めるものとする.

障害者就労施股等は、単独で又は相互に遵悔して若Lくは共同して.購入者等に対し‘その物品等に関する情報を提供するよう努めるとともに.当
践物品等の貨の向上及び供給の円滑化に努めるものとする.

一一 一 一 … 一 一 一 一一一ー
5.その他(附則第1条~附員IJ第3条

ul並立塑E
この法律は.平成25年4月1日から施行する。

lil益ー宣
政府は、以下町事項について、3年以向に検討を加え.その結果に基づいて必要な惜遣を講ずるものとする.

① 障害者就労B也監等の物品等の貨の確保寄に関する支援及び情報復供田在り方
② 入札者が法定雇用率を満たしていること障害者就労施段等から相当干主主の物品等苦闘還していること等を評価して公契約の落札者を決定する方式の導入

(3)税制上の借置
国は、租税特別指置法で定めるところにより、障害者就労施tIt等が供給する物品等に対する需要の増進巷図るために必要な治置を講ずるものとする.

障害者の 雇 用 の 促 進 等 に 関 す る 法 律 の一部を改正する法律の概要

j雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が機場で働くに当たっての支障を改善するための措

i置(合理的配慮の提供義務)を定めるとともに、障害者の雇用に関する状況に鑑み、精神障害者を法定雇用率の

i算定基礎に加える等の措置を講ずる。

げ1 障害者の権利に関する条約の批准に向けた対応

(1)障害者に対する差別の禁止

雇用の分野における障害を理由とする差別的取扱いを禁止する。

(2)舎理的~慮の糧供瑳務

事業主に、 障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を講ずることを義務付ける。

ただし、当該措置が事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなる場合を除く。

(想定される例)

車いすを利用する方に合わせて、机や作業台の高さを調整すること

知的障害を持つ方に合わせて、口頭だけでなく分かりゃすい文書・絵図を用いて説明すること

→(1) (2)については、公労使障の四者で構成される労働政策審議会の意見を聴いて定める「指針」において

具体的な事例を示す。

{3)替情処廻・紛争解決湿助

① 事業主に対して、 (1)(2)に係るその雇用する障害者からの苦情を自主的に解決することを努力義務化。

② (1 )(2)に係る紛争について、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の特例(紛争調整委員会による調停や都道府
県労働局長による勧告等)を整備。

日2 法定雇用率の算定基礎の見直し I 

法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加える。ただし、施行(H30)後5年間に限り、 精神障害者を法定雇用率の算定基礎に加

えることに伴う法定雇用率の引上げ分について、本来の計算式で算定した率よりも低くすることを可能とする。

け3.その他 i 
| 章害者の範函の明確化その他の所要の借置を講ずる。

施行期日平成28年4月1日(ただし、 2ま平成30年4月1目、 3(障害者の範囲の明確化に限る。)は公布目(平成お年6月19日l)

障害を理由とする差別の解消の推進に閲する法律(障害者差別解消法)の慨要

障害者基本法

第4条

基本原則

差別の禁止

第3項 ，固による啓発 ・知織の

普及を図るための取組
第 1項・障害を理由とする

差別等の権利侵害

行為の禁止

(… 審判して聞を理l由として、差別することその他の権
刺利益を侵密する行為在してはなら
ない.

第2項.社会的障壁の除去を怠る

ことによる権利侵害の防止

社会的障壁の除去は、それを必要としている
陣害者力匂昆に存し、かつ、モ由実施に伴う負
j助活箆でないときはそれを怠ることによ
って前lfiの規定に違反することとならないよ
う、その実施について必要力、つ合理的な配慮
がされなければならない.
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I.差別を解消するための措置

差別的取奴いの禁止

|国地方公共団体等
毘問事業者

|恥向VJl荏逗1;:関事 会基本力主T佐 東 疋

=今 当該機関における取組に関する要領を策定※

コイノ

| 実効性の確保 i ・主務大臣による民間事業者に対する報告徴収、助言指導勧告

i 紛争解決・醐 !・相談 ・紛争解決の体制整備司既存の相談、紛争解決の制度の活用 ・充実

Jを批准し手し'ICI

障害者ぬ国有G>.厳@

尊重を促遣する怠め.障害者G>権利老実現ltる怠~G>猪量軍事を規定し乞い苦手lt.
例えt事・障害に.づ<iØi弓ゆる差別(合理的配慮ぬ否定療を倉~.)奄~.止
聞園時 .障害告がを士会に曇加し、包書されることを促遭

.~fJO)察結奄底割Itltる持組お司tJl!・-等
書長過IftCl負担芭除草いに毛かかわ局'iÇ 障害者ぬ権利白確保GだめIこ必等・適当邸調聾等(f!I'~ロー-:!Cll量医

17 

ET室主f;i宮司毒宜4:1.~，荏子司岡田位a暗汗刈<Jr"if.I.:i向1:~m:r;官官宣伝i~~'のy.-・圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃

2006S草IZF.I函連総舎で集約が採択され苦し記・ r . 2014牢31'l現在(務が白骨宮め)

2007年明棚卸条約に齢し乱1<;， .---J i42合唱・1鍾蝿櫨植が鋪鐘湖把広
2008S手 5同諸島鈎が姥鰍，乱宣言 --==三二一「

盆鈎錨鑑C先立旬.瞳審査_<<0)室見毛l!:!:c.1:JI"ヨ.国肉治合0)11鑑哩量権還してき告し~.
20115i' 8目障害者J!i2宇治fJli!!(iE念ttiJし，1<;，
20125i' 6同隊害者総合iElI白島知ぽ立しiJt-1<;.
2013年 6F.1障害者種別解満員告が慮立し.健審告扇鴎促選議か歳定され馨し1<;.

これ句ぬ湯量舗をろI寸τ.国会に街川て鎗商量され.20 1 lSi' 11同1980)'陸鎗院本会鑓.12周48'司曇織院本会舗に

aぃ'c全禽一致l::締結が最認さtliJしと.

F:t~回目指老長~.;;r"，甑f.t;.1~IY••• _ 

-務1Jl自にaぃτ.障害沓G>纏利G>.現に向I寸1:;取組が一層強化されiJlt.
(障害者ω身体ぬ白血や表現ω自由等ω権事IJ.教育や労働等の権利が促進されまE君。)

(務自1盛lこ志る条約O)$;絡を.鹿内!こÛl~I'C監視<tる持組お(障害者政策零員会)や.国i重ω障害者権利委員会へω
報告を通じ乙 継続的に説明(，.，'CいさきIt.王手r.:.隊害者権利零員会委員へO)JI.健婦につい乞績討し乞いき苦手E章。)

・人権事量につい乞G>国際也カがー層推進され参It.

2014年3月外務省人権人道限(お問い合わせは03.5501.8240まで)
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E 障害福祉サービスの現状

実利用者数の推移

障害福祉サービス等の利用者数l立、 5年間で約1.7倍に増加している。

-児童デイサービス(平成24年4月からは児童発達支彼

及び放課後等デイサービス)

70.0 -i-~・障害福祉サービス[児童デイサ ピスなし)

60.0 

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

0.0τ 
(万人} 平成20年4月 平成21年4月 平成22年4月 平成23年4月 平成24年4月

[ 0平成20年4月→平成25年4月の伸び率(年率)・・… 67.2%

このうち 身体障害者の伸び率ー 51. 1 % (25年 4月の利用者数 19. 3万人

知的障害者の伸び率 '34. 1% 32.7万人

精神障害者の伸び率 ー184.6% 12.9万人

障害児の伸び 率 .....・・'221.2% 10.9万人

平成25年4月

(注)陣害児の数は、平成23年4月までは児童デイサーピス、平成24年4月からは児童発達主f量及び蝕操後等デイサービスの利用者数

(億円1
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障害福祉サービス等予箪の推移

|障害福祉サービス関係予算額は義務的経費化により10年筒で2倍以上に増加レている。

平曜日年度 平成18年度 平成四年産 平成20年度 平底21年度 平成22年度 平尾23年度 平成24年度 'l'成25年度 平成26年度

(;主1)平成18年度については、 自立支l霊法施行前の支援費、自立支I量法施行後の自立支!i給付、 i也敏生活支1量事業等を積み上げた
予算顕である。(自立支健法は平成18年4月一部施行、同年10月完全施行)

(注2)平成20年度の自立支1畢給付費予算額は補正後予算額である。

19 I I (;主3)平成21年度の障害児措置費・給付費予算額は補正後予算額である。 20

21 

施設等から地域への移行の推進

入所施設の利用者数は、障害者自立支媛法前から着実に減少している。
ケアホーム・グループホーム利用者は着実に増加している.

0施設入所者数の推移 出典国保連デーヲ速報値等

入所者数(人)

一一首百:∞I

平成"年度
，，，年loFl18)

平服20~lO

周(園保週
データ〉

平自主，"軍10
月(関係温
データ}

0ケアホーム・グループホーム利用者の推移

供

れ
る
サ

の

(人点

平成22年10
月{図録遁
データ}

平成23年10
月{図録選
データ}

平tæ24~10

月，(J)~湛
データ}

'"促2s年3

"'図録遺
デ タ}

平成25年3月
22 



就労支援施策の対象となる障害者数/地域の流れ

障害者総数約 788万人中、 18歳 -64歳の在宅者数、 約 324万人

※民間の企業等で働〈障害者は、約40.9万人 (内訳身111万人、知 41万人、精172万人)

11一般就労への ①特別支媛材料一般企い就職が約 加% 障害福祉サ一山閥系)の利問山%

移行の現状 ②障害福祉サービスから一般企業への就臓が年間 1.3%(H15) → 3.7 %(H24) 
※就労移行支緩からは20.2叫 (H24)

就労系障害徳祉サピλ
睡害福雄サービス{置費量} から一般就労への移行

1，288人IH15 LQ 企裳筆

-就労移行支彼 約 2.3万人 2，460人IH18 J..¥1鐙 雇用者数

-就労継続支鐘A型 約 2.4万人
3，293人IH21 VU貴 約40.9万人

-就労継続支援B型 約16.0万人
4.403人IH22 ~A..f音 {平成25'手6月1日時点)

5，675人IH23 生生盆 事50人以上企藁

地域 (平成24年10月)
17.717人/附 姐鐙 i(平成25年度)

生活 〉小規模作業所 約O.6万人(平成24年4月)
11 就 職

地減活動支鏡セン9ー

1< 
ハローワーヲからの
紹介就職件数

77. 833人

包旦ムL主 合 11，945.A./4-

日〉〈
(平成25年度)

特別支援学校
杢~主~平成25年3/"事)

ι 

hコ
ミO

障害者雇用の状況
(平成25年6月1日現在)

O 民間企業の雇用状況実雇用率 1.76% 法定雇用率達成企業割合 42.7%

O 法定雇用率には盾かないものの、 鹿島重量車並盟奔連続主過去最直査裏話」盤L童ともl三道三
最直笠盤琵盤。 障害者雇用は着実に進展。

"0 

=コ知的障害者

=コ身修陣書者

320 j ート 実雇用率州

ー骨同法定車用車1.5軸

270 1 ::日雇馳
ー・ー法定置用車1.8% (563.4.1) 
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(;主)平成22年度の改正前の制度に基づいて実雇用率をf住吉十した場合、平成23年度lま1.75%、平成24年度は1.79%である。

障害者就業・生活支援センター事業の拡充

-就職を希望している障害のある人、あるいは在職中の障害のある人を対象に、ハローワークや地繊障害者職業センヲ一、福祉事務

所や障害信徒サービス事業者等の関係機関と遼傍して擁々な支緩和j度を活用しつつ、就職に当たっての支援や仕事を続けていくた

めの支援を、 日常生活面も含めて行う。

盟 豊三一+i保健所 l 

Fr;出!医療機関 } 

24 

E 障害者総合支援法

25 26 
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地織社会における共生の実現に向けて
新たな障害保健福祉施震を講ずるための関係i去律の謹僑に関する法律の概要

{平成24年6月20日成立、同6月27自公布)

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて‘I也母社会における共生の実現に向けて、障害福祉サービスの充実等障害者の
日常生活及び社会生活を総合的に支慢するため、新たな障害保健箔祉施策を講ずるものとする。

L且急
『陣害者自立主催i去Jを『陣害者の自常生活且ぴ社会生活を総合的

に支援するための法律{障害者総合支媛法)Jとする.

5 障害者に対する主催

① 重度訪問介護の対象協大(重度の肢体不自由者等であって常時
介護を要する陣害者として厚生労働省令で定めるものとする)

② 共同生活介護(ケアホーム)の共同生活復助(グループホーム)へ
の一元化

&.A杢塁盆
法に基づく日常生活・社会生活の支慣が.共生社会を実現するため、

社会参加の機会の確保及び地峨社会における共生‘社会的障壁の
除去に資するよう、総合的かつ計画的に行われることを法律の基本

理念として新たに掲げる。

③ 地主主移行支慢の対稼紘大(地峨における生活に移行するため重点
的な支慢を必要とする者であって厚生労働省令で定めるものを加える)

④地減生活支後事業の追加(障害者に対する理解を深めるための

主良 重重金霊園(陣害児の範囲も同僚に対応。)
「制度の谷間Jを埋めるべく、障害者の範囲に鎚病等を加える.

4 障害言権区卦の創知

『障害程度区分Jについて、障害の多織な特性その他の心身の状態
に応じて必要とされる傑準的な支慢の度合いを総合的に示す『降客
支i量区分JI二政める。
※ 障害支媛区分の認定が知的障害者・精神障害者の特性に応じて

行われるよう.区分の制定に当たっては適切年配慮等を行う。

研修や啓発を行う事業、意思疎通支慢を行う者を養成する事業等)

E サービス某僻の計画的特備

① 障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目婦に関する事項
及び地岐生活支I量事業の実施に関する事項についての障害福祉
計画の策定

② 基本指針・障害指祉計画に関する定期的な検証と見直しを法定化
③ 市町村は障害福祉計画を作成するに当たって、障害者等のニーズ
把握等を行うことを努力義務化

@ 自立支援協絡会の名称について.地蟻の実情に応じて定められる
ょう弾力化するとともに.当事者や家族の参画を明確化

① 常時介護を要する陣害者等に対する支媛、障害者等の移動の支媛、障害者の就労の支偉その他の陣容福祉サービスの在り方
② 障害支慢区分の認定を吉めた支給決定の在り方
③ 陣害者の意思決定支慢の在り方、陣容福祉サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在り方
@ 手伝通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能‘音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する

支慢の在り方
⑤ 精神障害者且ぴ高齢の障害者に対する王慢の在り方

※上位の後初に当たっては、障害者やその家族その他の関係者の意見を反映させる措置を講ずる.

障害者の範囲の見直し
一 一一一一一一 一一一一一一 司ー『一一一ー一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー 一一町一一一一一一回目時一一一一一一一一一 一 “ ー、¥

O 制度の谷間のない支援を提供する観点から、障害者の定義に新たに難病等(治療方法が確立し !

ていない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が j
定める程度である者)を追加し、障害福祉サービス等の対象とする。

[平成25年4月1日施行】

O 障害者総合支援法における難病等の範囲は、当面の措置として、「難病黒者等居宅生

活支援事業 lの対象疾病と同じ範囲 (130疾告を政令で規定)と して平成25年 4月から

宣l皇室血丘したよで、新たな難病対策における医療費助成の対象疾黒の範囲等に係る検

¥ 討を踏まえ、男直しを行うものとする。 ノ

(ー鶴岡一(ホーム川レブサービス捌一一)) 
事業を実施する市町村に対し、国が史lfflの一部を補助(平成24年度予算 2億円、健康局予算事業

難治性疾患克級研究事業の対象である 130疾患と関節リウマチの恕者を対象 i 
※平成24年度まで実線 i 

亡〉難病患者等で、症状の変動などにより、身体障害者手帳の取得ができないが一定の障

害がある方々に対して、障害福祉サービスを提供できるようになる。

Oこれまで補助金事業として一部の市町村での実施で、あったが、全市町村において提供

可能になるO

O受けられるサービスが、 ホームヘルプサービス、短期入所、 日常生活用具給付だけでな

く、新法に定める障害福祉サービスに広がる。
29 

E一① 障害者の範囲の見直し

0発病の機構が明らかでなく

O治療方法が確立していない

O希少な疾病であって

0長期の療養を必要とするもの

指定難病

難病のうち、以下の要件の全てを満たすものを、
君、者の置かれている状況からみて
良質かつ適切な医療の確保を図る必要性が高いものとして、

患者数等による限定は行わず、

他の施策体系が樹立されていない
疾病を幅広く対象とし、調査研究・患
者支援を推進

医療費助成の対象

厚生科学審議会(第三者的な委員会)の意見を聴いて厚生労働大臣が指定

0患者数が本邦において一定の人数し主)に達しないこと

0客観的な診断基準(文はそれに準ずるもの)が確立していること

(;主)人口の0.1%程度以下であることを厚生労働省令において規定する予定.
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III-②障害支援区分の創設

む3
←~ 

| 障害支援区分の審査判定プロセス{障害程度区分からの改正点) |目

-・・・・・・・・・討を注11司E・圃・'..1"';哩:-]0'11守主E・・・・・・・・・・・

ー・・ピ t:'::il"lHf-'~J・・

l 開 1
飽定調査項目(IADL [07/106項目}

一 一 一
十

0知的精神・発達障害等を中心に.陣害1別主をより反映できる

認定釦査項目が必要.

orできたりできなかったりする場合jの「できない場合Jが

一次期l定で評価されにくい.

0行動陣容や精神面に関する認定調査項目が一次判定において

活用(f判面)されていない.

0二次判定(市町村審査会)において‘ 一次判定結果を引きょ

げる割合は、各地峨において農が笠じている.

-・・・・E開院町布.H，t祖国・・
箆定調査項目(行勘陣容) [09/106項目]

認定調査項目(精神面等) 111/106項目]

医師窓見書 特配寧頂
1国i

ー 認定調査項目の見直し

・箆定問遺項目の追加・統合・削隠‘選択臨の統一

.. .~定調蜜における判断種織の見直し
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-・・~--I r，[:富.. 'i l 唱に'~J・・ 一 . 'hl討ド示一-

i 一一一四…一二当時一-~民定調査項目 180/80項目.

医師愚見8 (てんかん-m符間曹の樋能評価・麻痩・拘鏑 1

-・・・・R 害罪事軍需寛n"雲M
特記事項

医師窓晃書{一次判定で僻価した項目を除く} 1困

障害者総会支援法にお付る「障害支握区分Jへの昆置し 目
EE回E:i:ic由主三L!'Jl!喧ヨ..."号E志向'1':A!ll!'.・-・圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃・

{平成26年4月1日施行)

o r陣警の程度(重吉)Jではなく.保準的な支!l'lの度合を示す区分であることが分かりにくい.

名称陣喜程度区分

定義 障害者等に対する陣寄宿祉ザーピスの必要性を明らかにするため当額障害者等の心身の状態を総合的に示すちの.

名称.陣欝支盟区分

定機 障害者等の陣審の多搬な特性モの他の心身の状態に応じて必要とされる楓噂的な支般の度合を総合的に示すもの.

置同E ・ 11 :Ì3 l l.! t，.rÐ i':l'i:j ~後三軍品河“Jf，)~:~':.・;iI! U t号.. ..1:円，----
O知的障害者や精得障害者について.コンピユーターによる一次判定で低く判定される傾向があり‘市町村審査会による二次判定で

引き上げられている割合が高く‘モの将伎を反棋できていないのではないか‘との1戦Eが指摘されている.

一次暫定から二次判定で引き上げられている割合

[平成22年10月~平成23年9月]易体障害 20.3%、知的障害:43.6怖、精神間書 46.2崎

[平成23年10月~平成24年9月}身体問審:17.9%、知的障害:40.7略、精符問書・ 44.5軸

政府は、問書支鐸区分の'U;定が知的陣審者汲ぴ有神障害者の特性に応じて適切に行われるよう、区分の制定に当たっての適切な配慮モの他

i 由必要な措置霊を摘するものとする.

EID~.1正指定'1<1.;壷君主医ヨヨ暦疋z荷量・mWh思1::':，.・・・・・・・・

政府は、問答者総会支銀法の範行後3年{陣膏支j量区分の施行後2年)在回途として、 『陣聾支擁区分の認定を含めた支給決定の在り方』

等について検討を加え.その結果に基づいて所要の措置を講ずるちのとする.

31 32 

障害支援区分モデル事業の結果検証

富田E司君!明言圃・・・・・・ -t'J聞・5当~古川目eJ'.___  _ 

」平成 25年 6月下旬~

-R・E・N'l吊E・つが司f-'~孟事耳J'lHl<'-C動車~I."・司岨亡払官母i可に."j孟~J!Zj fto.~・耐を叫，.，f)・・・・・・・・・

10知的一神障害一 二;畔I!JEl'O'lIl!.t ~1*1J'*l!く低市山に 身体障害との輔ち改ーなど
現行(障害程度区分)の判定式と比較では‘知的障害や精押障害の特性をより反映できている.

(平成25年10月18日現在 96市区町村/2，611件)

26. 6%ポイント 9. 5%ホ.イント ...17. 1 %ホ.イント
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ill-③重度訪問介護の対象拡大

(参考)強度行動障害を有する者等に対する支援者の人材育成について

強度行動障害を有する者は、自傷、他害行為など、危険を伴う行動を頻回に示すことなどを特徴としており、
このため、現状では事業所の受入が困難であったり、受入れ後の不適切な支媛により、利用者に対する虐
待につながる可能性も懸念されている。

一方で、施設等において適切な支援を行うことにより、他害行為などの危険を伴う行動の回数が減少する
などの支媛の有効性も報告されており、強度行動障害に関する体系的な研修が必要とされている

| 支媛現場の職員 | 

川 平成25年度~強度行動障害支援者養成研修(基礎研修) 講義+演習(12時間) 日

サービス管理責任者クラスの職員

平成26年度~強度行動障害支援者養成研修(実践研修) 講義+演習(12時間)

35 
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童麿訪問介譜の毘宙し{寧1iI26隼4周描待》
♀皐皇室

I現行

・重度の肢体不自由者であって、常時介護を要する障害者 l 
→障害程度区分4以よであって、下記のいずれにも滋当する者 l 

① ニ肢以上に麻痩等があること。 I
② 障害程度区分の認定制査項目のうちJ歩行Jr移乗Jr排尿Jr排便』のいずれも「できる』以外と箆定されていること。 I

~ 
(見直し後)

・重度の肢体不自由者支の加の腹漉主主であって‘常時介穫を要する志のよ」て[1};集愛働翁会交友位;弘志の
ー障害程度区分4以よであって、下配の①又は②の条件を満たす者

①ニ肢以上に麻俸等があり、障害程度区分の認定調査項目のうち、 「歩行Jr移乗Jr排尿Jr排便Jのいずれも「できる』以外と認定されて

いること。
1%.相的隊容または精神防省により行動上著しい困難を有する者であることの(基準については、陣容支i量区分への見直しをふまえ判断)

Q...:'tニピ丞自室

・居宅における
-入浴‘排せつ及び食事等の介趨
・銅理、洗濯及び婦除等の家事

-その他生，舌全般にわたる慢劫
.外出時における移動中の介趨

※ 日常生活lこ生じる綿々な介護の事態に対応するための

見守り等の支慢を含む。
圃「行動障害を有する者Jについては、行動陣容に専門性を
有する行動1量盗事業者等によるアセスメントや環境鯛鐙な

どを行った上で、本サービスの利用を開始する&

♀至茎盛盟主 6.023(国保連平成25年6月実績)

♀主主ム星塁盗

置サービス提供責任者常勤へルパーのうち1名以上
-介護福祉士.実務者研修修了者、介護鞍員基礎研修修了者.
へル，(ー1級

・へJレバー2級であって3年以よの実務経験がある者

・ヘルパー 常勤換算2.5人以よ
居宅介護に従事可能な者.重度訪問介護従事者養成研修修了者

※「行動隊習を有する者JI二対応する協合l立、専門性を確保するため、
行動陣容を有する者の障害特性に関する研修を受講することとする。

研修内容は、強度行動隊寄支l量者養成研修と同等の内容とする予定凶

♀ AI且査盤 9.368(国保連平成25年6月実績)

ill-④共同生活介護の共同生活援助
への一元化
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共同生活介護の共同生活援助への一元化
(ケアホームグループホ ム)

共同生活を行う住居でのケアが柔軟にできるよう、共同生活介護(ケアホーム)を共同生活援助

(グルー プホー ム )に統合。 [平成26年4月1日施行]

..障 害 者 の 地 域 移 行を促進するために、地域生活の基盤となる住まいの場の確保を促進。

4宵鼠B
* 今後、陣}~者の高齢化 ・ 重!主化が滋むことを背織として、介趨が必要な隙沓者のグループホームの新規入居やグループホム

入居後に介騒が必要となるケースが噌加することが見込まれる.
女 1見行、介績が必嬰な人と必要のない人在一緒に受け入れる場合、グjしーブホーム、ケアホ ムの2つの類型の耶第所指定が必要.
* 現にクルプホーム ーケアホーム一体裂の事業所が半数以よ.

iω草における住まいの選択阪のさらなるi広大・事務手続琶の悶素化等の観点からケ7ホームをグループホームに一元化.
グループホームにおいて 日常生活上の相践に加えて λ浴‘ m世コ又l草食事由介隠その他の日常生活上のI~助在l量供.

{穆考)事積所の指定状況

クル フ;t--b.・ケアホ-b一体型 51幅

i ピLi
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ク ケアホーム似包笠 23% 

! 日咽戸 i 
80% 90% 100% 

{出興}陣..聞はltl/ilぺ(H22.3) /' 

。 グル プホ ムへの一元化に併せて、次の運用上の見直しを検討

9i昔日サービス利用規制の克直し サテライト型住居の創設

個々の刺用者の状脇像に応心て柔軟かつ効率的なザーピス提
供が可能となるよう、グルプホームの新たな支!量形績の1っ
として、 外部の居宅介盟事業者と謹慎するごと署により刺用者
の校関I~応じた主舷なサービス揺幌春仔うととを検討.

共同生活を営むというグループホームの血旨在踏まえ、 1人で暮らし
たいというこーズにも応えつつ‘ i也岐における多様な住まいの場を溜や
していく観点から.本体柱居との連銀を前Il.'とした 『サテライト型住

屋~盆鐘金の創訟を倹討.

w 
bコ

サテライト裂住居の概要

O 地織生活への移行を自信している障害者や現にグループホームを利用している障害者の中には、共同住居よりも単身での生活を望む 、

人がいる

O 少人数の事業所が経堂安定化の観点から、定員を増やそうとしても近隣にス居人数など姦件にあった物件がな く、 また、物件が見

つかっても界壁の設置など大鰐縫政修が必要と怠るケースも少な〈ないとの声がある。

一一共同生活在営むというグループホームの趣旨を絡まえつつ‘ l人で容らしたいといラニーズにち応え、 1即或{ごおける多慣な住まいの場を増やしていく観
点力、缶、グループホームの新たな主1盟形飯田1つとして本体住居との密鍍な必尭{入居者間白交流が可制を前提として

ユニットなど一定の設備基準を録利した1人事らしに近い影鎮のサテライト型住居の仕組みを鶴設

(サテライト型住居を段芭する場合の段備基準)

本体住居 | サテライト型住居
共同生活原sIL2人以上10人 11ム
住居の入居 以下※
定員

ユヱット(居 居間|食堂等由利用 1，皇民主犀虫盆盤主主l
室を除〈由者治相互に主流壬図 l!ll 
t量備 ることができる政備

ユニット司入12人以上10人以下
一鴎定員

民間アパート'" I 
の-:;i 1..一一一

一般儲 |日常生活を宮も上で必要な政備
妙子ライトl¥!J伶黒田..1田若から摘切に頚輯手

守けるとJ哨吋市る誠信楠臨(f震帯慣揖司》

居室四面積|収納股惜を除き7.4301

(，長}ヲテライト盟住居の入居定関陣窓体住居の入居Jr慣には含まはい
ちのとする【..所の相周定員にほ含む1，

本体住居、サテライト型住居{渓)のいずれも事業者が確保
言語 窓傭住.1::つ倉 2-"，野《司区体住帰のλ磨密会<4人以下の渇合穆1かE日〉が上白書

一元化後のグループホームにおける介護サービスの提供形態

一元化後のグル プホームは、 介諮を弘要とする者としない者が混在して利用することとなり、また、 介護を必要とする者の数も

一定でlまえよいことから、全ての介護サービスを当該事業所の従業者が提供するという方法は必ずしも効率的ではないと考えられる。一方、

これまでのケアホームと同様に、 馴染みの職員による介護付きの住まいを望む戸もある。

グループホームで提供する支鍍を「基本サービス(日常生活の援助等)Jとf利用者の個々のニーズに対応した介護サービスJの2階建て

格造とし、介護サービスの提供については、① グループホーム事築審が自ら行うか{介讃ザービス包繕製{現行ケアホーム

型) ) 、②グループホーム富雄者I孟アレンシタント t手配}のみを得い.舛舗の屠~1l'櫨.錐Mに重量認するか{外線サービス
tlJIft!i!1)のいずれかの形態を事業者が選択できる仕組みとする。

一 一一一
~盟 介護サービス包錨型のイメーシ. 中=‘n==中置 外部サービス利用車Eの イ メ ー ジ

町議サ ヒスについては j見行のケアホームと問機に当密事業所の従業、iい介短サービスについて、開所はア凶ジメント{手配)のみを行
者が鍵供 n~ い 、

*.'J用者の状態に応じて 介騒スヲツフ (生活支組員)を配也 ..~ 外部の居宅介t師難者等に委託.

〈グループホームグループホーム〉

ー
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III-⑤地域移行支援の対象拡大
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地域移行支援の対象拡大について

地域生活への移行のために支僚を必要とする者を広〈地域移行支援の対象とする観点から、現行の陳害者支援施設等に入所
している障害者文は精神科病院に入院している精神障害者に加えて、 その般のt剛健における生活に移行するために章点的怠
玄t霊堂必至と主i己主主主1u玄星生省働貧会主!1s皇01皇室Ifflを追加， [平成26年4月16施行]
亡ゴ〉 盤諮~盤!u主誌釜圭退屈主る陸蓄重などに対象拡大

..-...寸

h・---一-ーー一ー一一一一
1.基本的な考え方に関すること
O 重点的な支援を行うことで地竣生活に円滑に移行できることが期待される者として、

①入所期間の長期化や高齢化が進んでいる保護腕設に入所しているi障害者、
②退所後の住居を確保し、円滑に福祉サービス等につなげる」とで再犯防止が期待される矯正腕設等に入所している障
宣査

を新たに地域移行支援の対象とする。

2.保護施設にλ所している障害者に関すること

O 保護施設のうち、「主主主主上又は誼控上の翠白 lが入置の霊位とをっている「盤謹鹿詮!及び「豆a誌u二入iiIしている陸
萱査を地域移行支援の対象とする。

3.矯正施設等にλ所している障害者に閲すること
O 対象とする矯正施設の種類は、刑事腕設(刑務所、少年刑務所及び拘置所)及び少年院とする。
O 対象とする障害者は、盛正箪詮の長が1i1!i詮ftで処遇圭fi3;::と支認め昌也主主担諮玄盤整茎主によって壁書盃t止サービス
の体験利用や体験宿;自などを実施する」とが可能な者l、限定する。

※『矯正施設内で行う支援J(入所している障害者に対する面談、支援計画の作成、住居の確保等)は、現在も保護観察所、地域生活定
着支鐙センヲーとの連携により実結。

※ 具体的には刑事施設又は少年院の職員の同行が可能である障害者」や、「刑事結設.少年院の長が刑事施設.少年院の隠員の同
行なしでの外出又は外泊を許可した障害者Jが想定されるが、具体的な対象施設、対象者の範図等については関係省庁等とも検討中。

O また、矯正施設を出所した障害者は、出所後の一定期間、更生保護施設等を利用するケースが少なくないことから、夏主
盤謹I草詮笠Iこみ座した箆害章についても支援の対象とする。

隊事者の地制度生活の?雀進に関する倹討会
軍5回(H25.09.11)宜料

地域における居住支援に関するニース、について
一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一

F 一日 日一回日目白晶】『叩圃-_... 【一一一一一…ー'ー四， 一一一一一一 一・‘ー } 

O 関係団体からのヒアリングにおいては、障害者の地域生活を支えるために必要な支援資源について様々な意

見が出された。これらを整理すると、おおむね以下のようなこーズが挙げられるのではないか。

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一

仁 三 三 リングにおいて挙げられたニーズ 〕

O 地域での暮らしの室止盛の担保

O 親 元 からの自立を希望する者に対する支援

O 施設・病院等からの退所・退院等、地域移行の推進

O 医療的ケア、行動障害 支援等、専門的な対応を必要とする者への支援

O 医療との違蓋等、地域資源の活用

O 亙 盟も利用可能なサービス、 緊急対応体制

O 障害特性に応じた施設整備

45 

1lI-⑥地域における居住支援の在り方

地域における居住支援に求められる機能について

O これらのニ ズから、どのような機能が求められているのかという点について検討すると、おおむね以下のように

分類できるのではないか。

ギめられる横戸ーコ

O 相談(地域移行、親元 からの自立)

O 体験の機会・場(一 人暮らし、グループホー ム等)

O 緊急時の受け入れ-対応(ショートステイの利便性・対応力向上等)

O 専門性(人材の確保・養成、連携)

O 地域の体制づくり(サービス拠点、コーテ、ィネイタ の配置等)

G 
障害者の地域生活の支援については、障害福祉計画等に基づき取組を進めているところ。

今後、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後Jを見据え、上記のような機能をさらに強化していく必

要がある。

その際、相談支援を中心として、学校からの卒業、就職、親元からの独立等、生活環境が変化する

節 目を見据えた中長期的視点、に立った継続した支援が必要である。
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地域における居住支援のための機能強化 開曹告の凶旬皇室活1:::1'¥Ilする検討舎

織5固(H250911l慣制

障害者の重度化高齢化や「親亡き後」を見据え、各地域の抱える課題に応じて、 居住支媛のための機書官(相談.体E書の儀会 ・第.緊

急時の受けスれー対1芯 専門性. 地母の体曜日Jづくり)を地域に整備してい〈手法としては、 @ これらの機能を集約して笠備する 「多縫

能拠点整備型J(グループホーム併設型、単組型)、@地域において機能を分担して担う 『函的整備型J等が考えられる。

(参考)居住支媛のための綴能強化の霊備手法のイメージ

!目 白 石也反応ーズ、既存のサービスの整備状況など各地I或 の 嗣ぬjR.I;::J;tG，、関福雨量話 者 訟 偏 して嗣 ， 

GH併設型 単独型
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-IIÞ]-~Í!il匝車斑iZ完.. 事国企軍主.i，ヨF-:f"IJJ1~iiiît，沼田;'，!i量活~l~~圃

都市部など土地の取得が困雛な地域等においても、各都道府県の判断で地域の居住支援体制を柔軟に鐙備できるよう、次のいずれにも該当するものと
して都道府県が認めた場合は.1の建物の中に複数の共同生活住居の設置を認めることとする。

① 地域で生活している陣害者等との常時由連絡体制白荏保、緊急一時的な宿泊の喝の提供など地域で容らしている障害者等を支獲するための事業や地域の関
係機関と連絡調整苦行うコーディネート事車を行うこと

②①の機能をゲル プホ ムに付加的lこ集約して艶備することが瞳哩犠祉計画に抽域屠件宣慢の一環として伶冊づけられていること
③ 1つの建物であっても、入り口(主関)が知11こなっているなど担割椛浩上共同牛若件罵ごとの柏守件が信保されていること
③ 1つの建物に設盤する共同牛去件黒田入房宮昌の合計教が20人以下(短期入所(空床利用型を除<.)苦行う場合、当該短期入所の利用定員数を吉む.)で47

あること

ill-⑦サービス基盤の計画的整備

障害児・者の地場生活支援の推進のための多機能拠点構想
{地崎生活支緩拠点}

役会保障審級会問書宥卸会

事54回(H25.12.261寅料

地域生活支援拠点として、居住支接機能と地域支援機能の一体的な整備を推進

地域支媛機能

24暗悶の相談受付

緊急時等の受入
(医療対応シェルタ 等)

地I車生活の支j墨
(緊急時の人的支援、 4華々 な
資源のコ ディネイト等)

iiiii士圭4告訴支援地域生えI支援司il
1O，(J)活用等 J グループホーム

※安心生活支握Z廃業(lt!!増生活王軍事韮)によるコーデイネイトや‘個別結付による地域定着支揖由実施を必彊として‘施政聾帽に対する補助について恒先的に採択すること 48 
を横討

第4期障害福祉計画に係る国の基本指針の見直しについて

O都道府県・市町村の障害福祉計画は、障害者総合支1霊法に基づき、 障害福祉サービス等の提供体制の確保のために、国の

定める基本指針(厚生労働大臣告示)に即して定めるもの。

O第4期障害福祉計画(平成27年度カら平成29年度)の策定に向けて、国の基本指針を見直すため、昨年11月から社会保障

審議会障害者部会において議論し、見直しの方向性等について了承を得たところ。

Oパブリツクコメント実施を経て、 5月 15日に基本指針を告示。今後(平成26年度中)、自治体において障害福祉計画を策定。

-E璽曹顎胃~調理窟言璽宮宮田園

(1)計画の作成プロセス等に関する事項

OPDCAサイクルの導入{新規)

・少なくとも1年に1回は、成果目標等に関する美紛を把握し、分析・評価(中間評価)を行い、必要があると認めるときは、百十聞の変更等の措置を僻じる。
中間評価の際には、協散会や合議制の機関等の意見を聴くとともに、その結果について、公表するニとが望ましい。

(2)成 果目標 に関する事項(平成29年度までの目標 )

σ7福松飾設から封b.主量生活への移行促進 ③地主主生活支援拠点等の整備(新規)

・平成25年度末時点の施設入所者数の12%以上を地減生活へ移行。 ・臨答者の地域生活を支復する機能の集約を行う拠点等を、各市町村文は
・胞絞入所者数を平成25年度末時点から4%以上削減。 各圏域に少なくとも1つを鐙例。

②精神科病院から桃妓生活への移行促進 母〕福祉から一般就労への移行促進

・入院後3ヶ月時点の退院率を64%以上とする。(平成21年から23年 福祉施般から一般就労への移行者数を平成24年度実績の2倍以上とする。
の平均58.4%) ・就労移行支援事業の利用者数を平成25年度末の利用者から6¥1i1J以上増

入院後1年時在の退院率を91%以上とする。(平成21年から23年の 加。

平均87.7%) ・就労移行支援事業所のうち就労移行平が3割以上の事業所を全体の51引l
l年以上の在院者数を平成24年6月末時報から18%以上減少。 以上とする。(平成23年度実柑/271%)

(3)その他の事項

。障害リ至宝極体制 の軍事情{新銀)

-児童福祉法に基づく障害児支援等の体制整備についても定めるよう努めるものとする。

491 IIQ計画相絡の尭婁.研修の充実等



(都道府県・市町村)
O生活介鐙の利用者数、利用回数
O自立訓練(機能訓練・生活訓練)の利用者数、利用回数
O就労移行支慢の利用者数、利用回数
O就労継続支援(A型・B型)の利用者数、利用回数
O短期入所(福祉型、医療型)の利用者数、利用回数
O共同生活援助の利用者数
0地峨相餓支援(地犠移行支銀、地域定着支鰻)の利用者数
O路盤入所支緩の利用者数※飽設入所者の削減

(活動指標)

〈成果目標と活動指標の関係〉

(成果目標)

計画相談支援の現状と取組E一⑧
(都道府県・市町村}
。自立訓練{生活訓練)の利用者数、利用回数
O就労移行支援の利用者数、利用回数
0就労継続支鑓(A型・B型)の利用者数、利用回数
O短期入所(福紙型、医療型)の利用者数、利用回数
O共同生活援助の利用者数
O地域相餓支燈(地続移行支媛、地域定着支慢)の利用者数

O入院後3ヶ月時点の退院率の上昇

O入院後1年時点の退院率の上昇

O在院期間1年以上の長期在院者数の減少

(都道府県・市町村)
0就労移行支綴の利用者、利用回数
0就労移行支緩事業等から一般就労への移行者数(就労
移行支媛、就労継続支撮A型、就労継続支綴B型)
{都道府県)
O公共職業安定所におけるチーム支慢による福祉施訟の
利用者の支援件数
0委経訓練事業の受講者数
0障害者説行雇用事業の開始者数
O験場適応様助者による支緩の対象者数
0障害者就業・生活支撮セン告一事業の支健対象者数

O就労移行支援事業の利用者の僧加

0就労移行支緩事業所の就労移行率の増加 521 

2詰

計画作成件数の見込みと実際の推移

O 平成27年度から利用者全員について計画が適切に作られるための体制づ〈りが必要内

→障害福祉サービス利用者 68.7万人、障害児支援利用者 14.4万人(H26.2月)

→障害福祉計画(H24-H26)では、支給決定の更新及びモニタリングも合わせて平成27年度から全例に

対応するためには、平成26隼度は平均して毎月 18.9万件に対応できるような体制になっている必要がある

と見込んでいる。

支給決定プロセスの見直し等
サービス等利用計画については、平成24年度から対象を拡大し、平成27年度からは

全ての利用者を対象とする。

市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定を受けた特定相談支援事業者が作成
するサービス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行う。

*上記の計画案に代えて、指定特定相談支媛事業者以外の者が作成する計図案(セルフプラン)を提出可。
*サービス等利用計画作成対象者を鉱大する。

支給決定時のサービス等利用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し(モニタリング)
について、計画相談支媛給付費を支給する。

O 一方、平成26年2月を見ても月4.7万件にとどまっており、平成27年度から全例に対応できるような体制を

作るためにはさらに取組を進める必要がある。

障害児相談支援計画相談支援
障害児についても、新たに児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が、通所

サービスの利用に係る障害児支媛利用計画(障害者のサービス等利用計画に相当)を作成する。

* 障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者自立支緩法に基づきJ指定特定相談支緩事業者」がサービス
等利用計画を作成。(障害児に係る計画は、同一事業者が一体的(i!所・居宅)に作成)
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N 精神保健福祉法関係

bコ
、一1

包亙〕
Fit!lIJ，依然と山山容超える長期入院患者(1年以上)が存在。

{在院期間ごとの推計入院患者数] 〔精神癒床における患者の動態の年次推移〕

総数 守年末路 t年以上

H8 也盟都磁遍績盤額面由説置醤窟 4.6 園田-・固 32.9 

Hll 固圃・回廊置・・・・・・E彊盟国圃圃 4.7 ・圃・E圃圃圃・・ 34.1 

HI4 圃園・・凶E・E・ 盟国圃圃. 4.5 ・・・園田・・・ 34.5 

HI7 圃圃圃圃E図面圃圃圃圃圃圃・:iU: 圃・ 4.7 ・・・圃圃・・

s 
3S.l 

H20 3l.l 4.5 -
H23 圃圃・圃唖盟掴- ・E・-・園田薗圃・・ 4.4 圃園田園・・ 3

 
2
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.1年未満 圃l年以上5年末高 .5年以上10年未満 圃10年以上
単位.万人

車時世田‘餓繍IJ平首~1;四6~酌E置である

斑H23耳のl!iIiで目芭揖帽由ー置と富島帽を闘いている 資料:患畜謁蚕

富軍司 早既231:精神'!l!き露盤要請より施計

O 精神疾患患者は320万人であり、 いわゆる4大疾患(がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病)よりも多い

状況。

O 近年の新規入院怠者の入院期間lま短絡傾向にあり(約9審lが1年以内に退院)、特に統合失調症の入

院患者数が減少。これに伴い、 精神病床の病床数は減少傾向にある。

※ 入院期間の短縮傾向の要因として、治療薬の発達や救急医療体制の鐙備が挙げられる。

[精神病床の入院期間ごとに退院する患者の割合] [精神病底入続患者の疾翁別肉訳] [精神京床数および入院患者数の変化]
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[ IJì~@) 
O うつ病等の気分障害や認知症患者数が増加し、また、薬物依存や発達障害への対応等の社会的要請

が高まっているなど、精神科医療に対する需要は高まり、多様化している。

O 近年、精神保健指定医(※)の診療所開業が増える一方で、ニーズの高まっている病践での急性期医療

に機わる人材の不足が生じている。

※ 身体拘束の判断や本人の同意によらない入院の判断等を行う資格を持つ精神科医

[精神疾患外来患者の疾病別内訳] I ãl~ ) 
t万人}..， 
2~ r 

a∞! 

O 入院医療について、統合失調症の長期入院患者
を前提とした体制から患者の状態像に応じて量蛙
鍛医療多適切に提供できる体制とするため、

急性期に手厚い医療を提供するため、医師、看
護師等の配置を見直すなど鎗神病床の機能全生
金援進

早期退院を目指し、精神障害者を家族だけでな
く地域で支える仕組みとするための量護主鎧皇隻
笠昆車L
が必要。

KS HlI IIt' "17 1120 1f23 

O 精神疾患患者の地域生活を支え、また、多械化
するニーズに対応するため、多職種(医師‘看護
飾‘精神保健福祉士、作業療法士等)による外来
や訪問での医療提供体制の充実が必要。

lK呂田園.. '"・--と-軍隊町、る 費潤患者調査
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長期入院精神障害者の地域移行の流れと主な方策

地主翼

fィllth.鑓生活の支援

-居住の場の確保(公営住宅の活用促進等)
・地域生活を支えるサービスの確保(地域生活を支える医
療 ・福祉サービスの充実)等

fウ1悶係行政機関の役割

都道府県等は、医療機関の地域移行に関する取組が効果
的なものとなるよう助言・支援に努める。

源のグループホームとしての活用についてL
o地織移行する際には‘地峨生活に直径移行することが原則

o退院に向けた支慢を徹底して実施してもなお退院意欲が固まらない人に対しては、本人の福利彼授の観点.精神医療の適正化の観点から.段階 1

1 的な移行も吉めて、入院医療の場から生活の場に居住の織を移すことが必要。 :

oその選択肢のーっとして、病院資澗をグループホームとして活用することを可能とするために、障害者指利条約に基づく権利焼授の観点も踏ま ( 

: え、 一定の条件付け(揖}を行ったよで、病床削減を行った場合に敷地内への!ll:置を認めることとし.必要な現行制度の見直しを行うべきこと、ま j 
; た、見直し後の事業を試行的に実施し、運用状況を検nするべきことが多くの情成員の一致した考え方{※揖)0

:*r本人の白山意思にl.!:づ〈選If:の白山を担保するJ、f外相iとの白山な交流唱を確保しつつ.病院とはl同拙に区別されたmtJi:とするJ.r地域移行に向けたステシプと ; 
; しての主観とし、基本的な府1I日l引1::1をt泣けるJ埠 5古
:ーーぷ必ib5主主~;oiJtり見とL主役ii51ll 1;t互とり3弘、l!且!J~~?t~_ 一一一一 一ーーーー一一一一一ー一一ーー一句ーー一一ーー一一一一一--

0病院は医療を提供する場であり、生活の場であるべきでは
ない。

O入院医療についてl
めの医療等に入居 .5
り、これlこ向けた惰造改革が必要。
て必喜乞)

02に掲げる支媛を徹底して実施し、これ玄で以上にj1l1鑓務
行手進めることによりー痛皮はi荷主化芦れー 1当来的に削認。

O急性期等と比ベ入院医療の必要性が Eい精神障害者が利
用する病床においては、地減移行支緩機能を強化する。

0将来的に不必要となった建物設備や医療法人等として保
有する敷地等の病院資源は、地域移行した精神障害者が
退院後の地妓生活を維持・継続するための医療の充実等
地敏生活tI.霊や段階的な地域移行のために活用すること
も可能と引。

病院が病床削減できるための構造改革
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| 家族支援の重視 1 
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障害児本人の最善の利益の保障

障害児支援関係V 

[士一111地域己盃mる唯一横逗携1&推逗 一司つl
ライフステージに応じた切れ目の無い支援(縦の連携)

保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援等とも連携した地域支援体制
の確立(横の連携)

、(相談支援の推進)
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O 
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く主な方策〉

ill5.注@盛2霊屋
→生活障害 ・要介護等の状慾にある梢
御降富者の受入れ!こ係る課題解消に
向け、検討
・グループホームの活川
.公1，W宅の抗ITI促進等

01血i量空j育毛号室えるサービスの確保
→医療と糧祉の!畠働による1由l費生活を
支えるサービスのlJl1供等
.J出Iま生活を送る上でメb操作瓜:外米医僚
やデイケア等の在り方についての検M
-アウトリーチ、訪問沼郡等の充実
-地域iE者支峰、短期入所、生活訓制tの
g!なる訴m

QiQl.出
・地I草生前を支えるためのサービスや紛
糾E陣術者本人且び家族への相。宮支般にl則
1.-.医li.i・制i祉サーピスf曹が総合的にJhl
f比される方策の検討

今後の障害児支援の在り方について
~『発達支援Jが必要な子どもの支爆はどうあるべきか~

斗 基本理念 l
O 社会への参加・包容(インクルーシ.3~) の推進と合理的配慮

O 障害児の社会への参加・包容を子育て支援において推進するための
「後方支援Jとしての専門的役割の発揮

支援に関する
情報の共有化

支援者の専門性
の向上等
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発達障害者支援センターの地域支援機能強化

発達障害については、支援のためのノウハウの普及が十分に行われていないため、各地域にお
ける支媛体制の確立が喫緊の課題となっていることから、市町村・事業所等支援、医療機関との連
携や国難ケースへの対応等について、地域の中核である発達障害者支援センターの地域支援機
能の強化を図り、支援体制を整備する。

発達障害者支援センター (師事業)職型 空:4名程度 I(翻)

閉雪雪雪T 中級機関としてセンヲーに求められる市町村・事業所等の

:2222iZZ221J322主主税) 暗記 パックアップや困脚例への対応等が、センヲーへの直接
・就労支媛(発達障害児(者)への就労相践)・その他研修.晋且i瞥会;機関王i量 |の棺談の増加等により十分に発律されていない。

-発違障害者支1量体制聾備検討垂員会 ・市町村・関係償問及び関係施般への研修
・アセスメントツールの導入促進 ・ベアレントメン骨ー(コ一子ィネ一世)

lMr畳 (継続 tt".lIx!l白書J

全年代を対象とした支媛体制の構築

(求められる市町村の取組) 掃鞠

①アセスメントツールの導入 問緑P
②個別支媛ファイルの活用・普及
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10月 11日(土) 13:00-15:30 

|シンポジウム 1

総合リハヒリテーションに求めるもの

一被災地からの発信一

シンポジスト
桜井誠一(総務省地域力創造アドバイザー・日本パラリンピック委員会強化副委員長)

鈴木清隆(宮城県/仙台市復興事業局次長)

半谷克弘(福島県/双葉身体障がい者福祉会会長)

元持幸子(岩手県/NPO法人つどい事務局長)

座長
藤井克徳(日本障害フォーラム幹事会議長)

上遠野純子((一社)宮城県作業療法士会会長)

「被災地からの発信」と題したこのシンポジウムでは、国および東日本大震災の被災三県から

シンポジストが登壇し、それぞれの立場から、今後の復興、まちづくり、支援のあり方などにつ

いて発信を行いながら、総合リハビリテーションに求められるものを探る。

‘............................................................................................................................................................... 
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リハビリテーションからヒントを得た「神戸市生活再建支援プラン」

阪神・淡路大震災と障がい者スポーツ支援の体験からー

日本パラリンピック委員会副委員長 桜 井 誠 一

(元神戸市生活再建本部次長)

私と障がい者のスポーツ(水泳競技)との関わりは、 1 979年の「神戸市障がい者水

泳教室」の指導を引き受けたことに始まる。その活動は 10年後 1989年に開催した「フ

ェスピック神戸大会Jを経て今日に至る。 障がい者との関わり、特に全盲アスリートの

河合純ーさんの「見えないから見えるものがある」という言葉や脊髄損傷の成田真由美さ

んの「失なったのを数えると不幸な気持ちになります。得たものを数えていくと、幸せな

気持ちになります。 Jとの言葉は、私の仕事や人生に多くの影響を与えている。

障がい者のスポーツを指導する過程で、障がいへの理解と同時にリハビリテーションの

考え方を学ばせていただいた。 19 9 5年に発生した阪神・淡路大震災の後、 「復興計画」

ではなく、その当時ではまだ、概念すら整理がついていない「生活再建」という言葉をキ

ーワードにして被災者支援を行うことになり、その計画づくりの責任者となった。

計画づくりにあたって、私が参考にしたのが、リハビリテーションの概念であった。

神戸市の生活再建支援プランは「医・職・住」の 3つのキーワードで、なっており、 「医J

には単に傷ついた身体のみではなく、心や日常コミュニティーの再生、 「職」には

生きがい仕事づくりといった地域経済の壊滅により職を失った被災者への支援、 「住Jに

は町並みや住まいなどの再生を盛り込んでいる。

震災から 5年目の検証では、生活再建とは何かを被災者など市民による草の根ワークシ

ョップから導き出したところ、生活再建の基本構造は7つの要素からなることがわかった。

その 7つの要素とは「つながりJ rこころとからだJ r行政とのかかわりJ rすまいJ rま

ちJ rそなえJ rくらしむき」である。

この要素は、リハビリテーションからヒントを得て作成した生活再建支援プランの

各施策と見事に関連をしていたのである。

これらのことも含め、この生活再建支援プランを日米防災会議で発表させていただいた時

の英文タイトルは rDevelopmentsSocioeconomic Rehabilitation Policies Jとした。

障がい者や高齢者のリハビリテーションも被災者への支援も「全人間的復権」という視

点にたてば支援構造の基本は同じと考えられる。
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応急仮設住宅入居世帯の支援のあり方について

~仙台市被災者生活再建推進プログラムの実践から~

1.仮設住宅入居世帯の状況

(1)仮設種別

仙台市復興事業局次長鈴木清隆

仮設住宅には3種類の供与形態があり、入居世帯の状況等が異なるため、供与形態を考慮した支援が

重要となる。

(2)発災時の居住地

本市の仮設住宅入居世帯の約 3割が他市町村で被災された方であるため、他市町村の復興状況等が生

活再建に影響を及ぼしている。

(3)退去事由と高齢化率

震災時持家だった方の退去割合 (7割)が高い。

再建方法は住宅の購入の割合が高く、続いて修繕、賃貸住宅(復興公営住宅を含む)となっている。

仮設住宅全体での高齢化率は本市平均と同程度であるが、借り上げ民間賃貸住宅以外は高い。

2. 被災者生活再建プログラムについて

(1)策定趣旨

戸別訪問等で明らかになった課題等を的確に把握・分析し、解決に向けた施策の方向性や内容を定め、

個々の世帯の状況に応じたきめ細かな支援を重点的に実践することにより、仮設住宅入居世帯の早期

の生活再建を実現する。

(2)基本的な視点

。一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援

生活再建に向けた思いや意向を大切にし、様々な分野にわたる支援策を総合的に、きめ細かに実践

する。

0人と人とのつながりを大切にした支援

お住まいだった地域や仮設住宅でのコミュニティを尊重するとともに、復興公営住宅入居後の新た

なコミュニティづくりを支援するなど、人と人とのつながりを大切にした支援を実践する。

(3)課題等に応じた世帯の分類と支援

個々の世帯の状況を把握した上で課題等に応じ世帯を分類し、状況に応じた必要な支援を実施する。

生活状況や再建方針等の変化を適切に把握し、適宜見直しを行いながら支援を継続する。

複合的な課題を抱えた世帯については個別支援カルテ(計画)を作成し、組織、機関等が連携した密な

支援を実施する。

(4)支援体制

本市内部の組織はもとより、社会福祉協議会やNPO等の被災者支援団体等と連携した重層的な支援

を実施する。

3. 今後(将来に)に向けての課題

0情報収集と共有(個々の世帯の状況把握等に時間を要する。)

0借り上げ民間賃貸住宅の活用と支援の在り方(市域内に点在するため効果的な支援に課題)

O広域避難者への支援の在り方(市外の仮設入居者や市外で被災された方への支援に課題)
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応急仮設住宅入居世帯の支援のあり方について
~仙台市被災者生活再建推進プログラムの実践から~

応急仮設住宅入居世帯状況

【入居世帯数(全体)】

【入居世帯の推移】

14，000 

12，000 

10，000 

8，000 

6，000 

4，000 

2，000 

H24.3末 H24.10 

固プレハブ仮股住宅

仙台市復興事業局次長鈴木清隆

H26.9.1 

865世帯

6.336世帯

404世帯

7，605世帯

H25.4 H25.10 

ロ借上げ民間賃貸住宅

44 

割合

11 .4~も

83.3~も

5.3% 

H26.4 

臨ん???ll-MJ 民間賃貸住宅 v 

大量活用した初めての
事例

H26，9 

ロ惜上げ公営住宅等



H26.9.1 割合

803世帯 15.9CJ-も

3，948世帯 78.2号色

300世帯 5.9% 

5，051世帯

【入居世帯数】

H26.9.1 割合

62世帯 2.4CJ-も

2，388世帯 93.5% 

104世帯 4.1% 

合計 2，554世帯

【仮設タイプ別震災時の居住形態】

プレハブ仮設住宅

借上げ民間賃貸住宅

借上げ公営住宅等

0% 20% 40% 

震災時居住形態( 躍持家 政賃貸等・不明

60% 80% 100% 

プレハブ仮設住宅は、震災時居住形態が持家の割合が高〈、 | 
借上げ俊宅は、震災時居住形態が賃貸の割合が高い | 

【仮設タイプ別震災時の居住形態】

プレハブ仮設住宅

借上げ民間賃貸住宅

借上げ公営住宅等

0% 20% 40% 

震災時居住形態( 圃持家 臨賃貸等 値不明

60% 80% 

| 麗畑山仙台関の場合一一仮設仰|
lふ震災時居住形態による差はほとんどない | 

100% 

2 

| 入居世帯の選去事由と高齢化率 | 
【震災時居住形態別の仮設住宅退去事由】

【仮設住宅居住者の震災時居住形態の推移〕

H26.9.1現在※仙台市で退去届を受付した分 H26.9.1現在

公営住宅
賃貸住宅

その他

内側:震災時居住形態

:仮設住宅退去事由

※%は震災時

居住形態別

!退制柿帯駒の…災…に晴哨叫居酌臨住札し一の審割l冶合
6制~とE高詰い。退去率痴は震災時居住形態が持家では持家(購
入)の割合が高〈、賃貸では公営住宅の割合が高い。
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【入居者の高齢化率】※高齢者=時以r641現在

阪神・淡路大震災との比較

【仮設住宅タイプ別の高齢化率】
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震災時の居住地と住まいの再建方針

【震災時の居住地】

全体 (N=7，605世帯)

【住まいの再建方針】

公共事業(集団移転、宅地復旧、復興公営住宅)の
活用や自力で住宅を建築・購入、 賃貸住宅への入居など

不明
116 

被災者生活再建推進プログラム (その1) 

圃F&1O翠諮冨翠.

H26.9.1現在

戸別訪問により明らかになった「住まいの再建 』 戸別訪問等で杷握した、仙台市
方針が決まっていない世格Jや、「健康面や生 '砂 内の仮設住宅に入居されている
活資金の不妥などさまざまな課題を抱える世 F 方々の現状や生活再建に向けて
帯」等の存在と、こうした世帯への支緩の充実 の問題等を分析

ーの必要性

砂 諜題解決に向けて、今後取り組
むべき施策の方向性や内容を定
め、個々の世帯の状況に応じた
きめ細かな支援を重点的に実践
し、早期の生活再建を後押しする

-E冨ZE図画 E Z璽塁塁3・

46 



被災者生活再建推進プログラム(その2)

EDD霊翠GM.
圃医藍lIi富盛霊翠- 全世帯への戸別訪問等で把握した課題に応じて類型化 H26.9.1現在

被災者生活再建推進プログラム(その3)

置盟国霊童E盟理

圃璽霊霊霊翠留置111酒田 aE冨翠璽密霊園田
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!被災者支援における情報管理 |

※基本情報
・住所情報(仮設、 震災時、住民票)
・被害状況
・支援制度の利用状況等

※支媛情報(市役所内部で共有)
.住まいの再建方針

・生活上の課題
-仙台市の支援方針
・各部署、団体の支援経過等

被災者生活再建縫進プログラム (その4)

-住まいの再建の進展により、プレハブ仮設住宅団地
や一部の借上げ公営住宅等の入居者が減少

可 .... 

・団地内のコミュニティ維持や防犯等安全面への対
応を検討する

aE冨冨霊園
80歳以上の方がいる高齢者のみの世帯などへも

対象範囲を拡大し、緊急時におけるガードマンめ

駆けつけや防犯・防火など、安心して日常生活が
送れるよう支援

区役所の地域連携担当職員等による情報交換や

連携により、集会所等の適切な運営や交流行事
の継続など、コミュニケーションが維持できるよう
支媛

コミュニティ維持や防犯等安全面の課題l乙対応
す、るための手法の1つとして、自治会や入居世

帯の意向等を丁寧に伺L、、入居世帯の生活再
建に配慮しながら検討

48 
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ひとり暮らし高齢者等生活支揺サービス 1

【対象:仮設住宅にお住まいのひとり暮らしの高齢者(65歳以上)や重度の身体障害者等】

「自宅Jでも「外出先Jでもガードマンが駆けつける!

※各種センサーが異常を感知し、警備会社へ通報

いつでも話したいときに「日常会話Jが出来る!

※1回30分 1日2固まで

区麹
コントローラー ガスセンサー 通信モジュール

台所のsi函に設
置し、暗証番号
の操作により見
守りをセット・解
除します。

ガスセンサーで コントローラーと無
す。 線通信モジュール
主に、台所の墜 を後続することで、
函に設置します。無線通信で異常

事態を通報します。
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被災者生活再建推進プログラム (その5)

-お互いを知らない多くの世帯が一定期間に集中して入居する復興公営住宅では、早期に自治組
織を形成することは困難であり、地域での見守りも入居後すぐには機能しないことが想定される........ 

・自治組織が結成され住民が新たな生活に落ち着くまでの間(半年-1年程度)、入居世帯の生活

状況等の把握や見守りなど孤立防止に努めながら、コミュニティ形成支媛を行う

- ~~Së: ti 1ilfiílß: 
支媛のイメージ図

被災者生活再建推進プログラム (その6)

50 

区役所・総合支所

・コミュニティ支援
(自治会立上げ等支援)

.健康支援、交流会等開催

復興事業局(生活再建支援員)

・戸別訪問
(全入居世帯の生活状況確認)

社協(支えあいセンター)

.定期的な訪問
(高齢者のみ世帯等の生活状況確認)

区社協 (CSW)等
・住民主体による見守り活動支援・交
流会等開催

。復興公営住宅入居後

13 



営農が再開された農地(東部地域)

国連防災世界会議の環催

開催時期:2015年3月14日(土)-18日(水)開催場所:仙台市
参加者:国連全加盟国(193カ国)、国際機関、 NGOなど
参加者数:本体会議約5，000人、関連事業のべ4万人以上を想定
除2015年以降の今後の世界の防災戦略の策定
[>東日本大震災の経験と教訓を国内外に発信

庁等と連携して開催する防災や復興に関する総合シンポジウム
会場:東北大学川内萩ホール

一般事業
Oシンポジウム・セミナー
内容:テーマごとに関係する織々な方々が行うシンポジウムやセミナー

会場:市民会館・県民会館などの仙台市中心部の施設、宮城県内の市町村、

さらに育絡・岩手・4富島県でもイベントの実施を検討中
。展示会

内容:防災や復興をテーマに各国、国際機関、自治体、 NGO・NPO、企業等に
よる織々な取組みを展示

だいメディアテーク、夢メツセみやぎ

-会議開催によ~経済波及効果大
本体会議だけでも約19億円の見込み

-仙台・東北のPRによる交流人口の拡大 11. 東北の復興を後押し!!
-防災関係プロジェクトの誘致や防災関連産業の振興など

51 
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緊急避難時における災害弱者支援ネットワーク作りの必要性

~東日本大震災から学んだこと~

(公財) 福島県身体障がい者福祉協会

双葉郡身体障害者福祉会会長半谷克弘

福島県の太平洋沿岸に位置する浜通り地方は、過去に大きな自然災害に見舞われたこと

はなかった。無限に続くと思われた静寂を大震災と原発事故が破った。

障がい者の避難については、これを支援するNPO団体の主張は避難所のバリアフリー対

策であり、建築に携わる人達はユニバーサルデ、ザインが反映された仮設住宅の建設が必要

だと力説する。また、障がい者や高齢者の入所施設の運営者は行政の支援が必要不可欠と

訴える。それぞれの主張は当事者ならではの視点、から発せられたものであるが、障がい者

の避難支援対策全体の一部を唱えているに過ぎない。これらを災害弱者避難支援対策とし

て集約することが今後の課題である。

突然の避難指示が発令され、日出嵯に選択しなければならない避難先は避難所か親類宅ぐ

らいしか思い浮かばない。しかし、避難所が障がし、者にとって生活しにくい環境であるこ

とは既知の事実である。親類宅なら安心かとその身を委ねたが、そこは思いのほか居心地

が悪かったと多くの仲間たちが嘆く。当会の会員は、自ら運転するか運転できなくても家

族と一緒ならば自力避難が可能であるが、自力避難したが故の苦労も生じた。県外に脱出

した者は不慣れな道路の運転を強し、られ、より生活環境の良い避難所や理解してくれる親

類宅を探して転々と移動を繰り返していたのである。公営住宅の入居募集があっても数的

に対応しきれず、また、提供された部屋はエレベータの設置されていない高層階のみであ

った。このような状況の時に切望していたことは、避難所のバリアフリーでもなく仮設住

宅のユニバーサルデ‘ザインでもない。それは安心して眠れる居住空間の確保である。既設

の住宅・施設を有効活用することで苦痛・不安・不自由の軽減、移動経路・滞在期間の短

縮、そしてプライパシーの保護が可能となる。

当会が昨年9月に実施した避難経路実態調査のデータから、「現在の入居住宅の区分」は

仮設住宅(40覧)と借り上げ住宅(53覧)に大別されることが分かつた。また、被災三県におけ

る「現在の入居住宅の区分」でも借り上げ住宅が被災者の住宅確保に大きな役割を果たし、

その依存度が極めて高いことが既成事実として立証されている。

緊急災害時におけるベットの支援体制は、既に全国的なネットワークが形成されている。

災害による交通マヒが発生した場合、コンビ‘ニやファミリーレストラン等が臨時の避難所

として帰宅困難者に提供されるシステムづくりも着々と進められている。これらと同様に、

自力避難が可能な災害弱者への支援対策として、借り上げ住宅(みなし仮設住宅)を優先的

に提供できるシステムづくりの必要性を、東日本大震災から学んだ具体的で有効な支援策

として提案する。
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緊急避難時における災害弱者支援ネッ トワーク作りの必要性

~東日本大震災から学んだこと~

はじめに

私達は東日本大震災と 震災に伴 う東京電力福島第一原子力発電所の予想もし

ない大事故に遭遇し、身体障がい者にとっての緊急避難については日頃の備え

の見直しと具体的な支援策が必要であることを思い知らされました。災害の種

類や発生時間帯等により条件が変わりますが、 一人一人が取り組まなければな

らない自助の活動どして各家庭における非常用備蓄品の準備、避難場所への経

路や手段の確認等、共助の活動として隣近同士がコミュニケーションを図り助

け合いの精神を育成すること、地域内の障がし、者や高齢者の把握、災害発生時

の役割分担等が挙げられます。そ して、 行政の役割である公助としては防災対

策、情報の発信、要援護者の把握、支援プランの作成、避難所・福祉避難所の

開設から避難後の生活支援や心のケアまで|幅広い範囲の対応が求められます。

今回の東日本大震災における実際の避難はどの様な状況だったのでしょうか。

少なくとも障がい者だからと言 う理由で、優先措置や配慮された対応はありま

せんで した。一般健常者と同様の待遇と避難経路を辿って現在に至っています。

双葉郡身体障害者福祉会では、原発事故による緊急かっ広域避難を体験した

会員に対して避難経路実態調査を実施しました。 南海卜ラフ大地震や首都直下

地震等が非常に高い確率で発生するであろうと考えられていますが、多くの仲

間が私達と同じような思いをしないで済むよう、この調査結果を今後の有効か

っ現実的な災害弱者の支援策に反映して頂きたいと考えます。

-調査結果

[※調査時期平成 25年 9月 調査数 100名有効回答数 73名1
1.現在の居住地

平成 25年 9月現在(以下同様)

の居住地は福島県内が閲覧、福島

県外が 11犯となり、県内では福島

市・郡山市・いわき市・ 会津若松

市・ 二本松市・本宮市・田村郡三

春町・田村郡船引町・双葉郡広野

町・ 安達郡大玉村で、、県外の市町

村-は東京都足立区・千葉県船橋

現在の居住地

市・千葉県東金市・ 長野県伊ー那市・新潟県柏崎市・ 茨城県ひたちなか市・神奈

川県愛甲郡愛川町と広範囲にわた ります。
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2.県外に避難した割合

現在の居住地が福島県内と回答 した会員のうち、県外に避難したことがある

と回答した割合は 49切で、県内に留まったと 回答した割合は 51%です。

親類や友人知人等避難先が確保できた場合や長距離の車の運転が可能であった

り、ガソリンの入手が出来て移動が容易だ、った場合は原発からより遠くに離れ

るために県外へ移動し、県外への

避難先の確保ができずガソリ ンの

入手が困難で長距離運転が不得意

な場合は県内に留まったと考えら

れます。また、 比較的短期間で帰

宅できるであろうと判断した場合

も県内に留まったと思われます。

3.現在の入居住宅の区分

現在入居している住宅は、仮設

住宅が 40出借り上げ住宅が 53出

その他が 7弘です。その他の具体的

な内容は、住宅の新築・購入や入

院、施設への入居です。

4.移動手段

県外に避難した割合

避難の際の移動手段として何を使用したかについては、 自家用車が 76切親類

や近所の車に便乗が 16% 役場が手配したパスが倒 その他が 2切となっていま

す。役場が手配したパス等を利用

した人達は、自家用車を所有して

いない場合や地震の落下物で車が

壊れた場合等が利用しました。
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5.自家用車の運転者

調査データ[4.移動手段]の自家

用車 76覧のうち本人が運転したか

家族が運転した家の割合です。本人

が重度障がい者であっても家族と

一緒に行動すれは自 力避難が可能

です。

6.連絡方法

震災以前に携帯電話を所有して

いた会員の人数は把握していませ

んが、震災後の所有割合は 80出と

かなり増えていることは確かです。

携帯電話は全国瞬時警報システム

(Jアラー卜)等の情報を受信 した

り会員同士の連絡手段として有効

な通信手段です。

7.転居場所の区分

自家用車の運転者

園

連絡方法

避難指示が発令された後、会員がどの様な情報を基に何を頼りに何処を目指

して避難したかが分かります。転居場所を大別すると避難所の 39切(指定避難所

24払+避難所 15弘)と親類宅 34%大別されますが、多くの障がい者にとって日常

生活が激変する避難所生活は苦痛の連続でした。

また、最優先に選択しがちな親類宅や友人知人宅への避難は、決して居心地

が良かったとは言えず、気まずい思いをしたとの意見が多く見受けられました。

ホテルや旅館の斡旋情報

を受けることができたの

は県内の避難所に避難し

た人達だけでした。

民間住宅(13見)とはアパー

トや一戸建て住宅のこと

で、後の借り上げ住宅(み

なし借り上げ住宅)のこと

です。この時点では借り上

げ住宅制度の存在が知ら

れていませんでした。
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8.転居回数

現在の住宅に入居するまでに何回転居したかを表すデータです。転居回数が

2回の場合の実例では、避難指示を受けた当 日は指定避難所に入所し、翌日県

外の息子宅に避難したという ケースです。-1=1県外に避難した人達の場合は、

県内に戻るまでの転居回数が多くなる傾向が見受けられます。

9.転居場所の滞在日数

[7.転居場所の区分]で最も割合の多い避難所の場合(指定避難所 24%+避難

所 15出)、生活環境の変化に対応できないため滞在日数が短くな り、それに伴い

転居回数も多くなります。また、親類宅 (34弘)に避難した場合も長期滞在がし

にくい状況が発生し、避難所と同様に転居回数が増える傾向が生じます。

転居場所の滞在日数
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10.現在の住居に入居するまでの期間

それぞれの事情により現在の住居に入居するまでの期間が異なり ます。現在

の住居は避難生活の中における安息の居住空間になるので、この期間を短縮す

ることが大きなテーマと なります。

-支援策(案)

1)現状

現在の住居に入居するまでの期間

平成 23年 3月 12日の早朝、突然の緊急避難指示が発令されました。停電・

断水そして激しい余震から逃れるために前日から避難所で一夜を過ごした人

達にはその場で伝えられ、自宅にいた人達には防災無線や消防の各戸巡回に

よって具体的な避難場所(県内の指定避難所)が伝えられました。

しかし、東京電力福島第一発電所 3号機が爆発した後は、多くの人達が早急

な次の避難先の選択に迫 られました。原発事故とし 1う特別な理由からより遠く

へ避難すべきと考える人もいました。数 日で帰宅できるであろうと考える人も

いました。そして、我が子の住む町、夫や妻の実家、子の嫁ぎ先等へと向かう

人達、不安はあるものの指定された県内の避難所を選択した人達とそれぞれが

四方八方に移動しました。現実にはまさに蜘!妹の子を散らすような状況でした。

情報の発信についても卜分とは言えず、県外に脱出した人達には必要な情報

が届かなかったり遅れたりしたのが現状です。借り 上げ住宅や仮設住宅への入

居募集の通知は県内在住者が優先で、その後遅れて県外避難者へ届いた傾向が

あります。災害弱者優先の措置が講じられた形跡はありませんでした。
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2)避難経路調査結果から

調査データ【1.現在の居住地】から、会員が県内外の各所に分散しているこ

とが分かります。 3年が経過した現在でも避難世帯の 5割が家族分散の状態で

す。組織や団体の機能が回復できる可能性は全くありません。これが広域避難

の実態です。私達は避難後の役員や会員の所在確認に大変苦労しました。個人

情報保護法がそれを拒んでいる面もありましたが、あらかじめ緊急時の連絡方

法を決めておくべきだ、ったと反省しています。【6連絡方法】で携帯電話の所

有率が高まったことが分かつており、今後団体や組織の長または事務局等に自

分の居場所を連絡するような連絡体系作りが必要です。

また、避難先として親類宅や友人・知人宅等を選択した人達の多くは、気

まずい思いをした、肩身の狭い思いをした、居にくかったと話しています。

滞在期間が長くなると、お世話になる側にも迎える側にもストレスが生じる

ようです。避難所もまた障がい者が生活するのには適していません。緊急時

の避難先として選択した親類宅は居心地が決して良くないし、生活環境が激

変する避難所は苦痛の連続と、いずれも長期にわたる避難生活を送る場所と

しては不向きで、あったと言わざるを得ません。そして、仮設住宅を希望して

も入居できるまでの待機時聞が長すぎます。避難後、現在の仮設住宅へ入居

するまでに要した期間は 100日"-'140日に集中しています。やはり建設完了ま

での待機期間が発生することが分かります。一方、借り上げ住宅に入居する

までに要した最短期間が 23日でした。

3)対象者に見合った具体的な支援プラン

【7転居場所の区分]の民間住宅(13覧)とは、後の借り上げ住宅のことです。

支援策のひとつとして借り上げ住宅制度がすでに確立されていたら、迷わずこ

れを選んだことでしょう。借り上げ住宅に入居した人達は避難中に自ら探し当

てたのであって、行政等から情報を得たわけではありません。昨年宿泊した北

海道の民宿には、固から「被災者の為に空き部屋の提供が可能かどうか」の問

い合わせがあったとのことです。混乱が起こる前の備えが必要です。借り上げ

住宅は、バリアフリーの度合が自宅と同程度であれば十分に生活が可能です。

その結果、【8転居回数】・【9転居場所の滞在日数】・【10現在の住居に入居す

るまでの期間】がそれぞれ最小限に短縮することができます。

具体的な支援プランを考えるために避難者を対象者ごとに分類すると、個人

と施設(病院・障がし、者施設・高齢者施設・学校)の二つに大別できます。さ

らに個人を自力避難が可能な人達と自力避難が困難な人たちの二つに大別で

きます。調査データ [4.移動手段】および【5.自家用車の運転者】の調査結果

データから、私達は自力避難が可能であったことが分かります。本人が重度の

障がい者であっても、家族と一緒であれば自力避難が可能なのです。緊急避難

の大原則は自助です。下表「仮設住宅と借り上げ住宅の入居戸数」から、広域
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避難の場合は借り上げ住宅への依存度が高いことが明らかになっているので

すから、自力避難が可能な対象者への支援策として借り上げ住宅の有効活用を

主とした全国的なネットワークの構築が望まれます。

-仮設住宅と借り上げ住宅の入居戸数 (平成 25年 4月)

被災県 仮設住宅 借り上げ住宅

福島県 17，143戸 24，980戸

宮城県 22，095戸 24，005戸

岩手県 13，984戸 3，363戸

対象者に応じた支援策(自力避難が可能な対象者 案)

避
自力避難可

難

者
自力避難不可

〆-、
高病
齢院

者障施
施が
設い
.者設
学施
tg設

避難所の BF 〉

4)パーキングパーミット制度の活用

a )逃げるバリアフリー

借り上げ住宅を主とした
支援策

福祉避難所を主とした
支援策

施設に応じた支援策

ー|仮設住宅の UD

護援対

象

応
じ
た

支援プ

フ
ン
の

作成

津波避難の場合は渋滞発生による犠牲をなくすため、自家用車の使用が

制限される可能性が高いと考えられます。しかし、歩行困難者には自家用車

での移動は絶対に必要な避難手段です。この場合自家用車の使用が認められ

るケースとして、パーキングパーミット制度の利用証がその証明証になりま

す。パーキングパーミット制度は、車いすマーク駐車場の適正利用を推進す

るための制度ですが、駐車のためだけの制度ではなく「逃げるバリアフリーj
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としても有効活用が可能です。同制度の全国的な導入が望まれます。

b)観光地のマイカ一規制

鎌倉市では自家用車使用の観光客で慢性的な交通渋滞が発生しています。

その対策として市内に流入する車両に対して課金するシステムを検討して

います。他に観光地の渋滞緩和策としてパークアンドライドという方法が

ありますが、歩行困難者は出来る限り目的地の近くまで自家用車の使用を

希望します。このような場合もパーキングパーミット制度が応用できます。

5)支援プランの見直し

GT犠牲と忍耐を強し、る施策で、あってはならない

F 広域避難を前提とした支援プランの作成

F 対象者に応じた支援プランの作成

GT避難指示と避難場所の指定は一体であること

GT個人の危機意識を高めるための啓発(命を守ることが第一)

F 自助・共助を主体とした地域の連携づくり

GT組織・団体=今緊急時の連絡網作成・報告の義務
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べy 外の東急時支援供訴す

被災畜主がペットの一時預かりを希望する場合、緊急災害時動物救援本部に申

請すると、最寄りの動物病院を紹介してくれる全国的なネットワークシステム。

【緊急災害時動物救援本部1
・構成団体

緊急災害時動物救援本部は、日本政府が認可した公益法人である動物愛護団体

3団体と、日本獣医師会の計 4団体によって組織されている。

*公益社団法人日本獣医師会

*公益財団法人日本動物愛護協会

*公益社団法人日本動物福祉協会

*公益社団法人日本愛玩動物協会

・活動内容

災害発生時には、主に次の様な活動を行う。

*被災畜主の支援(飼料や資材の提供・相談・動物の治療など)

*被災畜主からの動物の一時預かり

*迷い動物の保護と治療

*里親の募集

自治体の要請に応えて、自治体が行うこれらの動物救援活動を、緊急災害時

動物救援本部がバックアップする形になる事が多い。

これらの活動を行うために緊急災害時動物救援本部は、平時から基金を持ち、

資材が備蓄されている。

-これまでの実績

1995年兵庫県南部地震(設立前)

2000年有珠山噴火災害

2000年三宅島噴火災害

2004年新潟県中越地震

2007年大阪府ブルセラ病感染犬等救援

2007年新潟県中越沖地震

2011年東日本大震災

・設立のいきさつ

阪神・淡路大震災では、パソコン通信が普及しつつあった事により全国の人

が現地の情報を共有でき、そのためにこれまでの災害ではあまり注目されてい

なかった動物の被災にも目が向く様になった。兵庫県南部地震動物救援本部が

設立され、多くの義援金とボランティアが集まる事となった。

この兵庫県南部地震動物救援本部のノウハウと資材と資金を引き継ぐ形で、

1996年に緊急災害時動物救援本部が設立された。
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まちづくりのプロセスに関わることの大切さ

一被災地からの発信一

特定非営利活動法人つどい事務局長元持幸子

1.震災の影響と暮らしの変化

震災は、一瞬にして今までの暮らしの日常から社会的状況までも大きく変化影響をもたら

した。震災より 3年が経過した現在も、暮らしの再建への取り組みは行われている。合わ

せて、沿岸部の小さな町が以前から抱えている人口減少・高齢化が加速している。自分の

夢や希望、生きがいを誰もがもち、それを実現していく。このようなことを支える社会の

基盤の強化は求められている。

2. 地域の力は、住民の力

共に暮らす「まちJを共に作っていくためのプロセスに、関わることができることが自

然な形を作ることができるのではなし、かと考える。まちに暮らす構成員として、幼児高齢・

障がい・社会的弱者など、様々な人々が含まれている構造があることが前提。特に、地域

において発言(意思表示)選択ができる事、選択できるための材料(情報や手段)がある

事、発言の権利があることは震災復興におけるまちづくりの過程に加われることになると

実感している。

そのためにも、小さな声を拾い上げられる環境の配慮や震災前~今までの地域社会にお

ける課題を前提条件に組み入れるなど、変化のプロセス(過程)に丁寧に取り組んでいき

たい。 参考事例:つどいの取り組み写真

3. 地域の暮らしに開発の視点を加えて考える

震災後の暮らし・まちづくりの変化を多角的な側面(安全保障、経済活動、権利擁護、

環境など)でとらえ、その変化のプロセスに関与していくきっかけとして、以下のことを

挙げる。地域らしさ、地域住民の力の再認識をすることは、役割、能力、可能性、地域資

源を見出しなどである。それらは、相互扶助(地域における支あい)や社会的制度の形成

など、震災地域における地域福祉の基盤や住民の参加の機会の確保、参加の自由度が広が

ることを期待したい。
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201‘10.11 

第37回 総合リハビリテーシヨ ン研究大会

まちづくりのプロセスに
関わることの大切さ

一被災地からの発信一

特定非営利活動法人つどい

元持 幸 子

人口 11.000人 (22%減少〉
高齢化率 (32.4% ↑) 

地域や世代が混ざる
誰でも参加

つぶやきを拾う

チャレンジ

賑わいづくり
参加のプラットホーム

もくじ

・1 震災の影響と暮らしの変化

• I地域の力は、住民の力

. .地域の暮らしと開発の視点

〆し
k

住民のつぶやき ほんの一部分

他の地域は、よくわからない

報道や注目の偏り→こどもや高齢者は

注目されやすい。実際は・

・仮設住宅や町を離れることへのヲ|け目

・土地を離れると、戻れなくなる不安

支援はいつまで続くのか?
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いのちを守り海と大地と共に生きる
ふるさと岩手・ 三陸の創造復興

園調薗 臨調
岩手県の復興計函の 3つの柱

これからを一緒に創りませんか

特定非営利活動法人 つどい
〒028-1131 宕手県上閉伊郡大槌町大24-30・19

Email tudoi.tunaqu(a)qmail.com 

HP htlo:lltudoi-tunaqu.iimdo.coml 

している課題
プロセスに働きかける
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10月11日(土) 15:40-16:30 

「宮城県における障害者支援について」

阿部一彦(東北福祉大学教授、

(福)日本身体障害者団体連合会副会長)
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宮城県における障害者支援

一地域の障害当事者活動の巻き込み力一

東北福祉大学教授、(社福)日本身体障害者団体連合会副会長阿部一彦

1.はじめに

障害者権利条約の締結のための条件が整備され、批准された(本年 1月)が、この間、「私

たちのことは私たち抜きで決めないで!Jをもとに全国規模の障害者団体が互いに連携し

て主体的に取り組んだ意義は大きい。本講演では宮城県内の障害者団体が主体的に果たし

てきた活動について整理し、今後の地域における連携した活動の重要性について考える。

2.宮城県内における障害当事者団体の主体的な活動の事例

県内の事例として、車いす利用者が学生ボランティア等と主体的に活動し、仙台市役所

も巻き込んで市内に利用可能なトイレ設置と歩道の段差解消を実現した生活圏拡張運動が

展開された (1970年代)。これは福祉のまちづくり活動の先駆けと呼ばれるようになった。

その他、以下の事例について報告する。

-第 1回全国障害者スポーツ大会 (2001年)に多くの福祉団体やスポーツ競技団体、市民

団体が巻き込まれて障害者スポーツの理解と環境が整備されたこと。

-約 35年に一度発生する宮城県沖地震に危機感を抱いていた障害者団体等の取り組みと東

日本大震災後の日本障害フォーラム等の県外の団体の支援と県内の団体との連携の取組み

.小規模団体の事例としてポリオ体験者の健康不安にもとづく仙台ポリオの会の活動が県

リハセンターの障害者検診事業を実現した経緯(詳細はシンポジウムEで樫本修氏が報告)

3.障害者制度改革を踏まえた地域における当事者活動の意義と今後の展望

障害者基本法の改正 (2011年)により社会的障壁を除去することの重要性が示された。

また、多くの障害者の充実した地域生活のためのツールとなる障害者差別解消法が 2016年

4月から施行されるが、これらの実効性を高めるためには地域の障害者団体や関係者がつな

がり、支えあい、多くの市民を巻き込んで活動することが求められる。

仙台市では、「誰もが暮らしやすいまちづくりをすすめる仙台連絡協議会(杉山裕信代表)J 

の障害者差別禁止に関する条例づくりの地道な活動もあり、奥山仙台市長が条例づくりの

重要性を強く認識し、本年 6月、仙台市障害者施策推進協議会に条例策定を諮問した。数

多くの障害のある市民とともに障害のない市民を巻き込んで、障害者差別解消法の上乗せ・

横だしを含め「仙台市らししリ条例づくりに期待が寄せられる。

先述したが、障害者権利条約批准の条件整備等には全国規模の障害者団体が大きな役割

を担った。地方分権の中、国で検討した仕組みを地域で実効性を伴って実施するには、地

域の障害者団体や関係団体等が互いに連携し、多くの市民を巻き込んで活動する必要があ

る。ここでいう関係団体等の中には、日常生活・社会生活の充実を支援する総合リハビリテ

ーションに関わる各種専門職(団体)が重要な位置を占め、障害当事者の体験を踏まえた

それぞれの専門性の関与が社会的障壁の除去、合理的配慮の実効性を高めることを強調し

たい。
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宮城県における障害者支緩

ト地域ω障害当事者活動o巻き込お力一

東北福枇大学

(社福)日本身体障害者団体送合会

阿却一彦

日本障害フォーラム(JDF)発足(2004年10月)

障害者団体を中心として連携

1 )国連・障害者の権利条約の推進に関すること。

2)第2次『アジア太平洋障害者の十年』の推進及び
『アジア太平洋障害フォーラム(APDF)Aに関すること。

3)わが国の障害者施策の推進に関すること。

4)障害をもっ人の差別禁止と権利にかかる

圏内法制度の実現に関すること。

仙台四郎 商売繁盛の福の神
江戸末期~明治34年

|東日本大震災前の取り組み |

約35年周期で大きな地震の発生

宮城県内では滅災への関心が高い
当事者団体も様々な取り組み
2001ヘルスケア関連団体ネットワーキングAの会東北学習会

大学ボランティアセンターの呼びかけで、 障害種別団体毎に支

援の必要性や災害時の対応について検討する機会をもち、各当

事者・支援者が執筆して災害時要援護者マニュアルを発行

シンポジウム等を通して障害別のニーズを地域に発信

数年前から総合防災訓練に参加

災害時ボランティアの養成・登録
関係者への防災意識の啓発 (仙台市障害者福祉協会)

しかし、今回の規模の地震・津波を想定したものではなかった
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|障害者権利条約批准のための条件整備|

障害者権利条約の締結に必要な圏内法の整備をはじめ

とする制度の集中的な改革 (平成21 年 12月~)

障がい者制度改革推進会議、そして障害者政策委員会

横断的課題における改革の基本的方向 (国レベルの動き)

障害者基本法の改正平成23年7月成立、平成23年8月施行

障害者基本計画

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

(障害者総合支援法)平成24年6月成立、平成25年4月施行

障害を理由とする差別の解消に関する法律(障害者差別解消法)
平成25年6月成立、平成28年4月施行

障害者雇用促進法の改正
平成25年6月成立、平成28年4月施行

平成30年4月施行(精神障害者の雇用の義務化)

障害者権利条約の批准平成26年1月

福祉のまちづくりは仙台市からはじまった

「まちになれろ、まちがなれる」

福祉のまちづくりのきっかけ

仙台市で一人の障害者と一人のボランティアの出会い

市民運動に拡がった要因の一つは、

全国身体障害者スポーツ大会岩手大会(1970)の影響(ボラン

ティア)

1970生活圏拡張運動の展開(西多賀ワークキャンパスから)

車いすでまちに出る

歩道段差の解消、車いす用トイレの整備

1973第1回車いす市民全国集会(仙台)

身体障害者福祉モデル都市設置事業(第1号:仙台市)

2016第16回全国障害者スポーツ大会(岩手県)

2020東京オリンピック・東京パラリンピック

第1回全国障害者スポーツ大会(2001) 

感動体感2001 f~~く・新世紀みやぎ大会
全国身体障害者スポーツ大会と全国知的障害者スポーツ大会

の統合

第56回国民体育大会のデモンストレーションスポーツ行事

(国体史上初めての障害者スポーツ)

ユニバーサルスポーツ:ニュースポーツゲームズの実施等

第1回全国精神障害者バレーボール大会
2008年チャレンジ tおおいた大会で正式種目に

大きなイベントだが、あくまでも経過点のひとつ

地域社会の各種団体、ボランティア組織、市民との連擦の機会

地域社会の大きな財産
障害者団体だけではなく、 様々な地域の団体との繋がり

バリアフリー化の取り組み

仙台市障害者スポーツ協会 (1991~)

|東 日本大震災発生後の取り組み |仙台市障害者福祉協会

加入団体の会員-個人会員や協会が行っているサービス利用者の

安否確認活動(災害時優先電話の活用)
義援金の受理・配分(加入団体を通じて一人ひとりに)
災害時専門ボランティアの活動(養成・登録事業)
情報支援活動(情報の収集、 加工、発信)

福祉避難所(3ヶ所)の開設

各団体との連携(福岡市身障協会等の人的支援、

各団体による義援金支援、JDF(日本障害フォーラム)等とのつながり)

山形県身体障害者福祉協会(災害時相互応援協定締結)

災害時緊急草稿指定・(隊害者保護施設に)信社避難所開設

日身連被災地特別対策本部設置(事務局担当.事務連絡担当)

被災障害者を支援するみやぎの会結成(代表・事務局担当)

JDFみやぎ支援センター(県外からの支援)の受け入れ(代表担当)

行政組織等との情報交換



障害理解が不十分なために避難所生活に大きな困難

東日本大震災後に幹、つながり、支え合いの確認

障害理解の促進

当事者団体同士を中心としたつながり、支え合い

ただし、障害者団体だけでは限界

地域を巻き込むことが重要

障害がある住民と障害のない住民との支え合い

|障 害者一…かjレ|
障害者差別禁止条例は i 
多くの住民を巻き込むチャンス i 

12001全国ポリオ会連絡会 仙台ポリオの会|
ポストポリオ症候群に対する不安 | 

ポストポリオ症候群(遅発性ポリオ後症候群)を防止するためには
「自らの健康は自らが守る」という自覚

無理を重ねてがんばるというライフスタイルを見直す必要性

適応しにくい交通・移動環境、住環境、建築物、道路、
椅子などの家具類などにおけるバリアを取り除くこと
適切な補助具の使用と周聞の環境を積極的に改善すること

生活・就労などの社会環境の改善を図る重要

障害に十分に配慮した適切な医療体制の確立 1 
ポリオの医療専門家は既に現役を退き、医学教育でもほとんどとりあげられない E 

二次障害予防を目的とした障害者のための検診会事業の確立 1 

2013 宮城県リハビリテーションセンターにおいて検診会

無縁社会が流行語大賞の候補になったこともあったが、

東日本大震災後に幹、つながり、支え合いの確認

当事者団体同士を中心としたつながり、支え合い

ただし、障害者団体だけでは限界

地域を巻き込むことが重要

さまざまな専門職を巻き込むことが重要

障害がある住民と障害のない住民との支え合い

障害者差別解消法は大切なツール

障害者差別禁止条例の策定

多くの住民を巻き込むチャンス

障害者基本法 差別の禁止(第4条関係)

-障害者に対して、障害を理由として、 差別することその他の権利利
益を侵害する行為をしてはならない。
-社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、
かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、その実施について
必要かつ合理的な配慮がされなければならない。

-国は、差別の防止を図るため必要となる情報の収集、整理及び提
供を行う。

=つ障害者差別解消法(2013年6月成立、 2016年4月施行)

もっとも不便を感じている立場から
「不当な差別的取り扱いをなくし」
「社会的障壁の除去J
「合理的配慮」をもとに

誰もが暮らしゃすい社会(まちづくり)
共生社会の実現へ
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東日本大震災による大きな被害

地域主権改革

地域格差拡大のおそれ

地域格差を防ぐには

市町村施策(計画)への当事者参画

障害当事者団体・家族会団体のやくわり

各団体聞の連携の重要性

障害者相談員のやくわり

主ι域Q2j5社会資源等との連塩二盗盤
町内会、地区社協、民生員、老人クラブ
社会福祉協議会、 NPO組織、
社会福祉施設、学校、企業等

保健・医療・福祉のさらなる連携の充実が重要

しかし、連携の中においてあくまでも主体的な

役割を演ずるのは当事者自身である

患者・障害者が社会にあわせるのではなく、

社会そのものを患者・障害者にも生活しやすい

ように変えていこうとしヴ問題提起が重要

慢性的な疾病や障害のある人々が

元気に生き活きと生活できる地域社会は

誰にとっても暮らしやすいインクルーシブな社会

10 

|インクルーシブな社会みんなのための社会 |

障害者基本法(2011年改正)障害者の定義
身体障害、知的障害、精神障害(発達障害を含む)その他の
心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁
(事物、制度、慣行、観念等)により継続的に日常生活文は社
会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう

|社会モデル 障害は個人に帰属するものではなく諸状態の|
集合体であり、その多くが社会環境によって作り出されるもの |

障害者が社会生活を送る上での除去すべき4つの障壁
社会的障壁とは
物理的な障壁歩道の段差、通行を妨げる障害物など
制度的な障壁 障害を理由とした資格・免許などの制限
文化・情報菌での障壁音声案内、点字、手話通訳などの欠如
意識上の障壁心ない言葉や視線、庇護されるべき存在としての捉え方

~生豆望企豆竺リア)

社会的障壁を解消する活動の重要性

障害者の数(身体障害児・者、知的障害児・者、 精神障害児・者)
総数787.9万人 人口の約6.2<)も うち在宅 736.4万人

単位(万人) 身体障害 知的障害 精神障害者
在宅 386.4 62.2 287.8 

施設入所・入院 7.3 11.9 32.3 
在宅隙害児者数(平成23年調査)、施設入所者数(平成21年調査)
高齢者施設入所中障害者は含まれていない、被災地を除いた人数

発達障害児・者、難病患者など(障害者の定義の拡大)

14 

障害福祉サービス利用者数 障害者総合支援法改正の必要性
平成24年3月の利用者数
身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児
16.6万人 30.2万人 10.5万人 8.7万人

障害福祉サービスを利用している人も、利用していない人も
地域で‘充実した生活した生活をおくるためには
障害者差別解消法並びに法の上乗せ、横出しとしての条例が重要



障害者の数(身体障害児・者、知的障害児・者、精神障害児・者)

総数787.9万人 人口の約6.2% うち在宅 736.4万人

単位(万人) 身体障害 知的障害 精神障害者

在宅 386.4 62.2 287.8 
施設入所・入院 7.3 11.9 32.3 
在宅障害児者数(平成23年調査)、施設入所者数(平成21年調査)

高齢者施設入所中障害者は含まれていない、被災地を除いた人数

発達障害児・者、難病患者など(障害者の定義の拡大)

障害福祉サービス利用者数 障害者総合支援法改正の必要性

平成24年3月の利用者数

身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児

16.6万人 30.2万人 10.5万人 8.7万人

障害福祉サービスを利用している人も、利用していない人も

地域で充実した生活した生活をおくるためには

障害者差別解消法並びにj去の上乗せ、横出しとしての条例が重要

2009年2月 JDFの地域フォーラム
障害者権利条約の批准についての議論

実行委員の中から差別禁止かかる条例作りに

取り込もうという声

誰もが暮らしやすいまちづくりをすすめる仙台連絡協議会

(条例の会杉山裕信代表)2009年10月発足

東日本大震災(2011年3月)により一時的な活動の

停滞もあったが、地道な活動の継続

条例の会の呼びかけに、奥山仙台市長が応え(2013年7月)

仙台市障害者施策推進協議会に条例づくりを諮問
(2014年6月)

仙台市障害者保健福祉計画(平成24-29年度)

基本目標

誰もが互いに尊重し，支え合いながら，生きがいを持って，

自立した生活を送ることができるまち・仙台の実現

視点

(1)自分らしく生き生きと生活する

(2)地域でともに支え合い，安心して暮らす

(3)生きがいをもって社会で活動・参加する

基本方針

(1)自立に向けた市民理解の促進と権利擁護の推進
(2)生涯にわたり地域での生活を支媛する体制の充実

(3)誰もが安心して地域で生活できる環境の整備

(4)就労や社会参加による生きがいづくり

(5)サービスの充実と質の向上

障害者基本法、障害者総合支援法、障害者差別解消法を

良く学び活用し、障害者差別に関する「仙台市条例Jを策定して

社会的障壁の除去、障害に基づく差別の禁止、合理的配慮

障害及び障害者理解の促進

競争社会から互いに「つながり」、 「支え合う」社会へ

障害のある住民と障害のない住民との協働によるまちづくり

ソーシャル・インクルージョン 社会的包接(包容)

すべての人々が健康で文化的な生活を送ることができるよう i
i に、人々を孤立や排除から救い、社会の構成員として包み込 ! 

み、コミュニティの力を強化し支えあう社会目標

より積極的に誰もが共に生きる社会の創造をめざす概念

単に生活に不便をもっ人が社会の中で暮らしていくというだ

; けのものではなく，支援を通してその人の「潜在的な選択能
j 力」をi積1霊的に;引き出していくとし、う生活モテ手ルの実践

イUヲ瓦三Lシフ社会 共生社会
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地方分権の中、充実した地域生活を送るためには
地域で当事者(団体)が大きな役割を果たす

0法律、制度というルールを使いこなす力が必要

法律、制度の策定や地減の計画策定に主体的に参画

O障害及び障害者理解の活動、社会資源創設の活動

地域住民とともに暮らしやすい地域をつくる活動

誰もが孤立することなく、互いにつながり、支え合う活動

O障害者団体活動、障害者相談員活動

全国的障害者団体の連携、地域内の障害者団体の連携

(本部・支部の緊密な情報交換、ネットワークづくり等)

多くの市町村に支部組織を有する全国規模団体の大きな役割

は完争社会から互いに「つながり」、「支え合う」社会へ | 
日嘩害のある住民と障害のない住民との協働によるまちづくり | 

| 誰もが暮らしゃすいまちづくり | 

障害者の権利条約、障害者差別解消法等を良く学び、

「仙台市条例」を活用して (2014年6月仙台市長による諮問)

誰もが暮らしゃすく、幸せを感じられる社会を

I也減レベルでの活動があってこそ、私たちの暮らしに影響

地域における多くの当事者団休、地域の団体の連傍

障害のある住民と障害のない住民とのつながり、支え合い

『仙台市条例』づくりをとおし、そして活用して

基本ルールである法律の上乗せ・横出し、

そして地域らしさをもとに障害理解の促進等で

暮らしやすいまちづくり

みんなでEいに巻き込み、巻き込まれて、
相互理解と連携のみんなのためのまちづ、くりを

|生活全体を総合的にとらえて対応|

保健、医療、福祉、教育、就労、余暇活動

本人を中心にした関係機関の連携・ネットワーク構築
相談支援の重要性・つなぐ機能

総合1)I¥ビリテーションの重要性

各専門職(団体)との連携

i 適切な支援をもとに充実した生活を|

生活とは人と環境との相互作用
22 



同時開催

10月11日(土)17:00-20:00 

総合リハビリテーションにいかすICF

講師:上田敏((公財)日本障害者リハビリテーション協会顧問、元東京大学教授)

大川弥生((独)産業技術総合研究所招鴨研究員)

「リハビリ子ーションJとは「司H練Jではなく、障害のある人の「人間らしく生きる権利の回復」で

す。それは一部の専門家の力だけでできるものではなく、障害当事者を中心に、さまざまな専

門家や行政、サービス、サポート、地域社会が力を合わせてはじめて実現できるものです。そ

れが、私たちが新生をめざす「総合リハピ、リテーションJです。

このようにさまざまな立場の人が、共通の目標に向かって力を合わせてし、くためには、相互

理解が不可欠です。しかし現在はそこに多くの問題があり、協力を妨げています。それを解決

するには「共通言語J(共通のものの考え方・捉え方)が必要です。その点、 ICF(WHO国際

生活機能分類)は、人が「生きることの全体像Jを偏りなく総合的に捉えることので、きる「統合モ

デル」に立ったものとして、総合リハピ、リテーションに大きく役立つ「共通言語」です。

今回は、「総合リハビリテーションのために、それに関わる全ての人が、いかに ICFを

『共通言語』として活用するか」という観点から、誰にでも役立つようにお話を進めていきます。

具体的内容

o.本研修会の趣旨

1.ICFの特徴

1) r生活機能」と「障害J(生活機能低下)

2)r生活機能モデル」

2. r相互作用・統合モデル」としてのICF

3.災害時の生活機能低下から学ぶもの

4.現状把握と目標設定のための活用

5.総合リハビリテーションの新生のために

ICFの「生活機能モデルJ(WHO，2001) 
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10月12日(日) 9:30'"-'12:30 

|シンポジウムII

第1部 rrr社会参加』向上に向けた

総合リハヒリテーションのあり方」

シンポジスト
樫本修(宮城県リハビリテーション支援センタ一所長)

上遠野純子((一社)宮城県作業療法士会会長)

渡部芳彦(東北福祉大学健康科学部医療経営管理学科准教授)

後藤美枝(仙台市障害者総合支援センター主査)

小 関理(NPO法人宮城県患者・家族団体連絡協議会理事長)

阿部直子(NPO法人アイサポート仙台仙台市中途視覚障害者支援センター社会福祉士)

島田福男(仙台市連合町内会長会副会長)

若生栄子(公益社団法人「認知症の人と家族の会J宮城県支部

若年期認知症の方の集い「翼の会J)

座長
渡這好孝((一社)宮城県理学療法士会会長)

矢本聡(仙台市泉区保健福祉センター障害高齢課障害者支援係長)

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・、

本シンポジウムのテーマである rr社会参加』向上に向けた総合リハビリテーションのあり方」

を受け、総合リハビリテーションを“支援"と位置づけ、宮城県内の 8名のシンポジストの皆様

より、それぞれの立場と役割で取り組まれている活動報告を受け、支援者(支援する側)、当事者

(支援を受ける側)の現状を知り、支援のあり方を議論する。

社会参加向上に向けて、どのような経営資源(人・モノ・お金・情報)が価値創造(望むコト・

モノ、必要なコト・モノ)となるのかを議論する。

病気や障害そして老いがあっても、誰もが安心して社会参加できる近未来社会に“つなぐ"一助

となるシンポジウムとしたい。
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障害者検診による社会参加向上への取り組み

一四肢機能等機能低下予防のために-

宮城県リハビリテーション支援センター所長樫本修

1.障害者検診の目的

宮城県リハビリテーション支援センターは更生相談所機能を核とし、障害者を専門に対

象とする付属診療所を有する医療機関でもある。更生相談所の補装具判定やクリニックの

医療相談をとおして実感していることは、地域には障害固定を理由に医療機関の管理から

離れ、主治医がいない障害者が多いことである。四肢機能低下の発見が遅れ、 2次障害を

生じ、機能低下や疹痛が生じるまで医療とのつながりがもてない方がいる。

そこで、当センターでは平成 25年度から四肢機能の低下の早期発見、 2次障害発生の

予防を目的に「障害者検診事業Jを開始したのでその取り組みを報告する。検診を受ける

ことで自分の身体障害の現状を知り、社会参加の向上につなげていきたいと考えている。

2.障害者検診の概要

当センターの付属診療所はリハ科、整形外科、脳神経外科を標梼する「障害者専門クリ

ニック」である。検診は予約制、無料である。必要に応じてレントゲン撮影、外来リハ、

身障手帳等級変更、医療での装具作製など、につなげている。検診スタッフは、医師 2名、

保健師 1名、看護師 2名、理学療法士 2名、作業療法士 1名、言語聴覚士 1名、受付事務

1名の計 10名で、行っている。検診内容は四肢機能を中心とした身体測定、 QOL評価、

ADL評価、症状に応じた医療相談等で、結果については詳しい医師のコメントを付した

文書で報告している。

3. 実施結果の概要

平成 25年度は仙台ポリオの会を中心に 34名の受検があった。うち外来診療につなが

った方 12名(疹痛内服治療 1名・外来リハ 1名・装具作製 5名・診断書作成 3名・経過

観察 2名)、レントゲン写真による変形性膝関節症、変形性脊椎症等の診断 11名、ポスト

ポリオ症候群該当者9名(ポリオ受検者の 33%)、栄養指導 1名で、あった。

健診後に行ったアンケート調査では、全員が自分の障害状況を確認できて良かったと回

答している。

4.今後の展望

平成 25年度はゼロ予算でスタートし、 26年度から正式事業として予算化し、県の事

業として今後も本検診を継続、拡大していく予定である。平成 26年度は仙台ポリオの会

の2回目の受検と当センターがある名取市、隣接する岩沼市の障害福祉課、社会福祉協議

会、難病患者連絡会等にも広報し、受検対象者を拡げている。また、検診結果を地域にフ

ィードバックし、障害者ケアマネジメントにつなげ、健康管理、社会参加の促進に役立て

たいと考えている。健康な生活を支援することも総合リハビリテーションの役割である。
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障害者検診による社会参加向上への取り組み

一四肢機能等機能低下予防のためにー

φ 宮城県川1)テーシヨン支援センター

樫本修

障害者検診事業の目的

-身体機能低下、 2次障害発生の早期発見

.身体機能面の健康管理の重要性を啓蒙

.リハビリテーションの視点で、の支援

-装具療法などにつなげる

自分の身体障害の現

状を知り、社会参加

の向上を促す

検診項目
① 問診
② 身体計浪1]:身長、体重、 BMI

③ 血圧、肺活量、血中酸素飽和度
④ 四肢長、四肢周径、筋力、関節可動域
⑤ FIM(機能的自立度評価)
⑥ FAI(日常生活応用動作、社会活動評価)
⑦ SDL(日常生活満足度)
⑧ SF-36(健康関連00し評価)
⑨ 10m歩行速度

⑩ Halstead診断基準(ポストポリオ症候群評価)
⑪ 医師による医療相談
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2次障害の発生、加齢に伴う機能低下

四肢機能の低下を相談できる主治医がいない

障害者検診事業平成25年度~

宮城県リハビリテーシヨン支援センター付属診療所(障害者クリ
ニック)で県の事業として行う

障害者検診スタッフ 10名

-担当医師2名

リハビリテーション科専門医+整形外科専門医

リハビ、リテーション科専門医+脳神経外科専門医

・保健師1名、 看護師2名、理学療法士2名

作業療法士1名、言語聴覚士1名、受付事務1名

検診の流れ① ー問診票等確認、血圧・肺活量、 FIM等

検診の流れ③:医療相談・レントゲン撮影



検診結果の概要

-受検者数・ 34名

〉女性 17名、 男性 17名

}-平均年齢 63.0::t:4.5歳 (54-73歳)

》ポリオ催患者 27名仙台ポリオの会会員の76%

》その他の疾患 7名

うち外来診療につながった方12名

疹痛内服治療1名、外来リハ1名、装具作製5名

身障手帳診断書作成3名、経過観察2名

レントゲン写真による変形性膝関節症、変形性脊維症
等の診断11名

ポストポリオ症候群該当者9名(ポリオ受検者の33%)

栄養指導1名

検診の流れ④:装具診断
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今後の展望

-県の事業として今後も障害者検診を継続、拡大

障害者検診

-受検対象者の拡大

〉平成26年度は仙台ポリオの会の2回目の受検

》当センターがある名取市、隣接する岩沼市の障害福祉課、

社会福祉協議会、難病患者連絡会等にも広報

障害者検診後のアンケートの声

-検診結果を地域にフィード、バック

〉障害者ケアマネジメントにつなげる

シ障害者の健康管理、社会参加の促進に役立てる

! 障害者が健康でその人らしく生きる

=総合リJ¥ピ、リテーション

自分の体調管理上大変よい。

来年は.もっと多〈の会員に呼びかけていきます

この先の検診事業がどう進むか楽しみ

このような検診が広がれば‘色々な予防につながると思う

今の生活をどう改善すれば良い日常を送れるか相談にのって欲しい

デー舎が登録され.今後はそれを基に相談、アド1¥イスが受けられるのがよかった

自分の体の事でもわからないことがある。今後もご相談にのっていただければ心強い

ご清聴どうもありがとうございました
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東日本大震災を経験してなお、作業療法士が目指すものは何か

一般社団法人宮城県作業療法士会 会 長 上 遠 野 純 子

1、はじめに

平成 23年に私たちは東日本大震災としづ未曾有な災害に遭い、多くのものを失った。家

を失い、家族を失い、また多くの対象者を失った。県内の被災状況については、宮城県発

表によると平成 26年 7月末現在死者は直接死、関連死合計 10，496名であった。また、住

宅の被害は全壊 82，992棟、半壊 155，122棟と 20万棟を優に超えていた。震災からはや 3

年半が経過しているなかで、県内の復興住宅への入居者は全体の 10%に留まっている現状

である。このことを私たちはまず心にとどめておかなければならない。

2、県士会の動き

震災後丸2日間はすべてのライフライン、通信網が仙台市内においても寸断されたが、

電話が使えるようになってから、県士会会員の安否確認と会員の勤務する職場の被災状況

を確認する作業を行った。一方、地域保健師とともに一般避難所の巡回支援を行っていた、

保健福祉事務所と県リハ支援センターの 20余名の PT・OTからの沿岸地域の情報が刻々と

入ってきた。漸く県士会の緊急時対策委員会を震災 1週間後開催し、また県と宮城県PT

士会と連携し、支援活動を開始した。

3、支援活動の経過

平成 23年 3月下旬には宮城県の県南に位置する岩沼、 E理地域へ、さらに宮城県東部の

石巻地域や県北の気仙沼地域の一般避難所へ、杖や補装具、靴などを持参しながら人的派

遣を行った。次第に一般避難所での生活が困難な高齢者や要介護者を収容した福祉的避難

所への支援活動が活動の中心になり、福祉的避難所の入所者が使用する福祉用具の適合や

環境の整備、活動性維持を目的とした体操やアクティピティーの提供を行っていった。ま

た震災以前から協同事業を展開していた認知症の人と家族の会宮城県支部との情報交換を

行い、福祉的避難所での支援者への認知症の方々への支援のあり方のアドバイスも行った。

同年 6月以降は、避難者の応急仮設住宅への入居に伴い、住環境整備に関わった。現在は

サロンの運営や多職種協働での生活不活発病のチェック、運動指導 うつ・認知症予防事

業などの支援を継続している。

4、支援活動から見えてきたもの

県内では現在でも狭い応急仮設住宅での生活を余儀なくされている方がおり、活動量の

低下と精神的意欲低下による要介護状態の悪化が見られている地域が少なくない。現在県

内各地でリハビリテーション専門職等による相談・指導が進められているが、私達は日頃

からの連携と多職種、支援ボランティアの方々との協働での活動を活発化することが求め

られている。そして地域住民と手と手を取り合って、日頃からより良く連携することで、

県民の健康支援や生活の復興復旧に寄与して行きたいと思う。
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口腔ケアの視点で考える総合リハビリテーション

東北福祉大学健康科学部医療経営管理学科准教授渡部芳彦

口腔は消化器や呼吸器の入口である他、発話や表情などを通じてコミュニケーションに果たす

役割も大きく、「対人関係Jや「社会性Jなどにも密接に関与している。そのため口腔ケアは、単

に歯磨きによる局所的衛生状態の維持改善を目的とするのではなく、口腔衛生と口腔機能の維持

改善を通して、心理および社会的要素も含めた全身の健康に寄与する行為であると言える。

障害や疾病などにより介護が必要な人の口腔ケアは、その人の生活全般を日常的に支える家族

や介護・看護者などが担うことになるが、上述のような口腔ケアの意義や重要性は一般に認識さ

れつつあるものの、対象者に適したケア方法がわからなかったり、優先順位が低かったりと、現

場における課題は少なくない。

また、日常的にケアが適切に行われているとしても、定期的な専門職によるチェックが欠かせ

ない。すなわち、歯科医師や歯科衛生士などの歯科医療専門職が、日常の口腔ケアを補う支援を

したり、治療の必要性を判断することも重要となる。現在、全国には歯科医師が 10万人、就労

している歯科衛生士が 10万人おり、 6万8千余の開業歯科医院がある。そして近年は、訪問診

療を行う歯科医院や歯科医師会も少なくない。また、障害者歯科医療設備の充実や、介護保険に

おける居宅療養管理指導や口腔機能維持管理加算、介護予防口腔機能向上プログラムなど、徐々

にその実施を推進する体制は整備されてきた。また、摂食・鴨下障害のリハビリテーションに積

極的に取り組む歯科医師や歯科衛生士なども少しずつ増えている。

このように社会資源としての歯科医療や口腔ケアは充実してきているものの、口腔の状態が悪

化しているにもかかわらず、その問題が放置されていたり、諦められていたりするケースは依然

として少なくない。それは、口腔の問題を発見し、本人や家族に歯科受療の必要性を説明したり、

受療を支援したり、適切な日常的口腔ケアを支援できる人が極めて少なし、からである。

このような課題を鑑みると、従来の歯科医療や歯科医学教育が取り組んできた技術の向上やそ

の教育とは異なる視点で、対象となる「人Jや「地域」を見つめ、総合リハビリテーションの基

盤で口腔ケアを考究する必要がある。演者はこれまで福祉の大学において、口腔ケアに関する多

様な調査研究と、主として歯科関係ではない福祉系・医療事務系などの学生教育に携わってきた。

今後、職種に関係なく「口腔ケアJの意義と重要性を理解し、既存の社会資源を活かして適切に

対処できる人材が増えることが望まれる。
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歯の数と健康度との関係(国保連合会・歯科医師会協力)

出典社会保蹄制度改革国民会議促出資料 (201313127) 8本歯科医師会 ー会長 大久保満男
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Oral hygiene levels 01 the new residents 

2005(n=88) 

in Sendan-no.Oka， elderly nursing lacility 

Good 1 (1.1%) 

27 (30.7%) Moderate 

Poor 60 (68.2%) 

t:l.~.1アのさ実aでJtえる総合リハピ')予ーソヨ J
Z貫榔労続

2012(n=100) 

1 (1.0%) 

55 (55%) 

44 (44%) 

R.WAKOH.Y. WATANABE 2013 

!闘を失い、 義歯を使用していなし記転倒のリスクが高まる |

歯数・殺飽使用有無と転倒リスウ
(t1， t事・;，almMIII!<fIの憂介抱限定、殺.，，*を悦位決み】 ! 

20館以上田香を1とした場合的オッズ比

6.0 ‘ 

5.0 j 

4.0 -: 

3.0 

;:lm圏
20館以上 19省以下でB街使用目虫歯以下でBI!l未使用

'，m百motoc131.， BMJ Open，2: eQ01262， 2012 

過去3年間に転倒軽瞳のない

臼袋以上回住民1.7日名を対

訟とした4年聞のコホート研究

町結果‘性‘年齢.期間中の

嬰介峰認定町有無.うつの術

"などに聞hらず留が日本

以下で緩衝を使用していt，;い

人は.転岡田リスクが高〈砿る

ことが示された.

さらに.飽が19本以下でも綾

泊を入れることで‘転倒的リス

クを前半分に開制できる可能

性も示された.

出典 社会保隙制度政革関民会議提出資料 (2013/3J27)日本歯科医師会会甚 大久保満里
ロ殿ケアのさ1.4 -e脅える飽食 ')I\~ υ .:r-:;..t:.:;:，.....'!a 

|歯の本叡が多いほど生存年絞が長い|

も官官世命数(10飽禾潜110館以上)と生存曲線

2・一ー_ .- 円、- ーー一一一一一~ ー『 ー一--11能1Iil0鋪以上
吋ちな竿

60-69 60田 町一揖俊働10紛5最適

混 同 組 鍾

珊
生 叫
胃 一ー門戸 。
革 山市守司";"!--.... '-..~吋」

‘司王h、 『 守、h‘
町 下

旬。 70-79 70-79 

血 血

p=O.19 ρ=0.65 

p=O.18 

泊 、
民性

f.ukai K et al. . Gcr!atr Gerontollnt 1: 34}-347， 2007 

咽銀以上の住民5.730名を対象とした

15年間のコホート研究の鎚梨.鈎性で

は曲歳以慢の年・~p.!で rfl~白磁

が多い!l，が「少与い侭Jに比べて生

存率が高まる傾向がみられ.田健以

簡ではjl女いずれにおいても‘!lI鮭錨

倣と生命予後との聞には省震な聞道

がみられた.

出典 社会保陣制度改革国民会議拠出資料 (20'3/3/27) 臼本歯科医師会 会長 大久保満男
ロ"ケアの穫IJで考える隊倉リハビリァ シヨン
檎.."，官
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口腔保健ケア(OralHealth Care、=口腔ケア)とは

狭義には歯口清掃をさすが、 広義には食べ物の摂り方

(栄養改善)や誤聴防止、唾液分泌促進や摂食聴下障

害のための指導やリハビリテーションなどの機能訓練あ

るいは歯科治療までを含む。口腔保健ケアの最終的な

目的はADL(日常生活動作)およびQOL(生活の質)の

維持向上である。(杉原直樹)

老年歯科医学用語辞典医歯薬出版日本老年歯科医学会編 2008

ロ留ケアの視点で考える踏会ソハピリテ ヌヨン

"..芳'*

専門的口腔ケア
菌担匡瞳や歯担箇生土

口腔疾患の診断・治療

口腔保健教育

口腔ケアの動機付け

.他職種との連携・調整

など

ー歯科検診

. PMTC など

ロ陵ケアの..必で考える総合，;，、ピリテ-"/，jン

4C5"'* 

日常的口腔ケア
杢人当牽躍注企謹・霊護章

口腔機能の観察

畷下体操

.食行動支援

.食生活支援など

.歯磨き圃うがい

ー歯磨き介助

歯や口腔の問題の

発見など

課 題

口腔の問題を発見し、本人や家族に歯

科受療の必要性を説明したり、受療を

支援したり、適切な日常的口腔ケアを
支援できる人材が極めて少ない。

職種に関係なく、口腔ケアの意義と重

要性を理解し、既存の社会資源を活か

して適切に対処できる人材が増えるこ

とが望まれる。
ロ笹ケ?の倹点で禽える総会.;ハピリ奇 シヨ J

."努&

78 

広義の口腔ケア

全身的な健康の維持や増進を
目的とした口腔機能への配慮

狭義の口腔ケア

局所的な衛生状態の改善

ロ縫ケyの視点で勾える総合りハピリ γ-:"-::1ン

盤"".

歯科医師 102，551名 (2012)

108，123名 (2012)就業歯科衛生士

歯科診療所数 68，805施設 (2014.6)
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ð~". 

就業場所別にみた就業歯科部生士
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障害者の健康づくりの取り組み

一障害者の社会参加向上の礎として一

仙台市障害者総合支援センター企画推進係主査(理学療法士) 後 藤 美 枝

1.障害者健康増進事業とは

仙台市障害者総合支援センターは、平成 25年 1月に前身の仙台市障害者更生相談所の機

能を拡充し、身体更生相談所機能と地域リハビリテーションを推進する中核機関として、泉

区に移転、開所した。

標記事業は、地域リハビリテーション支援事業のひとつとして「障害者の健康を維持・増

進する環境づくりの推進」、「障害者の自立と社会参加の促進」を目的に、平成 16年から実

施している。

2.障害者健康増進事業の概要と経過

平成 16年から実施した当事業は、障害特性に応じた運動プログラム作成を目標に、 3

年間のモデ、ル事業として、仙台市健康増進センターとの協働により実施した。身体障害、

知的障害、精神障害の 3障害を対象とした施設(通所・入所)への出前講座や、運動体

験教室の実施等から得られた結果を基に、仙台市の専門機関である発達相談支援センタ

ー(知的・発達障害の相談専門機関)や精神保健福祉総合センター(精神障害の相談専

門機関)等の協力も得ながら、運動プログラムを作成した。平成 19年度には、支援者

に向けた運動プログラム冊子「はじめよう!健康づくり Jを作成し、これらの資料を用

いて支援者研修会やボランティア研修会を実施するなど、普及啓発に取り組んだ。

平成 23年度には、健康増進センターの自主事業として障害者の健康づくりが位置づ

けられ、様々な運動教室等が開催されている。当センターは、健康づくりに関する調査・

研究、情報収集・提供の役割を担うものとして、事業を実施している。

3.障害者健康増進事業の方向性(平成 25年度調査から)

平成 25年度、当センターでは「福祉施設等における利用者の健康づくりに関する意識、

及び運動を伴う活動の状況の調査」を障害福祉サービス事業所等 160ヶ所に実施した。

本調査において、 70%以上の施設が、施設等利用者の健康に課題を感じ、何らかの働き

かけを実施していると回答した。また、施設等が運動を伴う活動を行う上での課題とし

て、運動の場所、運動を指導する人手、指導の仕方がわからないという回答が上位を占

めていた。

10年間にわたる本事業の取り組みの中で、施設等で取り組めるプログラムの開発や普

及啓発冊子の発行、健康増進センターによる出前講座等を実施しており、多くの施設等

において、利用者の健康が意識され、健康に関する働きかけが行われていること、また、

運動を伴う活動が取り組まれていることがわかった。一方で、施設によっては取り組み

に差があること、また、社会資源についての期待が強いことから、引き続き、健康に対

する意識の啓発や、資源の開発・改善に対する取り組みが必要と考える。
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相談をご希望の方は
O 相談は予約制です。電話等であらかじめご予約ください。

O 相談できる方は、仙台市内にお住まいの方です。

※ 障害者手帳をお持ちでない方もご相談いただけます。

※ 相談の内容によっては、より適切な相談窓口を紹介させていただく場合があ

ります。ご了承ください。

O 相談受付時間

月~金曜日 (祝日、年末年始を除く )午前8時30分~午後5時

O 職員の紹介
理学療法士、作業療法士、心理判定員、保健師、身体障害者福祉司等に

よる専門職チームがご相談に応じます。

相談無料

∞O
 

交通案内
O 公共交通機関ご利用の場合

地下鉄泉中央駅「北3J出口より徒歩約8分です。

O 車でお越しの場合

建物の西側に駐車場があります。駐車場入口にはゲートがあります。

接近すると自動的にバーがよがります。

仙台市障害者総合
支援センター
仙台市健康法進センヲー

平成26年3月発行
再生紙を利用しています。リサイクルの際は、 「雑がみ」へ分別しましょう。

仙台市障害者総合支援センター
(ウェルポートせんだい)

ご利用案内

住所

電話

ファクス

:干981-3133 仙台市泉区泉中央2-24-1

: 022-771-6511 

: 022-371-7313 

電子メール:Iくos005380@ciげ.sendai.jp

http://www.city.sendai.jpYd01/wellport.html 



障 支援センタ日(ウェルポ日トせんだい)どは
身体障害者福祉法第11条に基づく「身体障害者更生相談所」として義肢や

車椅子の判定などを実施しているほか、支援体制が未だ不十分であった

り、既存の制度やサービスでは対応が困難な障害のある方の専門的な相

談・支援を行っています。

どのような障害があっても、本人の希望する場所でその人らしく生活して

いく地域づくりを推進しています。

識の障害のある方の司ミュニケロショシ相談
国 気やけがなどにより、意識や理解力はこれまでどおり正常なの

に、芦を出すことができず全身も動かなくなり、コミュニケーショ

ンが困難になる場合があります。

自 のようなときでも、手や足のほんのわずかな動きや、目の動きな

どから、コミュニケーションをとる方法があります。

巴 困 ミユニケーションは、生きる意欲の源です。病気やけがで重い障

害を負ったとき、進行性の難病と告知されたとき、ぜひご相談くだ

さい。

高次脳機能障害のある方の相識
国 通事故や頭部のけが、脳血管障害などの病気の後遺症としてあら

われる記憶障害や注意障害などを、 「高次脳機能障害」といいます。

・ 新しいことが覚えられない。

. スケジュールや計画がたてられない0

. 気が散りやすい。

・ 突然興奮する、我慢できない。

自 のような症状で、地域での生活や就学、就労などについてお困り

の方、ぜひご相談ください。

福祉周具6住宅改修の専門相醸
「玄関や廊下に手すりをつけたいけ才Lど、どこにつけたらいいのかな…?J

fお風呂で使う福祉用具、カタログは見たけれど、

どれを選んだらいいのかな… ?J

「車椅子から便座への移乗、どうすればうまくいくだろう…?J

国 祉用具の選び方・使い方や住宅

の改修にはコツがあります。

悶 ィレやお風呂の手すりの位置や

高さを試すことができる rADLシ

ミュレーションシステムj を使い

ながら、理学療法士などの専門ス

タッフが具体的な助言をします。

ぜひご棺談ください。

r難病梼等の方¥¥-一一弛→-一→-→

難病や中途視覚障害など、未だ支援体制が不十分な障害の方

の支援にも取り組んでいます。ぜひご相談ください。

、

、 J

このような業務も行っています

. 身体障害のある方の補装具(車椅子、義肢、装具、補聴器など)の判定

・ 身体障害者手帳の審査

. 更生医療の適否判定
※手続きの窓口は、各区役所の障害高齢課です0

・ 障害のある方の健康づくりに関する取り組み



難病患者と総合リハビリテーション

=治療と同時に社会参加を=

NPO法人宮城県息者・家族団体連絡協議会理事長小関理

1.難病患者の置かれている立場

難病患者は、症状が固定している今までの障がい者とは違うところがある・・・社会一

般への対応が直接的ではない。まずは病気を治すことが求められる。そのことは就労を考

えた場合顕著に表れる。離職した難病患者がハローワークに行った場合、これまでは「ま

ず病気を治してから来てくださいJと言われたことにも現れている。難病患者は突然の羅

患後も生計を維持しつつ、痛み・病状の日々の変化に対応し多数の病院に通院し治療して

いかなければならない。治療のための情報を集めることが第ーになる。薬や治療方法に関

心は向いても社会保障や社会福祉に目を向ける余裕も無く、一日一日を暮らすのが精一杯

とも言える。現在、ガン患者の就労が話題となっているが、難病患者も同様に“擢患=離

職"に結びつく場合も少なくない。

2.障害者総合支援法施行後

今年の 4月から障害者総合支援法が施行され、難病患者も公的支援を受けることができ

るようになった。しかし、実際支援を受けている患者は驚くほど少ない。広報の不備や公

的機関への周知の遅れなどの原因が考えられるが、患者自身の余裕のなさのため、情報収

集まで手が廻らないためではないかとも考えられる。

3.宮城県患者・家族団体連絡協議会について

県内の 23団体で構成される患者会の連合体、患者会同士の交流等の活動するとともに、

県と市からそれぞれ宮城県難病相談支援センター・仙台市難病サポートセンター事業を受

託している。両センターには各団体の構成員が難病患者のピアサポーターとして事業に参

加している。

県・市から医療講演会・相談会開催の委託を受けセンターと協力し会の開催を援助して

いる。

JPA日本難病・疾病団体協議会に参加し、全国の患者会との交流を深め、情報収集・共

有を図っている。

4.今後の課題

いろいろな問題があるが、就労あるいは離職しない対応と社会資源の活用が課題となる

だろう。そのためには“難病"そのものを世間に認知してもらう活動が重要になる。医療

講演会へ一般の人が足を運ぶような工夫が必要。 NPO法人宮城県患者・家族団体連絡協議

会として、世界希少・難治性疾患の日 (2月28日)や宮城メデイカルリンクの活動等を通

して周知に努めるとともに、会員ができるだけ参加できる工夫を考えている。
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地域に根ざした視覚障害者総合支援の取り組み

~当事者も含めた多様な支援者を「つなぐ・まきこむ・いかすJ~

NPO法人アイサポート仙台仙台市中途視覚障害者支援センター

主任相談員(社会福祉士) 阿部直子

1.はじめに

仙台市中途視覚障害者支援センターは、平成 13年度から 4年間にわたって取り組まれた仙台市地域

リハビリテーションモデ、ル事業(中途視覚障害者相談事業、中途視覚障害者交流会事業)を本格実施す

ベく平成 17年度に開設された。現在、 3名の職員が従事している。うち 1名は視覚障害リハビリテー

ションワーカー(歩行訓練士)、 1名は自身が視覚障害(弱視)でもある社会福祉士である。

今回の発表では仙台市の独自事業である当センターの取り組みを、「地域における総合的な支援を充

実させるためにどんなことをしてきたか? しているか?J という視点で報告する。

そのうえで、仙台市あるいは宮城県のような「大都市圏ではない地域Jで暮らしている視覚障害者の

リハビリテーションに関する課題を提起したい。

2. 当センターの取り組み

(1)相談

本人・家族からの個別の相談を受けて必要な支援をしていくことは当センターのもっとも核となる業

務である。名称を「中途視覚障害者支援センターj としているが、実際には先天性の疾患で子どもの噴

から何らかの視覚障害があるなど多様な過程で視機能低下した人が生涯のさまざまな年代で直面する

生活課題に対して必要な援助をおこなっている。また、眼科医、看護師、福祉事務所ケースワーカ一、

介護保険ケアマネジャー、視覚障害児教育の教員、補装具販売庖担当者など、視覚障害者支援にかかわ

る他職種からの情報提供依頼や問い合わせ、支援連携依頼などにも応じている。さらに、グループを活

用した相談援助プログラムとして「目の不自由な方と家族の交流会Jを毎月 1回開催している。

(2)視覚障害者支援に従事している多職種を主たる対象とした研修会「仙台ローピジョン勉強会J

視覚障害者・児の支援に関する様々な社会資源や最新動向を学ぶとともに支援者どうしの分野や組織

の枠を超えたネットワーク作りの基盤とすることを目的に平成12年に自主的な勉強会として始まった。

平成 18年度からは事務局機能を当センターが引き継いだ。以後、毎月 1回開催している。医療・福祉・

教育など多様な関係職種をはじめ、ボランティアや当事者団体のスタッフなどが参加している。

(3)市民を対象とした研修会

市民の社会活動に対する意欲に応え、視覚障害を持つ住民への援助についての知識や技術を学ぶため

の研修会を年に数回開催している。それらの研修会を修了した受講者の一部は上述の「目の不自由な方

と家族の交流会Jをはじめとする当センターの催し物でボランティアとして協力いただいている。

3.今後の課題

地域の支援拠点、として多様な視覚障害者により良い支援を提供するためには当センターの数少ない

職員が持つ専門性・業務経験、さらにはマンパワーだけでは十分ではない。そこで当事者も含めた多様

な支援者を「つなぐ・まきこむ・いかすJことを考えながら取り組んできた。

しかし、「①感覚障害としての視覚障害(視機能の低下・喪失)がもたらす生活への影響とその軽減

に向けた方策(保有する感覚の活用、環境への働きかけなど)に関する情報をリハビリテーション従事

者が十分に得ていなし、Jr②全国的に考えると視覚障害者のリハビリテーションに関する社会資源の地

域間格差があまりにも大きく、仙台といえども不足するものがあるJといった今後の課題がある。
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【関連資料2)仙台ロービジョン勉強会のテーマおよび話題提供者一覧
話題提供者(敬称略)

回(開催年月) 7戸ーーてず

※所属や職名は話題提供当時のものを掲載しております。

1 (2000年8月) 仙台市の障害者福祉システム 仙台市太白福祉事務所 小林禎

2 (2000年9月) さまざまな見え方について さど眼科 佐渡一成

3 (2000年 10月) さまざまな視覚補助具について トフストメディカル 福樽篤志

4 (2000年 11月) 弱視者が経験する「障害」について 東北大学大学院教育学研究科修士課程 阿部直子

5 (2000年 12月) 視覚障害者の歩行訓練について 宮城県立盲学校 千葉康彦

6 (2001年 1月) 眼科でのロービジョンケアについて考える NTT東日本東北病院視能訓練士 小野峰子

7 (2001年 2月) 宮城県視覚障害者福祉協会の運動について 宮城県点字図書館 伊藤鉄夫、宮城県庁 川上芳夫

8 (2001年3月) 視覚障害児教育の過去・現在・未来 (その1) 宮城教育大学 山脈浩

9 (2001年4月) 視覚障害児教育の過去・現在・未来 (その 2) 宮城教育大学 山県~ I告

10 (2001年 5月) 日本盲導犬協会仙台訓練センターの事業予定について 日本盲導犬協会仙台訓練センター 佐々木康次郎

11 (2001年6月) 第2回日本ロービジョン学会の参加者より 参加者全員より話題提供

12 (2001年 7月) 人工視力研究の現状 さど眼科 佐渡一成

13 (2001年8月) 遺伝 さど眼科 佐渡一成

14 (2001年9月) ユニバーサルデザイン 小田眼科 小田泰子

15 (2001年 10月) 弱視のかたに読みやすい文字の書き方 拡大写本の会宮城野 永深裕子

中国の特殊(障害児)教育について 中国東北師範大学高IJ教授 張明

16 (2001年 11月) CCTV 現状と課題 宮城教育大学 青木成美

17 (2001年 12月) 在宅での歩行指導について 日本盲導犬協会仙台訓練センター 佐々木康次郎

18 (2002年 1月) rspコードjについて(実演込み) (株)庚済堂 能 登 谷 和 則

19 (2002年 2月) 眼鏡貼付型拡大鏡ユニビジョンのあわせ方 旭化成アイミー担当 (代)佐渡一成

20 (2002年3月) 視覚障害者が目薬を見分けやすくするための試みーその 1 さど眼科 佐渡一成

21 (2002年4月) アメリカにおける盲銭者福祉の実情について 宮城教育大学 山県系 浩

22 (2002年5月) 拡大読書器の現状について (株)ナイツ 土田重一

23 (2002年6月) 両齢者擬似体験・心肺蘇生法 (株)ヤガミ 安江徹

24 (2002年 7月) 小型拡大読書器・網膜投影を利用した視覚補助具など (株)タイムズコーポレーション 山口成志

25 (2002年9月) 日本ロービジョン学会(仙台)準備会合 学会事務局 佐渡一成

26 (2002年 11月) 視覚障害児の睡眠リズムについて 宮城教育大学 1者平真理

27 (2002年 12月) 盲学校の活動紹介、見学 宮城県立盲学校 大江晃、千葉康彦

28 (2003年 1月) 手で見る?!ために・ 宮城県立盲学校 畠山重人

29 (2003年2月) デジタルルーペ(ノート PCに接続して用いるルーペ)など (有)ベスマックス 吉 田 信

障害者職業総合センター 問問伸一

30 (2003年3月) 弱視学級に在籍する子供達の現状について 祈江小学校 中島崇史、徳田繁美

七北田中学校 高橋恵美

31 (2003年5月) スピーチオの様々な使い方について 卜フストメデイカル 福海篤志

32 (2003年6月) 視覚障害者と公共交通機関の関係ー主にパスの行き先表不 さど限科 佐渡一成

33 (2003年 7月) 網膜投影ディスプレイの開発のご紹介 (株)タイムスコーポレーション 山口成志

34 (2003年9月) 私が経験した弱視教育 仙台市在住 小 林 禎

35 (2003年 10月) ロービジョン体験 宮城県立盲学校 千葉康彦、大江晃

36 (2003年 11月) 仙台市障害者更生相談所と視覚障害者の関わり 仙台市障害者更生相談所 古城雅子

37 (2003年 12月) 学校生活について 仙台市在住 成田悦

38 (2004年 1月) 発達相談支援センター(アーチノレ)の紹介 仙台市発達相談支援センター 末永カツ子

39 (2004年 2月) 遮光眼鏡について 東海光学 小山哲夫

遮光眼鏡処方の事例の報告 東北労災病院眼科 陳進志

40 (2004年3月) 視覚障害者音声誘導システムの紹介 国土交通省仙台河川国道事務所交通対策係 佐藤、石井、工藤

41 (2004年4月) 利用者から見た都市交通の在り方 仙台両速市電研究会 佐藤茂

42 (2004年5月) 私と視覚障害児教育相談 冗東北大学大学院教育学研究科 教授 新谷守

43 (2004年6月) 視覚障害者の生活環境 宮城県立盲学校 佐 々木克祐
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44 (2004年 7月) 臨床心理の視点からみたロービジョン 臨床心理士 川上恵子

45 (2004年8月) あらためて視覚障害のある人遠の生活を考えるー障害者福 仙台市障害企画課 & タートルの会 金子光宏

祉の側面からー

46 (2004年9月) 盲ろう者の教育・福祉について 国立特殊教育総合研究所 中津恵江

47 (2004年 10月) 視覚障害者の生活環境 宮城県立盲学校 菊地理一郎

48 (2004年 11月) 歩行補助具モールスソニックの紹介 中日電子 今村靖、柿崎正広

49 (2004年 12月) メディアアークにおける視覚障害者サービスについて せんだいメディアアーク 伊 勢 貴

50 (2005年 1月) 私の挑戦 仙台市在住 目黒絵美

51 (2005年 2月) 中途視覚障害者の支援について -NPOの立ち上げ 仙台市太白福祉事務所 斎 藤 茂

52 (2005年 3月) 日本盲導犬協会仙台訓練センターの事業と「盲導犬の育成」 日本盲導犬協会仙台訓練センター 内田まり子、金井政紀、管

について 原美保

53 (2005年4月) 「色変宮城支部の設立についてJr私の自立の道J JRPS宮城県支部 小池 トキ子

54 (2005年5月) 韓国の視覚障害者教育・福祉について 宮城教育大学 山県Lt.I告
55 (2005年6月) 視覚障害者の就労について 障害者職業カウンセラー 両橋清子

56 (2005年 7月) 仙台市障害者ITサポートセンターの取り組みと工夫 仙台市障害者 ITサポートセンター 木島真央

57 (2005年8月) 音で遊ぶパソコンゲームの開発の紹介&体験デモ 東北福祉大学 大内誠

58 (2005年9月) 網膜投影 part3 タイムズコーポレーション 山口成志

59 (2005年 10月) 両知県の実情に適した連携づくりを目指して 両知女子大学社会福祉学部 吉 野 由 美 子

60 (2005年 11月) 視覚障害者に対する IT支援の現状と課題 仙台市視覚障害者領祉協会 鴫原真一

視覚障害児の早期発見と医療・行政・教育の連携 宮城教育大学大学院 江藤宏美

61 (2005年 12月) 視覚障害者の誘導シスァムの現状と課題 国土交通省 岡正彦

62 (2006年 1月) 柳川リハビリァーション病院でのロービジョンケアについ 視覚障害者を支援する会 善積有子

て

63 (2006年2月) 宮城県難病相談支援センターの業務について 宮城県難病相談支援センター 糸 井 真 紀 子

64 (2006年3月) 盲学校と医療の連携一事例をとおして学んだことー 東北労災病院眼科 陳 進 志

宮城県立盲学校 千葉康彦、大江晃

65 (2006年4月) 支援費制度に変わったからこそ言えたこと・見えたこと 聖和学園短期大学 荒井美智子

66 (2006年5月) 日本盲導犬協会仙台訓練センターの活動報告 日本盲導犬協会仙台訓練センター 内固まり子

67 (2006年6月) 障害年金給付制度の基礎知識と最近の変更点について 社会保険労務士 吉田利明

68 (2006年 7月) 活字文書読み上げ装置「アルミーJの紹介と SPコード活用 日本福祉サービス(株) 渡 逃 智 洋 、 江 原 均

方法あれこれ 東日本総合サービス(株)山形営業所 峯 岸 敦

69 (2006年8月) 照明装置を活用した弱視児の学習環境の向上に関する研究 筑波大学附属盲学校 山田毅

について

70 (2006年9月) みやぎ障害者 ITサポートセンターについて (株)ァクノプフザみやぎ 斎藤智美

71 (2006年 10月) 自発光型誘導ブロック等の開発からロービジョンの歩行を (株)キクテック 佐藤義信、早川昌毅

考える

72 (2006年 11月) 開発中の額網膜、ンスァム (ForeheadRetina System)につ (株)アイプフスプフス 菅野米蔵、滝沢アツ子

いて

73 (2006年 12月) ワークショップ 「これからのロービジョンケア、何が必 (ファシリテーター)

要?J ~視覚障害者支援をめぐるみなさんの日頃の気づき 仙台市中途視覚障害者支援センター 阿部直子

や課題から考える~

74 (2007年 1月) ロービジョンの QOL(QualityofLife:生活の質)評価一 東北大学 鈴鴨よしみ

何を? 何のために? どうやって?

75 (2007年 2月) 介護保険制度の基本の「きj その 1 地域包括支援センタ 仙台市国見ヶ丘地域包括支援センター 北川瑞穂

ーの役割について

76 (2007年 3月) 「盲ろう児・者と共に歩む会」の活動について みやぎ盲ろう児・者と共に歩む会副l代表 早坂洋子

77 (2007年4月) 視覚障害者の歩行を助けるカラーナビゲーションシステム (株)TNK 商品事業部 清水昌三

について (株)トラストメデイカル ロービジョン担当 小泉大介

78 (2007年5月) 求められる視覚障害リハビリテーションワーカーとは。 日本盲導犬協会付設盲導犬訓練士学校 多和田悟

職員養成について

79 (2007年6月) 国内における視覚隊害者の単独移動支援システムについて 東北文化学園大学 医療福祉学部 両戸 {二郎

80 (2007年 7月) Kinki"ビジョン・サポート (KVS)の活動から得たこと 日本盲導犬協会仙台訓練センター 原因敦史
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81 (2007年 8月) 経験談や疑問から振り返る「移動時のガイドのポイン卜j 宮城県立盲学校教諭(歩行訓練士) 千葉康彦

82 (2007年 9月) 最近の拡大読書器事情 タイムズ.コーポレーション 山口成志

83 (2007年 10月) 援助のメンタルヘルス 東北労災病院心療内科兼勤労者メンタルヘルスセンタ一 心理判定員

高橋宏明

84 (2007年 11月) 宮城県視覚障害者情報センターの業務概要 宮城県視覚障害者情報センター 坂井素子

85 (2007年 12月) 私らしく生きるためにーパレット kty(キァィ)の活動に パレッ卜 kty(キティ) 代表 佐藤仁子、会長 土橋隆史

ついてー

86 (2008年 1月) 筑波技術大学今昔とその障害学生支援 宮城教育大学 教育学部特別支援教育講座 永井伸幸

87 (2008年 2月) 視覚障害者と歩行訓練 一人ひとりのニーズや実情に応 日本盲導犬協会仙台訓練センター訓練部リハビリテーション課 歩行

じた移動について 訓練士 畑野容子、内悶まり子、原岡敦史

88 (2008年 3月) スクリーンリーダーについて 視覚障害者のパソコン事 スカイフイッシュ 質問優行

1青

見えない・見えにくいフリークフイミング、そこから見えて NPO法人モンキーマジック 小林幸一郎

くるもの

89 (2008年 4月) 仙台市における障害者福祉を考えるー改正障害者基本法に 東北福祉大学教授 阿部 一彦(仙台市障害者施策推進協議会

基づく仙台市障害者保健福祉計画、 障害者自立支援法に基 会長)

づく仙台市障害福祉計画

90 (2008年 5月) 国立塩原視力障害センターの概要 国立塩原視力障害センタ一 指導課 山田哲史

91 (2008年 6月) 知っておきたい福祉制度(1)日常生活用具の給付制度 NPO法人アイサポート仙台 仙台市中途視覚障害者支援センター

阿部直子

92 (2008年 7月) こんなことやってます 東北大口ービジョン外来ーでき 東北労災病院眼科 陳進志

ること、足りないこと

93 (2008年 8月) 知っておきたい福祉制度(2) 視覚障害者ガイドヘルパー 財団法人仙台市身体障害者福祉協会 柏倉平七

の派遣制度

94 (2008年 9月) 障害者雇用に関する各種援助について ー視覚障害者の履 両齢・障害者雇用支援機構 仙台駐在事務所 高 橋 洋

用支援を中心にー

95 (2008年 10月) 初歩から学ぶ遮光眼鏡 東海光学(株) 小山哲矢

96 (2008年 11月) 単眼鏡ー必要な方に有効に活用していただくためにー (株)ナイツ営業部 小 田 島 弘 幸

97 (2008年 12月) 視覚障害者のスポーツと文化 宮城県立百学校 教諭 菊 地 理 一 郎

98 (2009年 1月) 感じよう! ユニバーサルデザイン 身近な道具からー スカイ・ユニバーサルァザイン研究所 大場陽子

99 (2009年 2月) メディアテークにおける目の不自由な方へのサービス、とく せんだいメディアテーク 瀬 川 こ ず え

に音声解説っき映画の取り組みについて

100 (2009年 3月) 全国盲学校における早期支緩の現状 宮城教育大学教授 猪平民理

101 (2009年 4月) コミュニケーションの姿勢について 東北労災病院心療内科兼勤労者メンタルヘルスセンタ一 心理判定員

高橋宏明

102 (2009年 5月) 多様になってきた拡大読書器 据え置き型モデ、ルの比較 トラストメデイカル 小泉大介

検討ー

103 (2009年6月) 宮城県視覚障害者情報センタ一 新体制となって 宮城県視覚障害者情報センタ一 所長 伊藤甲ー

104 (2009年 7月) 見えにくい状態で夜の一番町を歩いてみよう ~体験して 日本盲導犬協会仙台訓練センタ一 歩行訓練士 原悶敦史

みて改めて気がつくこと~

105 (2009年 8月) 音声を使った便利な機器紹介 バイスリープロジェクツ 野沢先介

106 (2009年 9月) 私がいま、目指しているもの 一視覚障害を通して学んだ 東北大学大学院先進漢方治療医学講座 泉 正 之

障害者の自立とはー

107 (2009年 10月) 視覚障害者へのガイド技術について NPO法人視覚障がい者支援しろがめ 村上琢磨

108 (2009年 11月) 視覚障害者の就労と雇用継続に関する問題 大阪体育大学健康福祉学部 辰巳佳寿恵

109 (2009年 12月) 知っておきたい福祉制度(3) 生活保護制度 仙台市中途視覚障害者支援センター 阿部直子

110 (2010年 1月) 白杖の選択と使い方について 日本盲導犬協会仙台訓練センター 内田まり子)

仙台市中途視覚障害者支緩センター 善積有子

111 (2010年 2月) 服薬管理支援について 財団法人シルバーリハビリァーション協会 加齢研究所 鈴木亮

112 (2010年 3月) 「読みやすさJrわかりやすさ」つてなんだろう? ー出版 読書工房 成松一郎(出版UD研究会座長)

UD研究会の活動を通して考えるー
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113 (2010年4月) 仙台・宮械版スマートサイト構想について さど眼科 佐渡一成

114 (2010年 5月) 仙台市の就労支援について ー仙台市障害者就労支援セン 仙台市障害者就労支援センター所長 諸橋悟

ターの取り組みー

115 (2010年6月) 夜間における横断歩道への点滅鋲の設置について 東北福祉大学総合マネジメント学部 岡 正 彦

116 (2010年 7月) 立体コピー どう作る? 何に使える? ~立体コピー コエカミノルタビジネスソリューションズ東北支庖 加藤雅生

システムの紹介と活用方法大研究~

117 (2010年8月) 音声コード (Spコード)の作り方 ~作成、印刷から音声 トラストメデイカル 小泉大介

読み取りの確認まで~

118 (2010年9月) 障害に対する心理的適応への支援~研究からわかったこと 東北大学大学院医学系研究科障害科学専攻 鈴 鳴 よ し み

~ 
119 (2010年 10月) 視覚障害のある仲間同士の雇用継続支援について ~NPO NPO法人タートル 金子光宏

法人タートルの活動から~

120 (2010年 11月) 多様なニーズにこたえる教科書・教材の提供に向けて 教育出版(株) 金子純朗

121 (2010年 12月) パソコンの蘭面を拡大表示するソフト ZoomTextのご紹介 NEC パーソナルソリューション企画本部 アクセシピリティ担当

中野裕実

122 (2011年 1月) 触って楽しむ天文学一宇宙とわたしたち 京都大学大学院理学研究科宇宙物理学教室 嶺重慎

123 (2011年2月) 仙台でのガイドヘルパー養成研修約 8年の取り組みを振 NPO法人しろがめ仙台事務局 千葉康彦

り返って

124 (2011年3月) 疾息別ロービジョンケアシリーズ 1 加齢黄廠変性 東北労災病院眼科部長 佐藤 肇

あさひがおか眼科 陳 進志

東北大学病院 高津育美

125 (2011年5月) 大震災と視覚障害者 ~約 2ヶ月を振り返って~ 参加者全員より話鱈提供

126 (2011年6月) さわってみよう 身近な便利グッズ 日本盲導犬協会仙台訓練センターリハビリテーション事業部 笹山

夕美絵、菅原美保

127 (2011年7月) 見えない人にパソコンを教えるポイント ~なぜ教えても (株)ラヒeット 代表取締役 荒川明宏

わかってもらえないのか?~

128 (2011年8月) 学習障害者と弱視者に対応した音声付日本語提示方式の紹 宇都宮大学工学研究科博士課程後期、 NPO SPAN(視覚障害者パソコ

介 ンアシストネットワーク)副理事長 村山慎二郎

129 (2011年9月) 大震災と視覚障害者 ~約半年を振り返って~ 参加者全員より話題提供

130 (2011年 10月) 触れて体験「しゃべるテレビ番組表J 音声読み上げ機能つ パナソニック(株)デジタルAV-UD推進担当 大内孝夫、藤

きテレビの紹介 井慎一、青木佳寿子、粛藤英一

131 (2011年 11月) みんなに使いやすい ICレコーダーを目指して ~見えない オリンパスイメージング(株)オーディオ事業推進部営業グループ

人・見えにくい人のニーズにこたえるオリンパスの ICレコ 木 村 圭 之 介

ーダーの紹介~

132 (2011年 12月) お久しぶりです。視覚代行シスアム『オーデコJ販売前後に (株)アイプフスプラス 代表取締役 菅野米蔵

はこんなことが!

133 (2012年 1月) 疾息別ロービジョンケアシリーズ 2 糖尿病網膜症 東北大学病院眼科医師 新田文彦

東北大学病院限科視能訓練士 佐 々 木 奈 奈

あさひがおか限科、東北大学病院眼科 医師 陳進志

134 (2012年2月) 精神保健福祉総合センター(はあとぽーと仙台)の紹介 仙台市精神保健福祉総合センター 相談係係長 岡崎茂

135 (2012年 3月) 宮城障害者職業能力開発校「パソコン基礎科Jの紹介 宮城障害者職業能力開発校 山田滋木

136 (2012年4月) 視覚障害者用ポータブルレコーダー『プレタストーク』につ シナノケンシ(株)福祉・生活支援機器ビジネスユニット 営業課

いて ~支援者として知っておくと役立ちそうなことを紹 山岸秀和

介します~

137 (2012年 5月) 多様になってきた拡大読書器(その 2) 一機帯型モデルの トフストメデイカル 小泉大介

比較検討ー

138 (2012年6月) 知っておきたい福祉制度(4) 居宅介護(ホームヘルパーの 障害者相談支援事業所ハンズ宮城野 主任相談員 斎藤 栄樹

派遣)

139 (2012年 7月) 障害者地域活動推進センターきりんの紹介とその役割 障害者地域活動推進センター きりん支援員 大久保陽介

140 (2012年8月) スマートフォンをサポートする障害者用キー PAD 日本テレソフト 畑野智博

rRIVOJの紹介
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141 (2012年9月) 仙台市若林障害者福祉センタ一 機能訓練の紹介 ~視覚 仙台市若林障害者福祉センター支援員碓井修一

障害を持つ方の利用事例を中心に~

142 (2012年 10月) 見えない人・見えにくい人と楽しむ美術館ツアー ~rアー NPO法人ビートスイッチ 泉回文陽、千葉康彦

ト・ミーツJ1年間の取り組みを振り返って~

143 (2012年 11月) 障害のある方の職業能力開発について考える 仙台市健康福祉局障害企画課社会参加推進係 障害者職業能力開発プ

ロモーター 冨士原美由紀

144 (2012年 12月) 視覚障害者が安全に安心して移動できる誘導(ガイド)技術 NPO法人しろがめ仙台事務局 歩行訓練士 千葉康彦

について

145 (2013年 1月) ロービジョンケアのエポックメーキング 神戸視力障害センター 山田信也

146 (2013年 2月) 拡大読書器に関する地域間の差について考える ~ユーザ (株)インサイト 中山雅人

ーの好み、日常生活用具給付事情など~

147 (2013年 3月) リニューアルオープンした仙台市障害者総合支援センター 仙台市障害者総合支援センター企画推進係保健師 伊 藤恵子

(1日 仙台市障害者更生相談所)の紹介

148 (2013年4月) 視覚に障害がある方が安全に交差点を横断できるようにな 篠原電機(株) 事業推進室 兼崎暁美

るために~LED 付き音響装置っき信号の開発・設置に関す

る取り組みの紹介~

149 (2013年 5月) 視覚障害者と電子書籍へのアクセス~EPUB 編集ソフト・ 筑波技術大学障害者向等教育研究支援センター 特任研究員 野津|

EPUB閲覧ソフトのご紹介~ しげみ、田中直子

150 (2013年6月) 疾患別ロービジョンケアシリーズ 3 緑内障 東北大学医学部眼科助教 渡辺売

東北大学病院眼科視能IlII惨事土 高津育美

あさひがおか眼科医院長・東北大学病院眼科ロービジョン外来担当

|凍進志

151 (2013年 7月) 仕事を続けるために活用しているもの・工夫していること~ 社会福祉士(仙台市職員) 小林禎

視覚障害者と就労継続について~

152 (2013年8月) これからの視覚障害者の就労支援について考える~特例子 (株)アイエスエフネットハーモニー仙台営業所 直井 智子

会社で働く社会福祉士の立場から~

153 (2013年9月) 視覚障害リハビリァーションについて ~就職や勤務継続 仙台市中途視覚障害者支援センター 相談員 善積有子

を志望する視覚障害者への支援を中心に~

154 (2013年 10月) (最新の臨床医療>iPS細胞を用いた細胞移植を中心に さど眼科 佐渡一成

155 (2013年 11月) 鉱大写本の会・宮城野の活動紹介 拡大写本の会・宮城野 永津裕子

156 (2013年 12月) ロービジョンとなる、ローピジョンとつきあう 仙台市在住 藤田幸江

157 (2014年 1月 点字ユーザー向け携帯型情報通信端末のご紹介 ケージーエス(株)営業部新規開拓グループ 飽宮純

158 (2014年 2月) 疾患別ロービジョンケアシリーズ 4 小児のロービジョン 国立仙台医療センタ一眼科 野呂充

ケア 宮城県立こども病院視能訓練士 太田五月

宮城県立視覚支復学校千田裕子

あさひがおか眼科 陳進志

159 (2014年3月) よみあげ・拡大読書器「よみあげ名人Jの紹介 アイネット(株)代表取締役 吉本道弘

視覚障害者とフリークフイミング NPO法人モンキーマジック代表 小林幸一郎

160 (2014年4月) 障害者地域活動推進センターきりんで実践している運動プ 障害者地峡活動推進センターきりん 支援員 大久保陽 介

ログラム ープログラムが果している役割の検討を中心にー

ロービジョン学習支援アプリのご紹介 (株)ティー・エス・シー営業グ‘ループ7 ネージャー ニケ森和

浩

161 (2014年5月) いわゆる盲学校はどんな子どもを育て、どんな人材を世に出 宮城教育大学特別支援教育講座教授 長尾博

そうとしているのか

162 (2014年6月) 若い視覚障害者とその支援者に伝えたいこと 宮城県視覚障害者情報センター 中村哲

163 (2014年 7月) ロービジョンフットサル」の普及と発展を目指して 日本ブラインドサッカー協会 ローピジョンフットサル日本代表チー

ム部殴管 爾藤友規

164 (2014年8月) 私の就職活動体験記 ~就労までの道のり~ 山形県在住介護士 大場翼

165 (2014年9月) 総合病院における医療ソーシャルワーカーの役割 仙台市立病院医療福祉相談室 医療ソーシャルワーカー 1宰 井 彰
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東日本大震災時の災害時要援護者の支援状況から考える

~仙台市の町内会の立場から~

仙台市連合町内会長会副会長 島田福男

1.災害時要援護者をめぐる東日本大震災の前と後の環境

(1)震災前の環境~支援の必要性はわかっていたが、具体的な取組み方が課題となっていた~

平成 16年7月の新潟県や福井県で起こった豪雨による甚大被害(特に高齢者等)を機に

国の「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」に基づく、各種の取組みがスタートしていた

が、要援護者の対象範囲や情報の把握と共有のしくみづくり、支援体制づくりが課題だ、った。

( 2 )震災後の環境~震災を踏まえ、具体的な支援プランが完成し、登録制度もスタートした~

仙台市では、災害時要援護者の避難支援を、地域による共助の中で行う体制づくりを働きか

けていたが、これを全市的に一層進めるために、平成22年から町内会代表、福祉関係団体代

表等から構成する検討会議を設置し、検討を重ねた結果、同 24年3月に震災を踏まえた「仙

台市災害時要援護者避難支援プランj 作成され、災害時要援護者登録制度もスタートした。

2. 東日本大震災時の災害時要援護者の支援状況，.....， 3つの地区の事例~

(1)災害時要援護者支援の形

災害時要援護者支援の形としては、指定避難所、福祉避難所、在宅などの場での支援がある

が、このうち、町内会の関わりが深いものは、指定避難所や在宅の場での支援である。

先の震災時には、地域により様々な対応がなされた。その代表的な例を次に紹介する。

(2 )泉区加茂地区の事例~在宅の災害時要援護者への配食支援の実現~

震災対応中に「在宅の災害時要援護者の支援Jが課題として浮上。そこで、連合町内会が中

心となり、地区社協、民生委員、ボランティアの協力を得て、民生委員が把握している要援護

者への配食支援を実行。その後、災害時要援護者の配食支援をマニュアルに明文化した。

(3 )太白区八木山南地区の事例~安否確認と支援方法について震災を機に見直す~

震災前に、地区社会福祉協議会が各戸を訪問し、希望する支援者をあげてもらい、支援体制

を確立。しかし、震災時に想定通りの安否確認ができずに災害対策本部で確認。ところが、既

に支援者や隣近所で確認済みであることが判明。よって支援者と隣近所で確認することに変更。

(4)青葉区片平地区の事例~マンション居住者・未登録者を含め、集団体制で見守り~

当地区は、マンション居住者と一人暮らしの高齢者が比較的多い地域。連合町内会や地域の

各種団体などで組織する「片平地区まちづくり会j で検討の結果、町内会の班長・組長、民生

委員、福祉委員などの集団支援体制でマンション居住者・未登録者を含めた見守りを計画。

3. 震災を踏まえた仙台市の災害時要援護者支援策との町内会の協働と今後の課題

( 1 )災害時要援護者登録制度のスタートと活用

要援護者が町内会等への情報提供を同意する制度がスタートし、平成 24年 12月からリス

トが町内会等に提供されることになり、「災害時要援護者情報取扱いの手引きJに基づき、各町

内会の「情報管理のルールづくり」を進み、個人情報の厳格管理のもと支援体制の構築が進む。

( 2 )災害時要援護者支援の進め方

平成 25年6月に仙台市より町内会に「災害時要援護者支援の進め方Jが送付され、この手

引きに従い、町内会ごとに要援護者の把握、訪問、支援者選定、訓練などが展開されつつある。

( 3)今後の課題

-町内会へのリストの配布率が約 9割(平成26年4月現在)であり、十全ではない。

・リストの配布を受けた町内会の取組み状況として、登録者への地域の支援者の訪問状況が

約6割とし、う調査結果があり、支援体制のさらなる強化が求められている。など
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認知症の人と家族の会宮城県支部若年認知症のつどい

「翼Jの活動

認知症の人と家族の会宮城県支部世話人若生栄子

活動日 毎月第1. 3木曜日

参加者 認知症本人 10----12名家族 15名位ボランティア世話人

時間 1 0時30分"'-'1 5時

費用 昼食代実費

平成 18年、二人の若年認知症の方とその家族の支援から「翼」の活動が始まりました。

若年や初期の方に合うサービスがないということが「翼」の発足理由でもあります。

本人への支援は、初期の段階での経験や関り方が重要であるにもかかわらず、福祉サービ

スが高齢者向けであったり若年の方のニーズにそわなかったりしているので、活動内容が

合わず孤立してしまいがちです。特に初期の場合はプライドが傷つきやすく、落ち込み、

うつ状態になることが多く、結局は行くところがなく家に閉じこもりがちになってしまい

ます。

発症まもない本人と家族は今後の人生設計の変更を大きく強いられ、社会、地域の中で孤

立し絶望感にさいなまれています。今の私たちに何が出来るのだろうかと試行錯誤で始ま

った「翼Jは、現在、主に次のような活動をしています。

1 本人の，思いを語って頂き受け止める場

2 介護者の思いを語る場相談

3 r翼合唱団J歌のレッスン公演

4 レクレーション(ゲーム 運動)

5 情報交換

「翼」では沢山の笑顔に出会えます。

「翼」を指折り数えて待ってくださっている方がいます。

どんなに厳しい現実であっても私たちは決して一人ではなく

仲間がし、ることの力強さを強調したいと思います。
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10月12日(日) 13:30-16:00 

|シンポジウム11

第2部 rrr社会参加』向上に向付た

総合リハヒリテーションのあり方」

シンポジスト
河合純一((一社)日本パラリンピアンズ協会会長)

坂本洋一((株)ピュアスピリッツ顧問)

大嶋伸雄(首都大学東京健康福祉学部作業療法学科教授)

小田芳幸((社福)横浜市総合リハビリテーションセンター自立支援部長)

分藤賢之(文部科学省特別支援教育課特別支援教育調査官)

座長
木村伸也(愛知医科大学教授)

J'............................................................................................................................................................... 

第36回大会の「総合リハビリテーションの深化を求めて~当事者の主体性と専門家の専門性J

というテーマを継承し、今大会は「当事者の社会参加向上と総合リハビリテーションJというサ

プテーマのもと開催される。このテーマを深化させることを意図して、シンポジウムE第2部で

は、現地実行委員会企画の第 1部をうけ、1)何故，社会参加の向上なのか、 2)社会参加の向

上を阻害している要因は何か、 3)阻害要因を促進要因へと変える具体的な方略、という論点で

議論を進める。登壇いただく当事者自身がパラリンピックや教職への参加を通じて経験した問題

と克服過程・成果をめぐって、特別支援教育、就労支援、保健医療、福祉分野のシンポジストか

ら提言をいただき、当事者中心の支援(=総合リハビリテーション)のあり方を考えていく。

そして、第 33回大会で「総合リハビリテーションの新生jとして提起された柱の一つである、

当事者を、高齢者・障害者・患者・被災者等を含む生活機能低下のある人全般というように広く

捉える視点に立ち、総合リハビリテーションの考え方とノウハウを、私たちに共通で身近なもの

として役立てるための課題を明らかにしたい。
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「視覚障害者の社会参加 スポーツと就労」

一般社団法人日本パラリンピアンズ協会会長河合純一

1.スポーツを行うためには

(1)ハード面での配慮

①建物 ②アクセス ③用具

(2 )ソフト面での配慮、

①指導者 ②プログラム ③仲間

(3 )パラリンピックの意義

①歴史 ②現状 ③今後

2.教育現場で働くために

(1)偏見

①安全確保 ②自立できているか

(2 )技術革新

①パソコン ②携帯電話 ③点字デ、イスプレー

(3 )人的サポート

①授業 ②学級経営 ③その他の業務

3.道を切り開くために

(1)意欲・熱意

①夢や目標をもっ ②言葉にする ③行動する

(2 )ネットワーク

①コミュニケーション ②真の共生
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社会参加向上に向けた制度活用と専門職の役割

株式会社ピュアスピリッツ顧問坂本洋一

はじめに

①制度の活用は、専門職だけではない。障害者自身の制度活用を強調すべきである、②

相談支援の在り方が変化してきている、③サービス提供者の支援の在り方も変化してき

ている、 3点について話を進めます。

1.制度活用の入り口

制度を活用する入り口は、 2つあります。一つは、相談支援専門員(計画作成担当)に

よる計画相談支援による制度活用で、社会資源を活用することや人生設計を描くこと等が

困難な者に対してケアマネジメント手法を用いて相談支援を行います。

2つ目は、障害者自らがプランを作成し、制度を活用する入り口で、障害者自らが制度を

活用できるという観点から、障害者自身がプランを作成し、サーピス調整を行い。継続的

にサービスを利用します。

2.障害福祉サービスの利用方法

障害福祉サービスを利用する手続きは、まずは市町村に支給申請を行い、相談支援事業

者にサービス等利用計画案の作成を依頼するか、自らプランを作成するかになります。

No.5スライド、計画相談支援は、サービス等利用計画を作成し、サービス提供事業者との

連携のもとで個別支援計画にそったサービス提供を行います。

3.相談支援の在り方の変化

このような制度の変化により、相談支援の在り方が変化してきています。従来、相談支

援は障害者が利用するサービスを紹介することに主眼があったように思います。これは、

サービスから出発することになりますが、障害者をサービス投入から分析してきたといえ

ます。一方、現在の相談支援は、障害者の自己決定を引き出す支援、障害者の権利を擁護

する支援、計画相談支援の究極は、支援がなくなること等のポイントがあると思います。

4.サービス提供の在り方の変化

サービス提供の在り方の変化として、個別支援計画を作成し、それに基づいてサービス

を提供し、目標達成の測定を行う一連の PCDAサイクルを実行することが求められています。

5.専門職の役割

このような変化は、専門職に対して、障害者に対するアプローチを再考することになり

ました。 1つは、エンパワメントの視点による支援、もう一つは、ストレングスモデルに

よる支援です。

さいごに

社会参加向上に向けた制度活用と専門職の役割は、①エンパメントの視点による支援に

よって、障害者が地域で生活する力を引き出すことが社会参加向上につながる。②そのた

めに、専門職は障害者のストレングスに着目して支援することが求められます。
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社会参加向上に向けた
制度活用と専門職の役割

株式会社 ピュアスピリッツ

顧問 坂 本 洋 ー

制度活用の2つの入り口

1.相談支援専門員(計間作成担当)による計画相談支援

社会資源を活用することや人生設計を描くこと等が
困難な者に対してケアマネジメント手法を用いて相談支援

2.障害者自身によるセルフプランによる制度活

障害者自らが制度を活用できるという観点から、障害者自
身がプランを作成し、サービス調整を行い。継続的にサー
ビスを利用する

指定特定相談支緩事業者(計画作成位当)及び隊努児相談支援事業者と

障害草稿社サービス事業者の関係

ニーズから

出宛
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社会参加向上に向けた制度活用と
専門職の役割のキーワード~制度面から~

1.制度の活用は、専門職だけではない。 障
害者自身の制度活用を強調すべきである。

2.相談支援の在り方が変化してきている。

3.サービス提供者の支援の在り方も変化してき
ている。

障害福祉サービス等の利用手続き
[・市町村に支給申m ~~生労働省 :平崎25年度初験室侵従事者指導者研修資料

-4翠~

〔・市町村からサービス待相ulln画家を拠出するよう求められる

[つ福蔵支盈事票所にサービス司事事IlIIot画家の作成を依頼

-4窓~
l・市町村にサービス等利用計画家を提出

-4遣軍』ー

[・市町村はサービス簿ftllll計画家などを害者に支給決定

ー占翠~
[・相額支撮事援所I主事提者や日包などを翻盤してサービス等利用百十闘を作成

[・サービス利用開始 } 

-4翠認ユー

(・一定期間ごとに骨サービス等の利)!J状況の1iIt贈を行い必要に応じ肝固め見直しを行う

サービス等利用言十麗iと倒5JfJ支援計画の関係
。 サービス刷111118十割については号制厳支...門U:dI，Il(}e'!lf.c!l助制同咽tたすべ'11皿金閉まえ a虫色適切なサービスの組み合わせ符につ

いて険制L.../tJI&.

0 ・同別支e・u剛についてはサービスW理劇係官がサービス理事制/II1t1!lにおける也合的忽T1i・'"を鴎支え白後..所が鑑依するサーピ
スの適切な支a内符等について検制」仲峰.

サービス提供の在り方の変化
支援費制度のスタ-Hこより、事業ごとに個別支録音十圏

(施設支援部闘なおの策定が指定基準に義竜三 位主主主z
_~J しかし央節制こは、 | 戸

.民自宅量れるべ$サービス町内容.控iJ延期間がl削砲でなL¥

.側別主按111-0;1田仲成方法怖の具体j}'i.)位されていなL¥

・サービスの質的担保をfI'珊すべき斑任の所lF.ペヵ:悶確でtl¥¥

→~ などのllU闘があり、 ~ 
--ーーーーー』ーーー一ー『ーー一一---・-

H結巣として.

|①利111者ごとの自信政定を明縮化することで、より効務的に地織移行
トや蹴労に結びつけていくためのサービス鍵供体制の強化や、

i②多〈の事業者に対して.どのようなサービス管理の仕方が賓の商い
十サービスを位保することになるの由吋こついてのノウハウを提示してL、〈、

いなどの対応策が求められている.



専門職の役割

1.エンパワメントの視点による支援

2.ストレングスモデルによる支援

西空ヨ
O 

O 

エンパワメントの実践目標
8.So10皿on.BlackEmployment.:Social Work in Opprcssed Comm山由ies.Columbia Uruversity 
Press.P.6. 1976 

，. 

I クライエントが自分の問題解決を目指していくとき、 自分自身
がt持者であることを自認できるように援助する。

2 クライエントが活用できる知，ìf~や妓術をワーカーが保持してい
ることを、クライエン トがfl認できるようにmWJする。

3 ソーシャルワーカーはクライエントにとっての協力者、 パート
ナーであることを、クライエン 卜が認めるように援助する。

4 ソーシヤルワーカーが威圧的な社会制度の!"<の fj~~税を減少させ
る働きをしていることを、 クライエン トが認めるように按助す

るγ一一一一一

チャールズ・ラップ教授(カンサス大学)の
ストレングスモデル

利用者の持っている能力や意欲、好み、抱
負といった強さ、さらには利用者を取り巻く環
境の強さであるさまざまな社会資源や人間関
係等に視点をあてたアセスメントにより支援計
画を作成する

利用者の満足度が高く、利用者1がストレスに強く
なって、地域での生活力をつけてきた。
再入院率が低下し結果的に財源抑制経働く。
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従来の利用者支援からの脱却

エンパワメントとは

O 経済的状況、性別.11'1節.!'(Il!l
持によって.社会的に百定的な
時価を受けている

o Ir~ IJnく服岐によって.榔利が
但書されている

三と!5:!li之上
=アメリカにおける
マイノリティ(1日人等の
IJ合的に101日4された人 )々
が失っている力を強化していく

圃幽岡~ [蹴への働きかけ

ことで、生活が弱体化盲 無力化している人々を本来もっている力を@彼・強化

していく娘助

ストレングスの考え方の背景

1970年代後半のブローカーモデル(主に精神隊審3
利用者の弱さをアセスメントし、その生活課題を解決
する。そのために利用者のニーズに社会資源を結び
付ける。

利用者のQOUl.>向上と財源抑制がみられなかった

リハピリテーションモデル=柑神副院地悦則的SST町興施によるQOLQ)向上と
ケアマネジメン1-0)組み合わせ

パクトモデル=脱出とケアマネジメントが一体となり取JJ日者をま世」 一定の岬価
が帥られている.特に眠症且l者への直川が抽県的

ストレングスモデル

ストレングスの例

「両議お天日~ J~子三十“|

.R'j'重量カ需品る

ーカラオケ仲間の
劫友遣がいる

-闘のよい主泊
隠が担当

-腕切な民生寮
員さんが会旦自

-近〈に文学があり
ボランティ7 1こ図らない

-i丘〈に当事者グループ
の事務局がる

-住まいは持ち軍
があり回らない

本人(J)7..トレングス

-笑顔が魅力的 ¥ 

・ 好 き な 人 が い る

・プログラムを欠席しない
.プログラムをサボれる

-00の 資格をもっている
.絵{字〉が上手い
・凡帳茄である

-元気にあい さつができる
・弱音が吐ける・・・等

ー近〈に駅があり便利

.近〈にコンビニがある

.10 0円ショップ

がある

ー隅町の兄摘

がときどき車て
〈れ る

図書闘がある

公国がある

ー理がある

・111がある

-近〈に支慢センターがある 晦



ストレングスモデルの原則
Dennls SaI曲b町tsntroductloO:Power ln the PeopleJin De皿lsSaleeb町恒DS).
The SIre暗色sPerspecUve In Sociol W，町弘A且yu&Ba崎弘却@払P.14-18.

1.いずれの鏑入、1韓関、家族、地織社会についても、ストレングスを有している.

2.1.臓のト仇側、航舗とも句院とが容は位時である

岡崎にそれらは挑戦や新たな機会の滋にもなりうる
3.利用者の成長や饗化の限界については分からないものとして認識し、個人、集団、

地域社会の有している可能性に重点を霞〈。

4.利用者と協働することで、最高に利用者に仕えることができる.これは利用者が変

化し、成長し、自己実現してb、〈飽カを信じることである.

5.あらゆる環境は資源の支障である.利用者の権利を奪うような家族、集団、地域社

会であっても、盟書在的な可飽性を豊富に有してb喝.

6.ケアは社会自枕鮮や相互逮関を強めるものであり、ケアされることとケアすること

が重要である.
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まとめ

社会参加向上に向けた制度活用と専門職の役
割として、
1.エンパメントの視点による支援によって、障害
者が地域で生活するカを引き出すことが社会参
加向上につながる

2.そのために、専門職は障害者のストレングスに
着目して支援する。



rr社会参加』向上に向けた総合リハビリテーションの在り方」

一多職種連携協働による新たな視点からの取り組み一

首都大学東京大学院人間健康科学研究科教授大嶋伸雄

1. IPE (Interprofessional Education :多職種連携教育)と IPC(Interprofessional 

Collaboration :専門職連携協働)の意味と意義について

IPEの定義については「二つ以上(複数)の領域の専門職者が連携およびケア・サービスの質

を改善するために，閉じ場所で共に学び，お互いから学び合いながら，お互いのことを学ぶ」と

いうCAIPE(UK Centre for the Advancement of Interprofessional Education :英国連携教育

推進センター)によるものが共通の合意事項として国際的に使用されている。専門教育における

IPEと臨床のIPCは表裏一体のものであるが，そのIPCの意義とは「専門職連携協働によるケア・

チームの質的向上がもたらす患者~クライエントのQOL向上Jであることは疑うべくもない。

それでは， IPEの教育目標とは何だろうか。それは「チーム全員が監督目線を持つサッカーチ

ーム」あるいは「複数の職種全員がケアマネジャー目線を持つチームJを組む事と閉じ意味を持

つ。つまり，自分の専門性を他者の視点，チーム全体の動きを僻敵して見ながら，自分自身を「外

在化Jr客観視j できるメタ認知の能力を意味する。これは職人 (specialist)の対語であるジェ

ネラリスト (generalist)を意味し，個々のマネジメント能力が必要になる。

2.英国のジェネラリスト・チームが行う地域障害者の社会参加推進の事例

リハビリテーション・チームが IPCで取り組んでいる英国の事例を紹介する。英国ロンドン

市近郊の WestCroydon地区における地域包括保健プロジェクトでは，地域の NHS(国民医

療保険サービス:National Health Service)が主体となってある取り組みを推進している。そ

こでは訪問するすべての専門職が「患者教育Jという共通理念と介入方法を選択している事が

特徴である。対象者宅での必要最小限の補助器具(杖，車椅子)，環境調整~家屋改造以外，

訪問する専門職者が「全く手をださない~しかし口は出す」この方法は，対象者自身の生活に

対する自立心と高い社会交流の意欲を引き出し，医療費を削減するという効果を示した。また，

同時に専門職らは地域住民による相互扶助・互助の社会交流システムを作り，医療処置は必要

最低限でしか行わないことで，善し悪しは別として，見事に NHS側の要求に応えている。「こ

のシステムを実現するために IPEがあるJと近郊の St.George's University ofLondonのIPE

担当教員が述べていた。

本邦でこうしたシステムを稼働させるためには様々な国民的コンセンサスが必要になるが，

将来的にはこうした「患者教育Jを多専門職による IPCで行わざるを得ない時がやってくる可

能性がある。しかし，現在のわが国の「病院における治す医療~治したいリハビリテーション」

から，いきなり「自立生活の地域へJという流れは利用する対象者も提供する専門職者側にも

相当大きな意識のギャップが存在する。そのため早期に IPEを導入し，病院など医療施設で働

く専門職者側の意識改革を早急に進めながら，各地域の実情に即した相互扶助・互助の社会交

流システム作りを我々リハビリテーション専門職が他の専門職，行政と組んで行う必要がある。

つまり r地域の障害者を社会参加させるJのではなく「障害者が自ら社会参加するJために

は，リハビリテーション専門職の新しい技能である「患者教育Jと地域システム作り~維持す

るためのマジメント能力が欠かせない事になるが，それらは全て IPEの教育目標になる。
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復職支援にみる社会参加に向けた総合リハビリテーションの役割

一就労支援施設の取り組みからー

1.社会参加の一つである就労

横浜市総合リハビリテーションセンター自立支援部

部長小田芳幸

働くことの意義には、「報酬を得るJr社会参加Jr自己実現Jがあり、人によってそ

の比重は異なる。とりわけ長年勤めた職場に対する所属意識を強く感じるのは当た

り前であり、復職を果せたことの充足感は大きいと考える。

2.復職支援に向けた取り組み

(1)就労支援施設

横浜市総合リハビリテーションセンター就労支援施設は、就労移行支援事業 30名、

訓練コース 10名(横浜市単独事業)の施設である。脳血管疾患や脳外傷による高次

脳機能障害のある利用者への支援が中心となっている。

平均在籍機関は 10ヶ月 (H25年実績)であり、復職支援が特徴である。平成 19年 4

月~平成 26年 3月までに施設を退所した 262名の内、復職希望者は 123名あり 84

名 (68.3%)が復職している。

( 2 )復職支援に向けた取り組み

復職は、当然のことながら受け入れる事業所の判断に負うところが大きい。そのた

め「職務再設計」を含めた提案を如何にして受け入れてもらえるのかが鍵となる。

就労支援施設では、職業相談→職能評価→施設を利用した体験・就労準備→事業所

との調整・移行支援→アフターフォローと支援を進めている。支援において心がけ

ているのが、利用者の職能評価に基づき、「できる力Jを高め、事業所における職務

とのマッチングを図ること、明らかになった苦手な部分について代償手段を講じる

等マイナス要素の軽減を図ることである。そして、利用者自身の努力と合わせて、

事業所と受け入れに向けた調整を段階的に進めなくてはならない。

3.総合リハビリテーションの必要性

復職に至るプロセスでは、身体機能の改善・代償手段の獲得、障害理解、体力・耐

久力向上、日常生活動作の改善、交通機関利用の自立などの就労前に必要とされる

能力の獲得が求められる。これらの力を着ける取り組みは就労支援に関わる職種だ

けだは限界があり、医学リハ、社会リハの専門職との協働することで効果・効率化

が図られる。また、事業所への障害理解や対応についての説明、職場環境を整える

支援においても関連するリハ専門職からの直接支援やコンサルテーションを受ける

ことでスムースな移行支援を図ることができる。

100 



『社会参加』向上に向けた特別支援教育の在り方を考える

1.はじめに

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課

特別支援教育調査官分藤賢之

教育において、一人一人の子供の能力や可能性を最大限に伸ばすことは最も重要な点です。これは特

別支援教育においても、従来より追及してきました。

我が国においては、平成 19年度から特別支援教育が本格的に開始され、現在、各教育委員会や各校に

おける特別支援教育の体制整備が一定程度進みつつあるところですが、今後、共生社会の形成に向けた

インクルーシブ、教育システム構築のため、特別支援教育の一層の充実が求められています。

2. インクルーシブ、教育システム構築の取組

インクルーシブ教育システムとは、平成 18年 12月の国連総会で採択された「障害者の権利に関する

条約」において提唱された理念であり、人間の多様性の尊重等を強化し、障害のある者が、その能力等

を最大限に発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下で、障害のある者

と障害のない者が共に学ぶ仕組みとされています。

文部科学省では、学校教育における施策を進めるために中央教育審議会初等中等教育分科会において、

平成 24年 7月に報告(r共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教

育の推進J)がとりまとめられました。

報告では、①共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築、②障害のある子供の就学

相談・就学先決定の在り方、③障害のある子供が十分に教育を受けられるための合理的配慮及びその基

礎となる環境整備、④多様な学びの場の整備と学校間連携の推進、⑤特別支援教育を充実させるための

教職員の専門性の向上、等についてまとめられています。

3. 今後に向けて

特別支援教育は、共生社会の形成に向けて、インクルーシブ教育システム構築のために必要不可欠な

ものです。そのため、以下の考え方に基づき、特別支援教育を発展させていくことが必要です。

① 障害のある子供が、その能力や可能性を最大限に伸ばし、自立し社会参加することができるよう、

医療、保健、福祉、労働等との連携を強化し、社会全体の様々な機能を活用して、十分な教育が受

けられるよう、障害のある子供の教育の充実を図ることが重要である。

② 障害のある子供が、地域社会の中で積極的に活動し、その一員として豊かに生きることができる

ょう、地域の同世代の子供や人々の交流等を通して、地域での生活基盤を形成することが求められ

ている。このため、可能な限り共に学ぶことができるよう配慮することが重要である。それが、障

害のある子供が積極的に社会に参加・貢献するための環境整備のーっとなるものである。

③ 特別支援教育に関連して、障害者理解を推進することにより、周囲の人々が、障害のある人や子

供と共に学び合い生きる中、公平性を確保しつつ社会の構成員としての基礎を作っていくことが重

要である。次代を担う子どもに対し、学校において、これを率先して進めていくことは、インクル

ーシブな社会の構築につながる。これは、社会の成熟度の指標のーっとなるものである。
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(r障害者政策委員会Jと「審議会その他の合議制の機関jに係る規定の部分については平成24年5月21日施行。)

教育の条文のみ抜粋

[改正後l(下線部は改正部分。斜宇都は衆t告書完一部修正)
(教育)

筆土さ全国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢孟
ぴ能力に応じ‘かっ‘その特性存踏まえた十分な教育が受
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主主亙虚L.-:>-:>、教育の内容及び方法の改普及び充実を図
る等必要な施策を講じなければならない。

[改正前]
(教育)

笈土旦全国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢ふ』
能力及H障害の状熊に応じ 十分な教育が受けられるよう

にするため、教育の内容及び方法の改普及び充実を図る
等必要な施策を講じなければならない。
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呈国及び地方公共団体は、堕宣主主金~児童及び生徒と堕
萱責主主ど児童及び生徒との交流及び共同学習を穏健的
に進めることによって、その相互理解を促進しなければなら
ない。

4 固及び地方公共団休は.殴害者の教育に闘し、調査及び
研境並びに人材の確保及山首宮の町上.i&切!d.'$'j'#筈の
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呈国及び地方公共団体は、監査笠盆.2児童及び生徒と隆
宣2主主土児童及び生徒との交流及び共同学習を積値的に
進めることによって、その相互理解を促進しなければならな

。、L 
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インクルーシブ教育システム(inclusiveeducation system) 

人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能

な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの

目的の下、 障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、

① 障害のある者が一般的な教育制度(general education system)から排除

されないこと、

② 自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、

③ 個人に必要な「合理的配慮J(reasonable accommodation)が提供さ

れる等が必要とされている。
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1.共生社会の形成に向けて
共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築、インクルーシブ教育システム構築のための

特別支援教育の推進、共生社会の形成に向けた今後の進め方

2.就学相談・就学先決定の在り方について
早期からの教育相談・支媛、就学先決定の仕組み、 一貫した支媛の仕組み、就学相談・就学先決定に係る

国・都道府県教育委員会の役割

3.障害のある子どもが+分に教育を受けられるための合理的配慮及びその

基礎となる環境整備

「合理的配慮Jについて、「基礎的環境整備Jについて、学校における「合理的配慮Jの観点、「合理的配慮Jの充実

4 多様な学びの場の整備と学校関連携等の推進

多様な学びの場の整備と教職員の確保、 学校間連携の推進、交流及び共同学習の推進、関係機関等の連燐

5 特別支援教育を充実させるための教職員の尊門性向上等
教職員の専門性の確保、各教職員の専門性、 養成・研修制度等の在り方、教職員への障害のある者の採用・

人事配置
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| 0基礎的環境整備と合理的鵬配慮{中綿榊分科会報告より〉 I O 学校教育法施行令の一宮附

ユーi丞宣
中教審初中分科会報告(平成24年7月)において「就学基準に該当する隙害のある子どもは特別支援学校

に原則就学するという従来の就学先決定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護

者の意見、教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点

から就学先を決定する仕組みとすることが適当である。」との提言がなされたこと等を踏まえ、学校教育

法施行令について、所要の改正を行う 。

『合理的配慮」と「基健的環痩聾備J
障害のある干供に対する支援については、法令に基づ曹又は財政治置によ仏国は全国規犠?都選府県は各部省府県肉で‘市町村

は各市町村内で動音彊措白容惜多チれヂれ行三これらはー「合理的配慮 lの基礎となる環憤啓備であり‘それ多「基礎的環措警備止呼
ぶι主主主ゑムこれらの環境整備は、その整備の状況により異なるところではあるが、これらを基に、設置者及び学校が、各学校において、
障害のある子供に対し、その状況に応じて、「合理的A2慮」を提供する。

基礎的環境聾備
①ネットワ ヴの形成・連続性のある多織な学びの場の活用
②専門性のある指導体制の確保
③個別の教育支媛計画や個別の指導計画の作成等による備導
④教材の詫保
⑤施設・設備の整備
⑥専門性のある教員‘支媛員等の人的配置
⑦個に応じた指導や学びの場の訟定等による特別な指導
⑧交流及び共同学習の推進
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|l合理的配慮措礎的問聾曲目間保 112 改正の概要

(1)就学先を決定する仕組みの改正

m忍盤査室主主 (視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者 (身体虚弱者を含

む。)で、その障害が、同令第 22条の 3の表に規定する程度のものをいう 。)ι二三位T，j拐止玄1童
学校への就学害原買1)とし、例外的に認A'就学者と して小中堂校へ就掌すること害可能としている現行

設.ii_1!:良企L 鋼生虫卑露呈主主笠l三2心.L..llIAI並笠整査委員金星壬企隆翠Q2拡態笠之段差L之主盤会

飽主箆皐企主益受注乏迭友玄ゑ金飽食とする。

(2)障害の状態等の変化を踏まえた転学

特別支援学校・小中学校間の転掌について、その者の障害の状態の変化のみならず、三金主血塗宣

上必要な支擦の肉容‘地綬における教育の体制の整備の状況干の他の事情の変化によっても転学の検

討手開始できるよう‘規定の整備を行う 。

(3 )視覚障害者等による区域外就学等

視覚障害者等が、その住所の存する市町村の設置する小中学校以外の小学校、中学校又は中等教育

学校に就学する ことについて、規定の整備を行う。

(4)保護者及び専門家からの意見聴取の機会の鉱大

市町村教育季員会による保諮者及び尊門家からの煮顎聴取について、現行令は、視覚障害者等が小

学校又は特別支復学校小学部へ新入学する場合等に行うこととされていると三ろ、これを坐主益金~主
特別支援掌校中主幹部への進掌時等にも行うこととするよう‘鐸'lF'の整備存行う 。

学校における合理的配慮の観点

@盆宣血盃去i圭
①一1 教育肉容

①ー1-1 学習上文は生活上の困難を改善・克服するための配慮
①ー1-2学習内容の変更・調整

①-2教育方法
①-2ー1 情報・コミュニケーション及び教材の配慮
①-2-2学習機会や体験の確保
①-2-3 心理面・健康面の記慮

②玄室盆劃
② 1 専門性のある指導体制の整備
②-2 幼児児童生徒.教鞍員.保護者.地犠の理解啓発を図るための配慮
②-3 災害時等の支媛体制の整備

③鑑誌ニ盆鐘
③ー1 校内環噴のバリアフリー化
③-2 発達、障害の状態及び特性等に応じた指導ができる施設・設備の配慮
③-3 災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮
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三ιJ主丘旦 平成 25年9月 1日 -6--5-

在籍する学校、学級単独では障害に応じた専門的な指導や助言を得ることは難しいが、地威内の教育資源の組合せ

(スクールクラスヲー)が効果的に機能するためには、教育資源がそれそ'れの専門性を高め、ネットワークを形成し、地

域内の特別支復教育を1¥ックアップする体制をつくりだすことが重要て、ある。そのためには、多様な学びの場の整備と

それぞれの学びの場をつなぐ線が必要である。特別支援教育の拠点となる教育資源が複数の線で結ばれたスクール

クラスヲーが全国各地に出来る三とを期待する。

連続性のある多様な学びの場(例)
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障害者の権利に関する条約

(公定訳文案/2009年 3月 3日版)

]
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前文

この条約の締約国は、

(a)国際連合憲章において宣明された原則が、人類社会のすべての構成員の固有の尊

厳及び価値並びに平等のかつ奪い得ない権利が世界における自由、正義及び平和の

基礎を成すものであると認めていることを想起し、

(b)国際連合が、世界人権宣言及び人権に関する国際規約において、すべての人はい

かなる差別もなしに同宣言及びこれらの規約に掲げるすべての権利及び自由を享有

することができることを宣明し、及び合意したことを認め、

(c)すべての人権及び基本的自由が普遍的であり、不可分のものであり、相互に依存

し、かつ、相互に関連を有すること並びに障害者がすべての人権及び基本的自由を

差別なしに完全に享有することを保障することが必要であることを再確認し、

(d)経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約、市民的及び政治的権利に関す

る国際規約、あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約、女子に対するあら

ゆる形態の差別の撤廃に関する条約、拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を

傷つける取扱い又は刑罰に関する条約、児童の権利に関する条約及びすべての移住

労働者及びその家族の構成員の権利の保護に関する国際条約を想起し、

(e)障害が発展する概念であることを認め、また、障害が、機能障害を有する者とこ

れらの者に対する態度及び環境による障壁との聞の相互作用であって、これらの者

が他の者との平等を基礎として社会に完全かっ効果的に参加することを妨げるもの

によって生ずることを認め、

(f)障害者に関する世界行動計画及び障害者の機会均等化に関する標準規則に定める

原則及び政策上の指針が、障害者の機会均等を更に促進するための圏内的、地域的

及び国際的な政策、計画及び行動の促進、作成及び評価に影響を及ぼす上で重要で、

あることを認め、

(g)持続可能な開発の関連戦略の不可分の一部として障害に関する問題を主流に組み

入れることが重要であることを強調し、

(h)また、し、かなる者に対する障害に基づく差別も、人間の固有の尊厳及び価値を侵

害するものであることを認め、

(i)さらに、障害者の多様性を認め、

。)すべての障害者(より多くの支援を必要とする障害者を含む。)の人権を促進し、

及び保護することが必要であることを認め、

(k)これらの種々の文書及び約束にもかかわらず、障害者が、世界のすべての地域に

おいて、社会の平等な構成員としての参加を妨げる障壁及び人権侵害に依然として

直面していることを憂慮、し、

(1)あらゆる国(特に開発途上国)における障害者の生活条件を改善するための国際

協力が重要であることを認め、

(m)障害者が地域社会における全般的な福祉及び多様性に対して既に貴重な貢献を

しており、又は貴重な貢献をし得ることを認め、また、障害者による人権及び基本

的自由の完全な享有並びに完全な参加を促進することにより、その帰属意識が高め

られること並びに社会の人的、社会的及び経済的開発並びに貧困の撲滅に大きな前

進がもたらされることを認め、

(n)障害者にとって、個人の自律及び自立(自ら選択する自由を含む。)が重要である

ことを認め、

(0)障害者が、政策及び計画(障害者に直接関連する政策及び計画を含む。)に係る意

思決定の過程に積極的に関与する機会を有すべきであることを考慮し、

(p)人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意見、国民的な、種族的

な、先住民族としての若しくは社会的な出身、財産、出生、年齢又は他の地位に基

づく複合的又は加重的な形態の差別を受けている障害者が直面する困難な状況を憂

慮し、

(q)障害のある女子が、家庭の内外で暴力、傷害若しくは虐待、放置若しくは怠慢な

取扱い、不当な取扱い文は搾取を受ける一層大きな危険にしばしばさらされている

ことを認め、

(r)障害のある児童が、他の児童との平等を基礎としてすべての人権及び基本的自由

を完全に享有すべきであることを認め、また、このため、児童の権利に関する条約

の締約国が負う義務を想起し、

(s)障害者による人権及び基本的自由の完全な享有を促進するためのあらゆる努力に

性別の視点、を組み込む必要があることを強調し、

(t)障害者の大多数が貧困の状況下で生活している事実を強調し、また、この点に関

し、貧困が障害者に及ぼす悪影響に対処することが真に必要であることを認め、

(u)国際連合憲章に定める目的及び原則の十分な尊重並びに人権に関する適用可能な

文書の道守に基づく平和で安全な状況が、特に武力紛争及び外国による占領の期間

中における障害者の十分な保護に不可欠であることに留意し、

(v)障害者がすべての人権及び基本的自由を完全に享有することを可能とするに当た

つては、物理的、社会的、経済的及び文化的な環境並びに健康及び教育を享受しや

すいようにし、並びに情報及び通信を利用しやすいようにすることが重要であるこ

とを認め、

(w)個人が、他人に対し及びその属する地域社会に対して義務を負うこと並びに国際

人権章典において認められる権利の増進及び擁護のために努力する責任を有するこ

とを認識し、

(x)家族が、社会の自然かつ基礎的な単位であること並びに社会及び国家による保護

を受ける権利を有することを確信し、また、障害者及びその家族の構成員が、障害

者の権利の完全かっ平等な享有に向けて家族が貢献することを可能とするために必

要な保護及び支援を受けるべきであることを確信し、

(y)障害者の権利及び草厳を促進し、及び保護するための包括的かつ総合的な国際条

約が、開発途上国及び先進国において、障害者の社会的に著しく不利な立場を是正

することに重要な貢献を行うこと並びに障害者が市民的、政治的、経済的、社会的

及び文化的分野に均等な機会により参加することを促進することを確信して、
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次のとおり協定した。

第一条 目的

この条約は、すべての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かっ平等な享

有を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進する

ことを目的とする。

障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な機能障害であって、様々な

障壁との相互作用により他の者との平等を基礎として社会に完全かっ効果的に参加す

ることを妨げ得るものを有する者を含む。

第二条定義

この条約の適用上、

「意思疎通」とは、言語、文字の表示駅点字・触覚を使った意思疎通、拡大文字、利

用しやすいマルチメディア並びに筆記、音声、平易な言葉、朗読その他の補助的及び

代替的な意思疎通の形態、手段及び様式(利用しやすい情報通信機器を含む。)をいう。

「言語」とは、音声言語及び手話その他の形態の非音声言語をいう。

「障害に基づく差別Jとは、障害に基づくあらゆる区別、排除又は制限であって、政

治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者とめ

平等を基礎としてすべての人権及び基本的自由を認識し、享有し、又は行使すること

を害し、又は妨げる目的又は効果を有するものをいう。障害に基づく差別には、あら

ゆる形態の差別(合理的配慮の否定を含む。)を含む。

「合理的配慮」とは、障害者が他の者との平等を基礎としてすべての人権及び基本的

自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であ

って、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の

負担を課さないものをいう。

「ユニバーサルデ、ザイン」とは、調整又は特別な設計を必要とすることなく、最大限

可能な範囲ですべての人が使用することのできる製品、環境、計画及びサービスの設

計をいう。ユニバーサルテeザインは、特定の障害者の集団のための補装具が必要な場

合には、これを排除するものではない。

第三条一般原則

この条約の原則は、次のとおりとする。

(a)固有の尊厳、個人の自律(自ら選択する自由を含む。)及び個人の自立の尊重

(b)無差別

(c)社会への完全かっ効果的な参加及び包容

(d)差異の尊重並びに人聞の多様性の一部及び人類の一員としての障害者の受入れ

(e)機会の均等

(f)施設及びサービス等の利用の容易さ

(g)男女の平等

(h)障害のある児童の発達しつつある能力の尊重及び障害のある児童がその同一性を

保持する権利の尊重

第四条一般的義務

1締約国は、障害に基づくいかなる差別もなしに、すべての障害者のあらゆる人権及

び基本的自由を完全に実現することを確保し、及び促進することを約束する。この

ため、締約国は、次のことを約束する。

(a)この条約において認められる権利の実現のため、すべての適当な立法措置、行政

措置その他の措置をとること。

(b)障害者に対する差別となる既存の法律、規則、慣習及び慣行を修正し、又は廃止

するためのすべての適当な措置(立法を含む。)をとること。

(c)すべての政策及び計画において障害者の人権の保護及び促進を考慮に入れること。

(d)この条約と両立しないし、かなる行為又は慣行も差し控えること。また、公の当局

及び機闘がこの条約に従って行動することを確保すること。

(e)いかなる個人、団体又は民間企業による障害に基づく差別も撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとること。

(f)第二条に規定するユニバーサルデザインの製品、サービス、設備及び施設であっ

て、障害者に特有のニーズを満たすために必要な調整が可能な限り最小限であり、

かつ、当該ニーズを満たすために必要な費用が最小限であるべきものについての研

究及び開発を実施し、又は促進すること。また、当該ユニバーサルデザインの製品、

サービス、設備及び施設の利用可能性及び使用を促進すること。さらに、基準及び

指針が作成される場合には、ユニバーサルデ‘ザインが当該基準及び指針に含まれる

ことを促進すること。

(g)障害者に適した新たな機器(情報通信機器、移動補助具、補装具及び支援機器を

含む。)についての研究及び開発を実施し、又は促進し、並びに当該新たな機器の利

用可能性及び使用を促進すること。この場合において、締約国は、負担しやすい費

用の機器を優先させる。

(h)移動補助具、補装具及び支援機器(新たな機器を含む。)並びに他の形態の援助、

支援サービス及び施設に関する情報であって、障害者にとって利用しやすいものを

提供すること。

(i)この条約において認められる権利によって保障される支援及びサービスをより良

く提供するため、障害者と共に行動する専門家及び職員に対する当該権利に関する

研修を促進すること。

2各締約国は、経済的、社会的及び文化的権利に関しては、これらの権利の完全な実

現を漸進的に達成するため、自国における利用可能な手段を最大限に用いることに

より、また、必要な場合には国際協力の枠内で、措置をとることを約束する。ただ

し、この条約に定める義務であって、国際法に従って直ちに適用されるものに影響

を及ぼすものではない。

3締約国は、この条約を実施するための法令及び政策の作成及び実施において、並び

に障害者に関する問題についての他の意思決定過程において、障害者(障害のある

児童を含む。以下この 3において同じ。)を代表する団体を通じ、障害者と緊密に



協議し、及び障害者を積極的に関与させる。

4この条約のb、かなる規定も、締約国の法律又は締約国について効力を有する国際法

に含まれる規定であって障害者の権利の実現に一層貢献するものに影響を及ぼすも

のではない。この条約のいずれかの締約国において法律、条約、規則又は慣習によ

って認められ、又は存する人権及び基本的自由については、この条約がそれらの権

利若しくは自由を認めていないこと又はその認める範囲がより狭いことを理由とし

て、それらの権利及び自由を制限し、又は侵してはならない。

5この条約は、し、かなる制限文は例外もなしに、連邦国家のすべての地域について適

用する。
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第五条 平等及び無差別

1締約国は、すべての者が、法律の前に又は法律に基づいて平等であり、並びにし、か

なる差別もなしに法律による平等の保護及び利益を受ける権利を有することを認め

る。

2締約国は、障害に基づくあらゆる差別を禁止するものとし、し、かなる理由による差

別に対しても平等かっ効果的な法的保護を障害者に保障する。

3締約国は、平等を促進し、及び差別を撤廃することを目的として、合理的配慮が提

供されることを確保するためのすべての適当な措置をとる。

4障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措置は、この条

約に規定する差別と解してはならない。

第六条 障害のある女子

1締約国は、障害のある女子が複合的な差別を受けていることを認識するものとし、

この点に関し、障害のある女子がすべての人権及び基本的自由を完全かっ平等に享

有することを確保するための措置をとる。

2締約国は、女子に対してこの条約に定める人権及び基本的自由を行使し、及び享有

することを保障することを目的として、女子の完全な能力開発、向上及び自律的な

力の育成を確保するためのすべての適当な措置をとる。

第七条障害のある児童

1締約国は、障害のある児童が他の児童との平等を基礎としてすべての人権及び基本

的自由を完全に享有することを確保するためのすべての必要な措置をとる。

2障害のある児童に関するすべての措置をとるに当たっては、児童の最善の利益が主

として考慮されるものとする。

3締約国は、障害のある児童が、自己に影響を及ぼすすべての事項について自由に自

己の意見を表明する権利並びにこの権利を実現するための障害及び年齢に適した支

援を提供される権利を有することを確保する。この場合において、障害のある児童

の意見は、他の児童との平等を基礎として、その児童の年齢及び成熟度に従って相

応に考慮されるものとする。

第八条意識の向上

1締約国は、次のことのための即時の、効果的なかっ適当な措置をとることを約束す

る。

(a)障害者に関する社会全体(各家庭を含む。)の意識を向上させ、並びに障害者の権

利及び尊厳に対する尊重を育成すること。

(b)あらゆる活動分野における障害者に関する定型化された観念、偏見及び有害な慎

行(性及び年齢に基づくものを含む。)と戦うこと。

(c)障害者の能力及び貢献に関する意識を向上させること。

2 このため、 1の措置には、次のことを含む。

(a)次のことのための効果的な公衆の意識の啓発活動を開始し、及び維持すること。

(i)障害者の権利に対する理解を育てること。

Gi)障害者に対する肯定的認識及び一層の社会の啓発を促進すること。

(ui)障害者の技能、長所及び能力並びに職場及び労働市場に対する障害者の貢献に

ついての認識を促進すること。

(b)教育制度のすべての段階(幼年期からのすべての児童に対する教育制度を含む。)

において、障害者の権利を尊重する態度を育成すること。

(c)すべての報道機関が、この条約の目的に適合するように障害者を描写するよう奨

励すること。

(d)障害者及びその権利に関する啓発のための研修計画を促進すること。

第九条 施設及びサービス等の利用の容易さ

1締約国は、障害者が自立して生活し、及び生活のあらゆる側面に完全に参加するこ

とを可能にすることを目的として、障害者が、他の者との平等を基礎として、都市

及び農村の双方において、物理的環境、輸送機関、情報通信(情報通信機器及び情

報通信システムを含む。)並びに公衆に開放され、又は提供される他の施設及びサー

ビスを利用する機会を有することを確保するための適当な措置をとる。この措置は、

施設及びサービス等の利用の容易さに対する妨げ及び障壁を特定し、及び撤廃する

ことを含むものとし、特に次の事項について適用する。

(a)建物、道路、輸送機関その他の屋内及び屋外の施設(学校、住居、医療施設及び

職場を含む。)

(b)情報、通信その他のサービス(電子サービス及び緊急事態に係るサービスを含む。)

2締約国は、また、次のことのための適当な措置をとる。

(a)公衆に開放され、又は提供される施設及びサービスの利用の容易さに関する最低

基準及び指針を作成し、及び公表し、並びに当該最低基準及び指針の実施を監視す

ること。

(b)公衆に開放され、又は提供される施設及びサービスを提供する民間の団体が、当

該施設及びサービスの障害者にとっての利用の容易さについてあらゆる側面を考慮、

することを確保すること。

(c)施設及びサービス等の利用の容易さに関して障害者が直面する問題についての研

修を関係者に提供すること。



(d)公衆に開放される建物その他の施設において、点字の表示及び読みやすく、かつ、

理解しやすい形式の表示を提供すること。

(e)公衆に開放される建物その他の施設の利用の容易さを促進するため、人又は動物

による支援及び仲介する者(案内者、朗読者及び専門の手話通訳を含む。)を提供す

ること。

(f)障害者が情報を利用する機会を有することを確保するため、障害者に対する他の

適当な形態の援助及び支援を促進すること。

(g)障害者が新たな情報通信機器及び情報通信システム(インターネットを含む。)を

利用する機会を有することを促進すること。

(h)情報通信機器及び情報通信システムを最小限の費用で利用しやすいものとするた

め、早い段階で、利用しやすい情報通信機器及び情報通信システムの設計、開発、

生産及び分配を促進すること。

第十条 生命に対する権利

締約国は、すべての人聞が生命に対する固有の権利を有することを再確認するものと

し、障害者が他の者との平等を基礎としてその権利を効果的に享有することを確保す

るためのすべての必要な措置をとる。

日
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第十一条 危険な状況及び人道上の緊急事態

締約国は、国際法(国際人道法及び国際人権法を含む。)に基づく自国の義務に従い、

危険な状況(武力紛争、人道上の緊急事態及び自然災害の発生を含む。)において障害

者の保護及び安全を確保するためのすべての必要な措置をとる。

第十二条 法律の前にひとしく認められる権利

1締約国は、障害者がすべての場所において法律の前に人として認められる権利を有

することを再確認する。

2締約国は、障害者が生活のあらゆる側面において他の者との平等を基礎として法的

能力を享有することを認める。

3締約国は、障害者がその法的能力の行使に当たって必要とする支援を利用する機会

を提供するための適当な措置をとる。

4締約国は、法的能力の行使に関連するすべての措置において、濫用を防止するため

の適当かっ効果的な保障を国際人権法に従って定めることを確保する。当該保障は、

法的能力の行使に関連する措置が、障害者の権利、意思及び選好を尊重すること、

利益相反を生じさせず、及び不当な影響を及ぼさないこと、障害者の状況に応じ、

かつ、適合すること、可能な限り短い期間に適用されること並びに権限のある、独

立の、かつ、公平な当局文は司法機関による定期的な審査の対象となることを確保

するものとする。当該保障は、当該措置が障害者の権利及び利益に及ぼす影響の程

度に応じたものとする。

5締約国は、この条の規定に従うことを条件として、障害者が財産を所有し、又は相

続し、自己の会計を管理し、及び銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上の信用を

利用する均等な機会を有することについての平等の権利を確保するためのすべての

適当かっ効果的な措置をとるものとし、障害者がその財産を恋意的に奪われないこ

とを確保する。

第十三条 司法手続の利用の機会

1締約国は、障害者がすべての法的手続(捜査段階その他予備的な段階を含む。)に

おいて直接及び間接の参加者(証人を含む。)として効果的な役割を果たすことを容

易にするため、手続上の配慮及び年齢に適した配慮が提供されること等により、障

害者が他の者どの平等を基礎として司法手続を利用する効果的な機会を有すること

を確保する。

2締約国は、障害者が司法手続を利用する効果的な機会を有することを確保すること

に役立てるため、司法に係る分野に携わる者(響察官及び刑務官を含む。)に対する

適当な研修を促進する。

第十四条 身体の自由及び安全

1締約国は、障害者に対し、他の者との平等を基礎として、次のことを確保する。

(a)身体の自由及び安全についての権利を享有すること。

(b)不法に又は窓意的に自由を奪われないこと、し、かなる自由のはく奪も法律に従つ

て行われること及びいかなる場合においても自由のはく奪が障害の存在によって正

当化されないこと。

2締約国は、障害者がいずれの手続を通じて自由を奪われた場合であっても、当該障

害者が、他の者との平等を基礎として国際人権法による保障を受ける権利を有する

こと並びにこの条約の目的及び原則に従って取り扱われること(合理的配慮の提供

によるものを含む。)を確保する。

第十五条 拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰

からの自由

1いかなる者も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しく

は刑罰を受けない。特に、いかなる者も、その自由な同意なしに医学的又は科学的

実験を受けなし、。

2締約国は、障害者が、他の者との平等を基礎として、拷問又は残虐な、非人道的な

若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰を受けることがないようにするため、

すべての効果的な立法上、行政上、司法上その他の措置をとる。

第十六条 搾取、暴力及び虐待からの自由

1締約国は、家庭の内外におけるあらゆる形態の搾取、暴力及び虐待(性別に基づく

ものを含む。)から障害者を保護するためのすべての適当な立法上、行政上、社会上、

教育上その他の措置をとる。

2また、締約国は、特に、障害者並びにその家族及び介護者に対する適当な形態の性

別及び年齢に配慮した援助及び支援(搾取、暴力及び虐待の事案を防止し、認識し、



及び報告する方法に関する情報及び教育を提供することによるものを含む。)を確保

することにより、あらゆる形態の搾取、暴力及び虐待を防止するためのすべての適

当な措置をとる。締約国は、保護事業が年齢、性別及び障害に配慮したものである

ことを確保する。

3締約国は、あらゆる形態の搾取、暴力及び虐待の発生を防止するため、障害者に役

立つことを意図したすべての施設及び計画が独立した当局により効果的に監視され

ることを確保する。

4締約国は、あらゆる形態の搾取、暴力又は虐待の被害者となる障害者の身体的、認

知的及び心理的な回復、リハビリテーション並びに社会復帰を促進するためのすべ

ての適当な措置(保護事業の提供によるものを含む。)をとる。このような回復及び

復帰は、障害者の健康、福祉、自尊心、尊厳及び自律を育成する環境において行わ

れるものとし、性別及び年齢に応じたニーズを考慮、に入れる。

5締約国は、障害者に対する搾取、暴力及び虐待の事案が特定され、捜査され、及び

適当な場合には訴追されることを確保するための効果的な法令及び政策(女子及び

児童に重点を置いた法令及び政策を含む。)を策定する。

第十七条 個人をそのままの状態で保護すること

すべての障害者は、他の者との平等を基礎として、その心身がそのままの状態で尊重

される権利を有する。
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第十八条 移動の自由及び国籍についての権利

1締約国は、障害者に対して次のことを確保すること等により、障害者が他の者との

平等を基礎として移動の自由、居住の自由及び国籍についての権利を有することを

認める。

(a)国籍を取得し、及び変更する権利を有すること並びにその国籍を恋意的に又は障

害に基づいて奪われないこと。

(b)国籍に係る文書若しくは身元に係る他の文書を入手し、所有し、及び利用するこ

と又は移動の自由についての権利の行使を容易にするために必要とされる関連手続

(例えば、出入国の手続)を利用することを、障害に基づいて奪われないこと。

(c)いずれの国(自国を含む。)からも自由に離れることができること。

(d)自国に戻る権利を恋意的に又は障害に基づいて奪われないこと。

2障害のある児童は、出生の後直ちに登録される。障害のある児童は、出生の時から

氏名を有する権利及び国籍を取得する権利を有するものとし、また、できる限りそ

の父母を知り、かっ、その父母によって養育される権利を有する。

第十九条 自立した生活及び地域社会への包容

この条約の締約国は、すべての障害者が他の者と平等の選択の機会をもって地域社会

で生活する平等の権利を有することを認めるものとし、障害者が、この権利を完全に

享受し、並びに地域社会に完全に包容され、及び参加することを容易にするための効

果的かっ適当な措置をとる。この措置には、次のことを確保することによるものを含

む。

(a)障害者が、他の者との平等を基礎として、居住地を選択し、及びどこで誰と生活

するかを選択する機会を有すること並びに特定の生活施設で生活する義務を負わな

し、こと。

(b)地域社会における生活及び地域社会への包容を支援し、並びに地域社会からの孤

立及び隔離を防止するために必要な在宅サービス、居住サービスその他の地域社会

支援サービス(個別の支援を含む。)を障害者が利用する機会を有すること。

(c)一般住民向けの地域社会サービス及び施設が、障害者にとって他の者との平等を

基礎として利用可能であり、かつ、障害者のニーズに対応していること。

第二十条 個人の移動を容易にすること

締約国は、障害者自身ができる限り自立して移動することを容易にすることを確保す

るための効果的な措置をとる。この措置には、次のことによるものを含む。

(a)障害者自身が、自ら選択する方法で、自ら選択する時に、かつ、負担しやすい費

用で移動することを容易にすること。

(b)障害者が質の高い移動補助具、補装具、支援機器、人又は動物による支援及び仲

介する者を利用する機会を得やすくすること(これらを負担しやすい費用で利用可

能なものとすることを含む。)。

(c)障害者及び障害者と共に行動する専門職員に対し、移動のための技能に関する研

修を提供すること。

(d)移動補助具、補装具及び支援機器を生産する事業体に対し、障害者の移動のあら

ゆる側面を考慮するよう奨励すること。

第二十一条 表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会

締約国は、障害者が、第二条に定めるあらゆる形態の意思疎通であって自ら選択する

ものにより、表現及び意見の自由(他の者との平等を基礎として情報及び考えを求め、

受け、及び伝える自由を含む。)についての権利を行使することができることを確保す

るためのすべての適当な措置をとる。この措置には、次のことによるものを含む。

(a)障害者に対し、様々な種類の障害に相応した利用しやすい様式及び機器により、

適時に、かつ、追加の費用を伴わず、一般公衆向けの情報を提供すること。

(b)公的な活動において、手話、点字、補助的及び代替的な意思疎通並びに障害者が

自ら選択する他のすべての利用しやすい意思疎通の手段、形態及び様式を用いるこ

とを受け入れ、及び容易にすること。

(c)一般公衆に対してサービス(インターネットによるものを含む。)を提供する民間

の団体が情報及びサービスを障害者にとって利用しやすい文は使用可能な様式で提

供するよう要請すること。

(d)マスメディア(インターネットを通じて情報を提供する者を含む。)がそのサーピ

スを障害者にとって利用しやすいものとするよう奨励すること。

(e)手話の使用を認め、及び促進すること。



第二十二条 プライパシーの尊重

1いかなる障害者も、居住地又は生活施設のし、かんを問わず、そのプライパシ一、家

族、住居又は通信そしの他の形態の意思疎通に対して恋意的に又は不法に干渉され

ず、また、名誉及び信用を不法に攻撃されない。障害者は、このような干渉又は攻

撃に対する法律の保護を受ける権利を有する。

2締約国は、他の者との平等を基礎として、障害者の個人、健康及びリハビリテーシ

ヨンに関する情報に係るプライパシーを保護する。
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第二十三条 家庭及び家族の尊重

l締約国は、他の者との平等を基礎として、婚姻、家族、親子関係及び個人的な関係

に係るすべての事項に闘し、障害者に対する差別を撤廃するための効果的かっ適当

な措置をとる。この措置は、次のことを確保することを目的とする。

(a)婚姻をすることができる年齢のすべての障害者が、両当事者の自由かつ完全な合

意に基づいて婚姻をし、かつ、家族を形成する権利を認められること。

(b)障害者が子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任をもって決定する権利を認めら

れ、また、障害者が年齢に適した情報を利用する権利並びに生殖及び家族計画につ

いて年齢に適した教育を享受する権利を認められること。さらに、障害者がこれら

の権利を行使することを可能とするために必要な手段を提供されること。

(c)障害者(児童を含む。)が、他の者との平等を基礎として生殖能力を保持すること。

2締約国は、子の後見、養子縁組文はこれらに類する制度が圏内法令に存在する場合

には、それらの制度に係る障害者の権利及び責任を確保する。あらゆる場合におい

て、子の最善の利益は至上である。締約国は、障害者が子の養育についての責任を

遂行するに当たり、当該障害者に対して適当な援助を与える。

3締約国は、障害のある児童が家庭生活について平等の権利を有することを確保する。

締約国は、この権利を実現し、並びに障害のある児童の隠匿、遺棄、放置及び隔離

を防止するため、障害のある児童及びその家族に対し、包括的な情報、サービス及

び支援を早期に提供することを約束する。

4締約国は、児童がその父母の意思に反してその父母から分離されないことを確保す

る。ただし、権限のある当局が司法の審査に従うことを条件として適用のある法律

及び手続に従いその分離が児童の最善の利益のために必要であると決定する場合は、

この限りでない。いかなる場合にも、児童は、自己の障害又は父母の一方若しくは

双方の障害に基づいて父母から分離されない。

5締約国は、近親の家族が障害のある児童を監護することができない場合には、一層

広い範囲の家族の中で代替的な監護を提供し、及びこれが不可能なときは、地域社

会の中で家庭的な環境により代替的な監護を提供するようあらゆる努力を払う。

第二十四条教育

1締約国は、教育についての障害者の権利を認める。締約国は、この権利を差別なし

に、かつ、機会の均等を基礎として実現するため、障害者を包容するあらゆる段階

の教育制度及び生涯学習を確保する。当該教育制度及び生涯学習は、次のことを目

的とする。
(a)人間の潜在能力並びに尊厳及び自己の価値についての意識を十分に発達させ、並

びに人権、基本的自由及び人間の多様性の尊重を強化すること。

(b)障害者が、その人格、才能及び創造力並びに精神的及び身体的な能力をその可能

な最大限度まで発達させること。

(c)障害者が自由な社会に効果的に参加することを可能とすること。

2締約国は、 1の権利の実現に当たり、次のことを確保する。

(a)障害者が障害に基づいて一般的な教育制度から排除されないこと及び障害のある

児童が障害に基づいて無償のかつ義務的な初等教育から又は中等教育から排除され

ないこと。

(b)障害者が、他の者との平等を基礎として、自己の生活する地域社会において、障

害者を包容し、質が高く、かつ、無償の初等教育を享受することができること及び

中等教育を享受することができること。

(c)個人に必要とされる合理的配慮が提供されること。

(d)障害者が、その効果的な教育を容易にするために必要な支援を一般的な教育制度

の下で受けること。

(e)学問的及び社会的な発達を最大にする環境において、完全な包容という目標に合

致する効果的で個別化された支援措置がとられること。

3締約国は、障害者が地域社会の構成員として教育に完全かつ平等に参加することを

容易にするため、障害者が生活する上での技能及び社会的な発達のための技能を習

得することを可能とする。このため、締約国は、次のことを含む適当な措置をとる。

(a)点字、代替的な文字、意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式並びに

定位及び移動のための技能の習得並びに障害者相互による支援及び助言を容易にす

ること。

(b)手話の習得及び聾社会の言語的な同一性の促進を容易にすること。

(c)盲人、聾者又は盲聾者(特に盲人、聾者又は盲聾者である児童)の教育が、その

個人にとって最も適当な言語並びに意思疎通の形態及び手段で、かつ、学問的及び

社会的な発遣を最大にする環境において行われることを確保すること。

4締約国は、 1の権利の実現の確保を助長することを目的として、手話又は点字につ

いて能力を有する教員(障害のある教員を含む。)を雇用し、並びに教育に従事する

専門家及び職員(教育のいずれの段階において従事するかを問わない。)に対する研

修を行うための適当な措置をとる。この研修には、障害についての意識の向上を組

み入れ、また、適当な意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式の使用並

びに障害者を支援するための教育技法及び教材の使用を組み入れるものとする。

5締約国は、障害者が、差別なしに、かつ、他の者との平等を基礎として、一般的な

高等教育、職業訓練、成人教育及び生涯学習を享受することができることを確保す

る。このため、締約国は、合理的配慮が障害者に提供されることを確保する。

第二十五条健康

締約国は、障害者が障害に基づく差別なしに到達可能な最高水準の健康を享受する権



利を有することを認める。締約国は、障害者が性別に配慮した保健サービス(保健に

関連するリハビリテーションを含む。)を利用する機会を有することを確保するための

すべての適当な措置をとる。締約国は、特に、次のことを行う。

(a)障害者に対して他の者に提供されるものと同ーの範囲、質及び水準の無償の又は

負担しやすい費用の保健及び保健計画(性及び生殖に係る健康並びに住民のための

公衆衛生計画の分野のものを含む。)を提供すること。

(b)障害者が特にその障害のために必要とする保健サービス(早期発見及び適当な場

合には早期関与並びに特に児童及び高齢者の新たな障害を最小限にし、及び防止す

るためのサービスを含む。)を提供すること。

(c)これらの保健サービスを、障害者自身が属する地域社会(農村を含む。)の可能な

限り近くにおいて提供すること。

(d)保健に従事する者に対し、特に、研修を通じて及び公私の保健に関する倫理基準

を広く知らせることによって障害者の人権、尊厳、自律及びニーズに関する意識を

高めることにより、他の者と同ーの質の医療(例えば、事情を知らされた上での自

由な同意を基礎とした医療)を障害者に提供するよう要請すること。

(e)健康保険及び圏内法により認められている場合には生命保険の提供に当たり、公

正かっ妥当な方法で行い、及び障害者に対する差別を禁止すること。

(の保健若しくは保健サービス又は食糧及び飲料の提供に関し、障害に基づく差別的

な拒否を防止すること。
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第二十六条 ハピリテーション(適応のための技能の習得)及びリハビリテーション

1締約国は、障害者が、最大限の自立並びに十分な身体的、精神的、社会的及び職業

的な能力を達成し、及び維持し、並びに生活のあらゆる側面に完全に包容され、及

び参加することを達成し、及び維持することを可能とするための効果的かっ適当な

措置(障害者相互による支援を通じたものを含む。)をとる。このため、締約国は、

特に、保健、雇用、教育及び社会に係るサービスの分野において、ハピリテーショ

ン及びリハピリテーションについての包括的なサーピス及びプログラムを企画し、

強化し、及び拡張する。この場合において、これらのサービス及びプログラムは、

次のようなものとする。

(a)可能な限り初期の段階において開始し、並びに個人のニーズ及び長所に関する学

際的な評価を基礎とするものであること。

(b)地域社会及び社会のあらゆる側面への参加及び包容を支援し、自発的なものであ

り、並びに障害者自身が属する地域社会(農村を含む。)の可能な限り近くにおいて

利用可能なものであること。

2締約国は、ハピリテーション及びリハビリテーションのサービスに従事する専門家

及び職員に対する初期研修及び継続的な研修の充実を促進する。

3締約国は、障害者のために設計された補装具及び支援機器であって、ハピリテーシ

ョン及びリハビリテーションに関連するものの利用可能性、知識及び使用を促進す

る。

第二十七条 労働及び雇用

1締約国は、障害者が他の者との平等を基礎として労働についての権利を有すること

を認める。この権利には、障害者に対して開放され、障害者を包容し、及び障害者

にとって利用しやすい労働市場及び労働環境において、障害者が自由に選択し、又

は承諾する労働によって生計を立てる機会を有する権利を含む。締約国は、特に次

のことのための適当な措置(立法によるものを含む。)をとることにより、労働につ

いての障害者(雇用の過程で障害を有することとなった者を含む。)の権利が実現さ

れることを保障し、及び促進する。

(a)あらゆる形態の雇用に係るすべての事項(募集、採用及び雇用の条件、雇用の継

続、昇進並びに安全かっ健康的な作業条件を含む。)に関し、障害に基づく差別を禁

止すること。

(b)他の者との平等を基礎として、公正かっ良好な労働条件(均等な機会及び同一価

値の労働についての同一報酬を含む。)、安全かつ健康的な作業条件(嫌がらせから

の保護を含む。)及び苦情に対する救済についての障害者の権利を保護すること。

(c)障害者が他の者との平等を基礎として労働及び労働組合についての権利を行使す

ることができることを確保すること。

(d)障害者が技術及び職業の指導に関する一般的な計画、職業紹介サービス並びに職

業訓練及び継続的な訓練を利用する効果的な機会を有することを可能とすること。

(e)労働市場において障害者の雇用機会の増大を図り、及びその昇進を促進すること

並びに職業を求め、これに就き、これを継続し、及びこれに復帰する際の支援を促

進すること。

(f)自営活動の機会、起業家精神、協同組合の発展及び自己の事業の開始を促進する

こと。

(g)公的部門において障害者を雇用すること。

(h)適当な政策及び措置(積極的差別是正措置、奨励措置その他の措置を含めること

ができる。)を通じて、民間部門における障害者の雇用を促進すること。

(i)職場において合理的配慮が障害者に提供ざれることを確保すること。

(j)聞かれた労働市場において障害者が職業経験を得ることを促進すること。

(k)障害者の職業リハビリテーション、職業の保持及び職場復帰計画を促進すること。

2締約国は、障害者が、奴隷の状態又は隷属状態に置かれないこと及び他の者との平

等を基礎として強制労働から保護されることを確保する。

第二十八条相当な生活水準及び社会的な保障

1締約国は、障害者が、自己及びその家族の相当な生活水準(相当な食糧、衣類及び

住居を含む。Hこついての権利並びに生活条件の不断の改善についての権利を有する

ことを認めるものとし、障害に基づく差別なしにこの権利を実現することを保障し、

及び促進するための適当な措置をとる。

2締約国は、社会的な保障についての障害者の権利及び障害に基づく差別なしにこの

権利を享受することについての障害者の権利を認めるものとし、この権利の実現を

保障し、及び促進するための適当な措置をとる。この措置には、次のことを確保す



るための措置を含む。

(a)障害者が清浄な水のサービスを利用する均等な機会を有し、及び障害者が障害に

関連するニーズに係る適当なかっ費用の負担しやすいサービス、補装具その他の援

助を利用する機会を有すること。

(b)障害者(特に、障害のある女子及び高齢者)が社会的な保障及び貧困削減に関す

る計画を利用する機会を有すること。

(c)貧困の状況において生活している障害者及びその家族が障害に関連する費用につ

いての国の援助(適当な研修、カウンセリング、財政的援助及び介護者の休息のた

めの一時的な介護を含む。)を利用する機会を有すること。

(d)障害者が公営住宅計画を利用する機会を有すること。

(e)障害者が退職に伴う給付及び計画を利用する均等な機会を有すること。
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第二十九条 政治的及び公的活動への参加

締約国は、障害者に対して政治的権利を保障し、及び他の者との平等を基礎としてこ

の権利を享受する機会を保障するものとし、次のことを約束する。

(a)特に次のことを行うことにより、障害者が、直接に、又は自由に選んだ代表者を

通じて、他の者との平等を基礎として、政治的及び公的活動に効果的かっ完全に参

加することができること(障害者が投票し、及び選挙される権利及び機会を含む。)

を確保すること。

(j)投票の手続、設備及び資料が適当な及び利用しやすいものであり、並びにその

理解及び使用が容易であることを確保すること。

(ii)適当な場合には支援機器及び新たな機器の使用を容易にすることにより、障害

者が、選挙及び国民投票において脅迫を受けることなく秘密投票によって投票し、

選挙に立候補し、並びに政府のあらゆる段階において実質的に在職し、及びあら

ゆる公務を遂行する権利を保護すること。

(Hi)選挙人としての障害者の意思の自由な表明を保障すること。このため、必要な

場合には、障害者の要請に応じて、当該障害者により選択される者が投票の際に

援助することを認めること。

(b)障害者が、差別なしに、かつ、他の者との平等を基礎として、政治に効果的かっ

完全に参加することができる環境を積極的に促進し、及び政治への障害者の参加を

奨励すること。政治への参加には、次のことを含む。

(j)国の公的及び政治的活動に関係のある非政府機関及び非政府団体に参加し、並

びに政党の活動及び運営に参加すること。

(ii)国際、圏内、地域及び地方の各段階において障害者を代表するための障害者の

組織を結成し、並びにこれに参加すること。

第三十条 文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加

1締約国は、障害者が他の者との平等を基礎として文化的な生活に参加する権利を認

めるものとし、次のことを確保するためのすべての適当な措置をとる。

(a)障害者が、利用しやすい様式を通じて、文化的な作品を享受する機会を有するこ

と。
(b)障害者が、利用しやすい様式を通じて、テレビジョン番組、映画、演劇その他の

文化的な活動を享受する機会を有すること。

(c)障害者が、文化的な公演又はサービスが行われる場所(例えば、劇場、博物館、映

函館、図書館、観光サービス)を利用する機会を有し、並びに自国の文化的に重要

な記念物及び遺跡を享受する機会をできる限り有すること。

2締約国は、障害者が、自己の利益のためのみでなく、社会を豊かにするためにも、

自己の創造的、芸術的及び知的な潜在能力を開発し、及び活用する機会を有するこ

とを可能とするための適当な措置をとる。

3締約国は、国際法に従い、知的財産権を保護する法律が、障害者が文化的な作品を

享受する機会を妨げる不当な又は差別的な障壁とならないことを確保するためのす

べての適当な措置をとる。

4障害者は、他の者との平等を基礎として、その独自の文化的及び言語的な同一性(手

話及び聾文化を含む。)の承認及び支持を受ける権利を有する。

5締約国は、障害者が他の者との平等を基礎としてレクリエーション、余暇及びスポ

ーツの活動に参加することを可能とすることを目的として、次のことのための適当

な措置をとる。

(a)障害者があらゆる水準の一般のスポーツ活動に可能な限り参加することを奨励し、

及び促進すること。

(b)障害者が障害に応じたスポーツ及びレクリエーションの活動を組織し、及び発展

させ、並びにこれらに参加する機会を有することを確保すること。このため、適当

な指導、研修及び資源が他の者との平等を基礎として提供されるよう奨励すること。

(c)障害者がスポーツ、レクリエーション及び観光の場所を利用する機会を有するこ

とを確保すること。

(d)障害のある児童が遊び、レクリエーション、余暇及びスポーツの活動(学校制度

におけるこれらの活動を含む。)への参加について他の児童と均等な機会を有するこ

とを確保すること。

(e)障害者がレクリエーション、観光、余暇及びスポーツの活動の企画に関与する者

によるサービスを利用する機会を有することを確保すること。

第三十一条 統計及び資料の収集

1締約国は、この条約を実現するための政策を立案し、及び実施することを可能とす

るための適当な情報(統計資料及び研究資料を含む。)を収集することを約束する。

この情報を収集し、及び保存する過程においては、次のことを満たさなければなら

ない。

(a)障害者の秘密の保持及びプライパ、ンーの尊重を確保するため、法令に定める保障

措置(資料の保護に関する法令を含む。)を遵守すること。

(b)人権及び基本的自由を保護するための国際的に受け入れられた規範並びに統計の

収集及び利用に関する倫理上の原則を道守すること。

2 この条の規定に従って収集された情報は、適宜分類されるものとし、この条約に基



づく締約国の義務の履行の評価に役立てるために、並びに障害者がその権利を行使

する際に直面する障壁を特定し、及び当該障壁に対処するために利用される。

3締約国は、これらの統計の普及について責任を負うものとし、これらの統計が障害

者及び他の者にとって利用しやすいことを確保する。

]ニ一品

第三十二条 国際協力

1締約国は、この条約の目的及び趣旨を実現するための自国の努力を支援するために

国際協力及びその促進が重要であることを認識し、この点に関し、国家聞において

並びに適当な場合には関連のある国際的及び地域的機関並びに市民社会(特に障害

者の組織)と連携して、適当かっ効果的な措置をとる。これらの措置には、特に次

のことを含むことができる。

(a)国際協力(国際的な開発計画を含む。)が、障害者を包容し、かっ、障害者にとっ

て利用しやすいものであることを確保すること。

(b)能力の開発(情報、経験、研修計画及び最良の実例の交換及び共有を通じたもの

を含む。)を容易にし、及び支援すること。

(c)研究における協力を容易にし、並びに科学及び技術に関する知識を利用する機会

を得やすくすること。

(d)適当な場合には、技術援助及び経済援助(利用しやすい支援機器を利用する機会

を得やすくし、及びこれらの機器の共有を容易にすることによる援助並びに技術移

転を通じた援助を含む。)を提供すること。

2この条の規定は、この条約に基づく義務を履行する各締約国の義務に影響を及ぼす

ものではない。

第三十三条 圏内における実施及び監視

1締約国は、自国の制度に従い、この条約の実施に関連する事項を取り扱う一又は二

以上の中央連絡先を政府内に指定する。また、締約国は、異なる部門及び段階にお

ける関連のある活動を容易にするため、政府内における調整のための仕組みの設置

又は指定に十分な考慮を払う。

2締約国は、自国の法律上及び行政上の制度に従い、この条約の実施を促進し、保護

し、及び監視するための枠組み(適当な場合には、一又は二以上の独立した仕組み

を含む。)を自国内において維持し、強化し、指定し、又は設置する。締約国は、こ

のような仕組みを指定し、又は設置する場合には、人権の保護及び促進のための圏

内機構の地位及び役割に関する原則を考慮に入れる。

3市民社会(特に、障害者及び障害者を代表する団体)は、監視の過程に十分に関与

し、かつ、参加する。

第三十四条 障害者の権利に関する委員会

1障害者の権利に関する委員会(以下「委員会」という。)を設置する。委員会は、

以下に定める任務を遂行する。

2委員会は、この条約の効力発生の時は十二人の専門家で構成する。効力発生の時の

締約国に加え更に六十の国がこの条約を批准し、又はこれに加入した後は、委員会

の委員の数を六人増加させ、上限である十八人とする。

3委員会の委員は、個人の資格で職務を遂行するものとし、徳望が高く、かっ、この

条約が対象とする分野において能力及び経験を認められた者とする。締約国は、委

員の候補者を指名するに当たり、第四条 3の規定に十分な考慮を払うよう要請され

る。

4委員会の委員については、締約国が、委員の配分が地理的に衡平に行われること、

異なる文明形態及び主要な法体系が代表されること、男女が衡平に代表されること

並びに障害のある専門家が参加することを考慮に入れて選出する。

5委員会の委員は、締約国会議の会合において、締約国により当該締約国の国民の中

から指名された者の名簿の中から秘密投票により選出される。締約国会議の会合は、

締約国の三分のこをもって定足数とする。これらの会合においては、出席し、かつ、

投票する締約国の代表によって投じられた票の最多数で、かつ、過半数の票を得た

者をもって委員会に選出された委員とする。

6委員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力発生の日の後六箇月以内に行う。国

際連合事務総長は、委員会の委員の選挙の日の遅くとも四箇月前までに、締約国に

対し、自国が指名する者の氏名を二箇月以内に提出するよう書簡で要請する。その

後、同事務総長は、指名された者のアルフアベット順による名簿(これらの者を指

名した締約国名を表示した名簿とする。)を作成し、この条約の締約国に送付する。

7委員会の委員は、四年の任期で選出される。委員は、一回のみ再選される資格を有

する。ただし、最初の選挙において選出された委員のうち六人の委員の任期は、二

年で終了するものとし、これらの六人の委員は、最初の選挙の後直ちに、 5に規定

する会合の議長によりくじ引で選ばれる。

8委員会の六人の追加的な委員の選挙は、この条の関連規定に従って定期選挙の際に

行われる。

9委員会の委員が死亡し、辞任し、又は他の理由のためにその職務を遂行することが

できなくなったことを宣言した場合には、当該委員を指名した締約国は、残余の期

間その職務を遂行する他の専門家であって、資格を有し、かつ、この条の関連規定

に定める条件を満たすものを任命する。

10委員会は、その手続規則を定める。

11国際連合事務総長は、委員会がこの条約に定める任務を効果的に遂行するために

必要な職員及び便益を提供するものとし、委員会の最初の会合を招集する。

12この条約に基づいて設置される委員会の委員は、国際連合総会が委員会の任務の

重要性を考慮して決定する条件に従い、同総会の承認を得て、国際連合の財源から

報酬を受ける。

13委員会の委員は、国際連合の特権及び免除に関する条約の関連規定に規定する国

際連合のための職務を遂行する専門家の便益、特権及び免除を享受する。

第三十五条 締約国による報告

1各締約国は、この条約に基づく義務を履行するためにとった措置及びこれらの措置



によりもたらされた進歩に関する包括的な報告を、この条約が自国について効力を

生じた後二年以内に国際連合事務総長を通じて委員会に提出する。

2その後、締約国は、少なくとも四年ごとに、更に委員会が要請するときはいつでも、

その後の報告を提出する。

3委員会は、報告の内容について適用される指針を決定する。

4委員会に対して包括的な最初の報告を提出した締約国は、その後の報告においては、

既に提供した情報を繰り返す必要はない。締約国は、委員会に対する報告を作成す

るに当たり、公開され、かっ、透明性のある過程において作成することを検討し、

及び第四条 3の規定に十分な考慮を払うよう要請される。

5報告には、この条約に基づく義務の履行の程度に影響を及ぼす要因及び困難を記載

することができる。

]ニ∞

第三十六条報告の検討

1委員会は、各報告を検討する。委員会は、当該報告について、適当と認める提案及

び一般的な性格を有する勧告を行うものとし、これらの提案及び一般的な性格を有

する勧告を関係締約国に送付する。当該関係締約国は、委員会に対し、自国が選択

する情報を提供することにより回答することができる。委員会は、この条約の実施

に関連する追加の情報を当該関係締約国に要請することができる。

2いずれかの締約国による報告の提出が著しく遅延している場合には、委員会は、委

員会にとって利用可能な信頼し得る情報を基礎として当該締約国におけるこの条約

の実施状況を審査することが必要であることを当該締約国に通報することができる。

ただし、この審査は、関連する報告がその通報の後三箇月以内に提出されない場合

にのみ行われる。委員会は、当該締約国がその審査に参加するよう要請する。当該

締約国が関連する報告を提出することにより回答する場合には、 1の規定を適用す

る。

3国際連合事務総長は、 1の報告をすべての締約国が利用することができるようにす

る。

4締約国は、 1の報告を自国において公衆が広く利用することができるようにし、こ

れらの報告に関連する提案及び一般的な性格を有する勧告を利用する機会を得やす

くする。

5委員会は、適当と認める場合には、締約国からの報告に記載されている技術的な助

言若しくは援助の要請又はこれらの必要性の記載に対処するため、これらの要請又

は必要性の記載に関する委員会の見解及び勧告がある場合には当該見解及び勧告と

ともに、国際連合の専門機関、基金及び計画その他の権限のある機関に当該報告を

送付する。

第三十七条 締約固と委員会との聞の協力

1各締約国は、委員会と協力するものとし、委員の任務の遂行を支援する。

2委員会は、締約固との関係において、この条約の実施のための当該締約国の能力を

向上させる方法及び手段(国際協力を通じたものを含む。)に十分な考慮を払う。

第三十八条 委員会と他の機関との関係

この条約の効果的な実施を促進し、及びこの条約が対象とする分野における国際協力

を奨励するため、

(a)専門機関その他の国際連合の機関は、その任務の範囲内にある事項に関するこの

条約の規定の実施についての検討に際し、代表を出す権利を有する。委員会は、適

当と認める場合には、専門機関その他の権限のある機関に対し、これらの機関の任

務の範囲内にある事項に関するこの条約の実施について専門家の助言を提供するよ

う要請することができる。委員会は、専門機関その他の国際連合の機関に対し、こ

れらの機関の任務の範囲内にある事項に関するこの条約の実施について報告を提出

するよう要請することができる。

(b)委員会は、その任務を遂行するに当たり、それぞれの報告に係る指針、提案及び

一般的な性格を有する勧告の整合性を確保し、並びにその任務の遂行における重複

を避けるため、適当な場合には、人権に関する国際条約によって設置された他の関

連する組織と協議する。

第三十九条 委員会の報告

委員会は、その活動につき二年ごとに国際連合総会及び経済社会理事会に報告するも

のとし、また、締約国から得た報告及び情報の検討に基づく提案及び一般的な性格を

有する勧告を行うことができる。これらの提案及び一般的な性格を有する勧告は、締

約固から意見がある場合にはその意見とともに、委員会の報告に記載する。

第四十条締約国会議

1締約国は、この条約の実施に関する事項を検討するため、定期的に締約国会議を開

催する。

2締約国会議は、この条約が効力を生じた後六箇月以内に国際連合事務総長が招集す

る。その後の締約国会議は、二年ごとに又は締約国会議の決定に基づき同事務総長

が招集する。

第四十一条寄託者

この条約の寄託者は、国際連合事務総長とする。

第四十二条署名

この条約は、二千七年三月三十日から、ニューヨークにある国際連合本部において、

すべての国及び地域的な統合のための機関による署名のために開放しておく。

第四十三条 拘束されることについての同意

この条約は、署名国によって批准されなければならず、また、署名した地域的な統合

のための機関によって正式確認されなければならない。この条約は、これに署名して

いない国及び地域的な統合のための機関による加入のために開放しておく。



第四十四条 地域的な統合のための機関

1 r地域的な統合のための機関」とは、特定の地域の主権国家によって構成される機

関であって、この条約が規律する事項に関してその構成田から権限の委譲を受けた

ものをいう。地域的な統合のための機関は、この条約の規律する事項に関するその

権限の範囲をこの条約の正式確認書文は加入書において宣言する。その後、当該機

関は、その権限の範囲の実質的な変更を寄託者に通報する。

2 この条約において「締約国」についての規定は、地域的な統合のための機関の権限

の範囲内で当該機関について適用する。

3次条 1並びに第四十七条 2及び 3の規定の適用上、地域的な統合のための機関が寄

託する文書は、これを数に加えではならない。

4地域的な統合のための機関は、その権限の範囲内の事項について、この条約の締約

国であるその構成国の数と同数の票を締約国会議において投ずる権利を行使するこ

とができる。当該機関は、その構成田が自国の投棄権を行使する場合には、投棄権

を行使しではならない。その逆の場合も、同様とする。

日
目
。

第四十五条 効力発生

lこの条約は、二十番目の批准書文は加入書が寄託された後三十日目の日に効力を生

ずる。

2この条約は、二十番目の批准書又は加入書が寄託された後にこれを批准し、若しく

は正式確認し、又はこれに加入する国又は地域的な統合のための機関については、

その批准書、正式確認書又は加入警の寄託の後三十日目の日に効力を生ずるo

第四十六条留保

1 この条約の趣旨及び目的と両立しない留保は、認められない。

2留保は、いつでも撤回することができる。

第四十七条改正

1いずれの締約国も、この条約の改正を提案し、及び改正案を国際連合事務総長に提

出することができる。同事務総長は、締約国に対し、改正案を送付するものとし、

締約国による改正案の審議及び決定のための締約国の会議の開催についての賛否を

通報するよう要請する。その送付の日から四箇月以内に締約国の三分の一以上が会

議の開催に賛成する場合には、同事務総長は、国際連合の主催の下に会議を招集す

る。会議において出席し、かつ、投票する締約国の三分の二以上の多数によって採

択された改正案は、同事務総長により、承認のために国際連合総会に送付され、そ

の後受諾のためにすべての締約国に送付される。

2 1の規定により採択され、かっ、承認された改正は、当該改正の採択の日における

締約国の三分の二以上が受諾書を寄託した後三十回目の目に効力を生ずる。その後

は、当該改正は、いずれの締約国についても、その受諾書の寄託の後三十日目の日

に効力を生ずる。改正は、それを受諾した締約国のみを拘束する。

3締約国会議がコンセンサス方式によって決定する場合には、 1の規定により採択さ

れ、かっ、承認された改正であって、第三十四条及び第三十八条から第四十条まで

の規定にのみ関連するものは、当該改正の採択の日における締約国の三分の二以上

が受諾書を寄託した後三十日目の日にすべての締約国について効力を生ずる。

第四十八条廃棄

締約国は、国際連合事務総長に対して書面による通告を行うことにより、この条約を

廃棄することができる。廃棄は、同事務総長がその通告を受領した日の後一年で効力

を生ずる。

第四十九条 利用しやすい様式

この条約の本文は、利用しやすい様式で提供される。

第五十条正文

この条約は、アラビア語、中国語、英語、フランス語、ロシア語及びスペイン語をひ

としく正文とする。

以上の証拠として、下名の全権委員は、各自の政府から正当に委任を受けてこの条約

に署名した。



I障害者塑l!暫切開までの事長おと~:]
国連の関連する動き 圏内の関連する動き

1948(昭和23)年

12月10日 世界人権宣言探択

1971(昭和46)年

12月初日 知的障害者の権利重言採択

1975(昭和50)年

12月9日 障害者の権利宣言採択

1981(昭和田)年 国際障害者年

1982(昭和57)年

12月3目 障害者仏関する世界行動計画を採択し、「国連障害

者の十年Jを宣言

1983(昭和58)年 「国連・障害者の十年J(83年-92年)開始

1991(平成3)年

4月16日 富津喜一総理大臣 (当日寺)に1992年4月開催の

ESCAP第4日回総会で日本が 「アジア太平洋障害者の

十年Jの提案国となることを要請。

1992(平成4)年

4月 ESCAP第48回総会1;::おいて日本 ー中国ととも1;::rア
ジア太平洋障害者の十年」を共同提案、決議を採択(共

同提案園は33か国)。

10月9日~ 「国連・障害者の十年J霞終年記念国民会議
12月g日 全国キャラパンキャンペーン (r北から南かう、 列島

縦断キャンペーンJr市(区)町村網の目キャンペ ンJ)

は、関係団体が協力 ・遥慌しあい、新たな運動の契機

と芯った。

1993(平成 5)年 「アジア太平洋障害者の十年J(93年-02年)開始

12月12日 障害をもっ人々の絡会均等化1;::関する基準規則採択

2000(平成12)年

3月 世界障害NGOサミッ トで 「新世紀1;::おける障害者の

権利に関する北京宣言Jを採択。

2001 (平成13)年

10月下旬 国連総会においてメキシコのフ才ツクス大統領が障害

者の権利条約の制定を提唱。

12月19日 第56回国連総会決議56/168の採択。「障害者の権利及

び尊厳を保護 促進するための包括的総合的な国際条

約に関する諸提案を検討するための特別委員会Jの設

霞を決議(共同提案国はおか園、日本は含まれす)

2002(平成14)年

7月29日~ 国連本部(ーユーヨーク)にて第 1回国連障害者権利
B月9日 条約特別委員会(以降、特別委員会は国連本部にて開

催)。特別委員会において公式にNGOの参加と発言が

認めうれた。

10月15日-188 rアジア太平洋障害者の十年J最終年記念フォーラム

(OPI世界会議札幌大会 [札幌フォーラム))

10月21日-23日 「アジア太平洋障害者の十年j量終年記念フォーフム |

(RIアジア太平洋地域会議、 RNN推進会議 〔大阪フォ

ーラムJ)
合唱ー・.骨 骨骨骨骨骨 ..........ー・ 一・

10月25日-28日 「アジア太平洋障害者の十年J最終年ハイレベル政府

閉会合開催(滋賀)0rびわこミレニアム・フレームワ

ーク」採択

12月1日 「アジア太平洋障害者の十年」の延長が決定

2003(平成15)年 「第2次アジア太平洋障害者の十年J(03年-12年)開始

B月16日-27日 第E回国連障害者権利条約特別委員会。 「国連際害者

の権利条約特別委員会の今後の取り進め方に関する決

議案Jがコンセンサス採択。作業部会設置決議。

10月6日 日本障害フォーラム (JDF)準備会開催

10月14日-17日 ESCAP地域ワークショッブにおいて障害者権利条約

を起草するための ri¥ンコク草案」を採択。

12月10日 JDF準備会・外務省との意見交換会 (1回目)

ノーマライゼーション 1月号 2014年 30 
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制榊鵬悔や 勺 V そで…ぞ f 叫官、 ぞき判事F胃~寸古川均P鴨川ザザモゾj ぺ ぞ

1月5日-16日 国連本節(ニューヨーク)にて国連特別委員会作業部 E

会。メンバーliI:.27fJ'園の政府代表と12OJNGO代表

と南アフリカ圏内人権餐員会が参加。日本政府もメン

J(-.第3回国連障寄者権利条網椅別委員会に提出す

るための条約草案をまとめる.

5月24日~ 第3回国連障害者権利条約特別委員会。作業部会が作

B月4日 成した条約草案の条文を読み、各国自清見を出す作業

を開始.

B月23日~ 第4回国連障害者権利条約特別委員会。作業部会が作

g月3日 成した条約草案の条文を読む作業が終了し、各条文に

対する各国か5の憲見が出そろった.

鶴崎cqz成11)年
1月24日~ 第5回国連障害者権制条約特別聖書員会。第4固までの

2月4日 会合で参加各国か5出された意見等を集約し、まとめ

ていく作業が本格化。主に生命の権利や身体・表現の

自由等、いわゆる自由権に係わる第7条5-第15条に

ついて畿論。

8月1日-12日 第B回国連障害者権利条約特別委員会.第5回特別餐

2006(平成18)隼

員会に引き続き、参加各国か5出された怠見等を集約

する作業が行われた。第17条{現行l孟24条)の教育お

よび第22条(現行1il:27条Jの労働の権利等、いわゆる

社会権に係わる第四条以下(含むモニタリング)を中

心に鶴論。

1月16日~ 第7回国連障害者纏利条約特別委員会。第B回会合ま

2月3目 での議諭を踏まえ、初出年10月に作成された議長案に

基づき、タイトルおよび前文から第:34条まですべての

条項について議鶴。憲章書日に議長修正草案 (Working
Text)を採択.

8月14日-25日 第8回国連陣寄者権利条約特別委員会。第7回会合軍

終日に提示された磁長修正草案 (WorkingText)に

基づいて‘前文か5鼠終条項、個人通報制度および調

査制度に闘する選択議定書について緩論古可すわれ‘重量

終日である8月25日に、条約案全文が基本合意(特別

委員会としての採択)された.

9月-11月 条約案を起草委員会 (DraftingGroup)において法

妓術的拡調盤を行なった。

12月5自 国連障審者綴利条約特別受員会第自国会合再開会期に

おいてコンセンサス探択.

12月13目 第61回国連総会本会議において条約案と選択議定魯を

コンセンサス採択。

制 17{平成1哩年一ょ
3月30日 園違法律顧問が条約と選択議定書を公闘し、加盟国の

2006(平成却}年

署名・批准が可能と怒った(開放).岡田中に81か国

と欧州共同体 (EC)が条約への署名を行い、 44か国

l孟選択議定書にも署名した.ジャマイカが霞初の協を

因。

5月3日 条約の発効(4月3日に20fJ'園田のエクアドルが批准。

条約第45，条の規定により‘ 30日後の5月3日に発効)

10月31日‘ 国連本部{ニューヨーク}にて陣審者権利条約第1固
11月38 節約国会議(以降、締約国会議は国連本部にて開催)。

条約の実効をモニタリングするための障害者権利委員

会の専門家(12人)を選出。男性7人、女性5人で、
うち9人が陣寄当事者。

11月1日 障富者権利餐員会の設置

31 NORMAlIZATION JANUARY， 2014 

8月12日 JDF準備会・政府各省庁との怠見交線会「第3回特

別蚕員会報告会J

10月31日 JDF設立総会{全社協・灘尾ホールにて)

12月7日 JDF・政府とNGOの共同勉強会

九'.，，';.与え ?と ぬ

10月1日 陣審者自立支銀法成立

8月9日 JDF・各省庁との怠見交練会(条約採択後はじめて

の億見変換会}

9月初日 高村正彦外務大臣{当時)が国連において障害者権利

条約に署名{日本時間g月29日早朝)

勢子品川被，仰がど ~ 一何?とす ア
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9月2日-4日 障害者梅利条約第2回締約国会総

10月19日-23日第2回障害者権利委員会

制耐離陣己主戸ぶ

2月包白-26日第3固隠富者権利委員会

g月 1日-3日 障害者権利条約第3回締約国会歯車

10月4目~日目 第4固障書者権利書量員会

9月7日-9目 障害者権利条約第4固締約国会議

g月12日-14日 障害者纏利条約第5回締約国会議

自月17日~鈎日 第8回障害者権利委員会

10月29日~ インチョン会議開催。インチョン戦略忽らびに「アジ

11月2日 ア太平洋陣寄者の新十年J(2013-2022)の決議。

卸13僻鵬}相変;ジ対勝間的和国雨時雨明言開始:
4月15日-19日 第自国陣審者権利安員重量

7月17日-19日 障害者権利条約第B回締約国会議

g月23日 国連総会『障害と開発に関するハイレベル会合J

1月12日

6月7日 『障害者制度改革の推進のための基本的忽方向J(第一

次意見)

B月29日 f障害者制度改革の推進のための基本的な方向につい

てJ閣議決定

B月17日 障害者虐待防止法成立

7月四日 改正障害者基本法成立

日月初日 「衛害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の鍵

冨』

B月20日 障害者総合支援法成立

7月23日 第 1固障害者政策委員会{改正筒寄者基本法に基づい

日月14日

12月17日

て、障がい者制度改革推進会磁の改称)

「障害を理由とする差別の禁止に関する法制Jについ

ての差別猿止部会の憲見

5月27日 公職選挙法の一部を改正する法律成立

6月19日 間寄者差別解消法成立

9月27日 障害者基本計画(第3次 H25-29)閣議決定

11月19日 『陣容者の繕利に関する条約の締結について承認を求

めるの件」衆議院本会議において全会一致で可決

11月28日 参鶴院外交防衛委員会にて権利条約に関する参考人招

致 (JDFの関係者等が意見陳述)

12月4日 「障害者の権利に関する条約の締結について承認を求

めるの件J参議院本会議において全会一致で承認(第

185回臨時国会)

(編集部作成)
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;三障害者基本法の日立|

1}量的規定の毘直し(第1条関係)

・全ての由民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全て
の国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する。 等

2)障害者の定盤の見直し{第2条関係)

・身体障害、知的障害、精神障害(発達障害を含む。)その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁(障害がある者にとって障
壁となるような事物・制度・慣行・観念その他一切のもの)により継続的に日常生活、社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの。 等

3}地媛祉会における共生等(第3条関係)

1)に規定する社会の実現は、会ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する億人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさ
わしい生活を保障される権利を有することを前提としつつ、次に掲げる事項を旨として図る。

全て障害者は、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。
・全て障害者は、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと。
・全て障害者は、言語(手話を含む。)その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための
手段についての選択の機会の拡大が図られること。 等

4}差別の禁止(第4条関係)

-障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。
-社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、その実施について必凄かつ合理
的な配慮がされなければならない。
-国は、差別の防止を図るため必要となる情報の収集、整理及び提供を行う。 等

5)国磁的協劉{第5条関係)

1 )に規定する社会の実現は、国際的協調の下に図られなければならない。 等

6}国畏の埋鍵{第7条関係)/園毘の査結(第8条関係)

-園及び地方公共団体は、 3)から5)までに定める基本原則に関する国民の理解を深めるよう必要な施策を実施。
.国民は、基本原則にのっとり、1)に規定する社会の実現に寄与するよう努める。 等

7)極策の基本方針(第10条関係)

・障害者の性別、年齢、障害の状態、生活の実態に応じて施策を実施。
-障害者その他の関係者の意見を聴き、その意見を尊重するよう努める。 等

基本的施策関係(公布日施行)
11医鐘‘合修繕(第14条関係 8)情紐の利用におけるバリアフリー化等(第22条関係)

・障害者の性別、年齢、障害の状態、生活の実態に応じ、医療、介護、保 ・ 円滑に情報を取得・利用し、意思を表示し、他人との意思疎通を留ること
健、生活支媛等の適切な支媛を受けられるよう必要な総策 ができるよう、障害者の意思疎通を仲介する者の養成及び派遣等の必要な
・身近な場所において医療、介護の給付等を受けられるよう必要な施策を 施策
講ずるほか、人権を十分尊重 等・災害等の場合に安全を確保するため必要な情報が迅速かつ的確に伝え

2)教省(第16条関係) られるよう必要な施策 等

-年齢、能力に応じ、その特性を踏まえた十分な教育が受けられるよう、障 9}相齢者事(第23条関係)
害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の ・意思決定の支媛に配慮しつつ、障害者の家族その他の関係者に対する
内容及び方法の改普及び充実を図る等必要な施策 相談業務等
・障害者である児童及び生徒並びにその保護者に対し十分な情報の提供 ・障害者及びその家族その他の関係者からの各種の相続に総合的に応ず
を行うとともに、可能な限りその意向を尊重 ることができるよう、必要な相談体制の整備を図るとともに、障害者の家族

・調査及び研究、人材の確保及び資質の向上、適切な教材等の提供、学 が互いに支え合うための活動の支援その他の支援 等

校飽設その他の環境の整備の促進 等 10)支化的健全体の蒋儲害事(第25条関係〕

3)費量育【重野盤1(第17条関係} ・円滑に文化芸術活動、スポーツ又はレクリエーションを行うことができるよ
・身近な場所において療育その他油!こ関連する支援を受けられるよう必要歩調策。う必要な施策 等

・研究、開発及び普及の促進、専門的知識又は筏能を有する職員の育成 11)防鑓及ぴ防犯I針盤](第26条関係)

その他の環境の整備の促進 等・地域社会において安全にかつ安心して生活を営むことができるよう、障害

副総業相槌筈(第18条関係) 者の性別、年齢、障害の状態、生活の実態に応じて、防災及び紡犯に関し

・多様な就業の機会を確保するよう努めるとともに、個々の障害者の特性 必要な施策 等

に配慮した職業相談、職業訓練等の施策 等 12)消聾者としての障害者の保韓f新段】(第27条関係)

5}厚用の促進毒事(第四条関係) ・障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図られるよう、適切な方
・関、地方公共団体、事業者における底用を促進するため、障害者の優先 :法による情報の提供その他必要な施策 等

庭用その他の施策 13)喪主醤筈におけるiE虚f新盤](第28条関係)
・事業主Iま、適切な雇用の機会を確保するとともに、個々の障害者の特性 ・選挙等において、円滑に投票できるようにするため、投票所の施設、設備
に応じた適正な雇用管理 等の整備等必要な施策 等

6}住宅の確保(第20条関係L 14)司法手銀におけるiEJiI告書【新盤](第29条関係)

・地域社会において安定した生活を営むことができるようにするため、住宅 ・刑事事件等の手続の対象となった場合、民事事件等に関する手続の当
の確保、住宅の整備を促進するよう必要な施策 等事者等となった場合、権利を円滑に行使できるよう、個々の障害者の特性に
71会共的飽詮のバリアフリー化(第21条筒係) 応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮するとともに、関係職員に対する
・交通施設(車両、船舶、航空機等の移動施設を含む。)その他の公共的 研修等必要な施策 等

施設について、円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等の針 15)図瞭協力【軒盤](第30条関係)

画的推進 等・外国政府、国際機関又は関係団体等との情報の交換その他必要な施策等

障害者政義委員会等 (公布から1年以内i現金で定めるEiIJ¥均約
国}障害者盈策委員会(第32-35条関係)

中央障害者施策推進協絡会を改組し、「障害者政策委員会Jを内閣府に設置(障害者、障害者の
自立及び社会参加に関する事業に従事する者、学識経験者のうちから総理が任命)
・障害者基本計画の策定に関する調査審議・意見具申、同計画の実施状況の監視・勧告 等

地方)審総会その他の合諸制の櫨劉(第36条関係)

-地方障害者施策推進協議会を改組し、その所主主事務に障害者に関する施策の実施状況の監視を追加等
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え γ附則
槍齢(附且11第2条関係)

・施行後3年を経過した場合、施行の状況につ
いて検討を加え、その結果に基づき必要な措置
.障害に応じた施策の実施状況を踏まえ、地域
における保健、医療及び福祉の連携の確保その
他の隊害者に対する支援体制の在り方について
検討を加え、その結果に基づき必要な倦置等



障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団と

国(厚生労働省)との基本合意文書

平成 22年 1月 7日

障害者自立支援法違憲訴訟の原告ら 71名は、国(厚生労働省)による話し合い解

決の呼びかけに応じ、これまで協議を重ねてきたが、今般、本訴訟を提起した目的・

意義に照らし、国(厚生労働省)がその趣旨を理解し、今後の障害福祉施策を、障害

のある当事者が社会の対等な一員として安心して暮らすことのできるものとするため

に最善を尽くすことを約束したため、次のとおり、国(厚生労働省)と本基本合意に

至ったものである。

一 障害者自立支援法廃止の確約と新法の制定

国(厚生労働省)は、速やかに応益負担(定率負担)制度を廃止し、遅くとも平成

25年 8月までに、障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する。そ

こにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を

支援するものであることを基本とする。

二 障害者自立支援法制定の総括と反省

1 国(厚生労働省)は、憲法第 13条、第 14条、第 25条、ノーマライゼーションの

理念等に基づき、違憲訴訟を提訴した原告らの思いに共感し、これを真撃に受け止

める。

2 国(厚生労働省)は、障害者自立支援法を、立法過程において十分な実態調査の

実施や、障害者の意見を十分に踏まえることなく、拙速に制度を施行するとともに、

応益負担(定率負担)の導入等を行ったことにより、障害者、家族、関係者に対す

る多大な混乱と生活への悪影響を招き、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけた

ことに対し、原告らをはじめとする障害者及びその家族に心から反省の意を表明す

るとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる。

3 今後の新たな障害者制度全般の改革のため、障害者を中心とした「障がし、者制度

改革推進本部」を速やかに設置し、そこにおいて新たな総合的福祉制度を策定する

こととしたことを、原告らは評価するとともに、新たな総合的福祉制度を制定する

に当たって、国(厚生労働省)は、今後推進本部において、上記の反省に立ち、原

告団・弁護団提出の本日付要望書を考慮、の上、障害者の参画の下に十分な議論を行

フ。

一 新法制定に当たっての論点

原告団・弁護団からは、利用者負担のあり方等に関して、以下の指摘がされた。

① 支援費制度の時点及び現在の障害者自立支援法の軽減措置が講じられた時点の負

担額を上回らないこと。

② 少なくとも市町村民税非課税世帯には利用者負担をさせないこと。

③ 収入認定は、配偶者を含む家族の収入を除外し、障害児者本人だけで認定するこ

と。

④ 介護保険優先原則(障害者自立支援法第 7条)を廃止し、障害の特性を配慮した

選択制等の導入をはかること。
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⑤ 実費負担については、厚生労働省実施の「障害者自立支援法の施行前後における

利用者の負担等に係る実態調査結果についてJ (平成 21年 11月 26日公表)の結

果を踏まえ、早急に見直すこと。

⑥ どんなに重い障害を持っていても障害者が安心して暮らせる支給量を保障し、

個々の支援の必要性に即した決定がなされるように、支給決定の過程に障害者が参

画する協議の場を設置するなど、その意向が十分に反映される制度とすること。

そのために国庫負担基準制度、障害程度区分制度の廃止を含めた抜本的な検討を

行うこと。

国(厚生労働省)は、 「障がし、者制度改革推進本部Jの下に設置された「障がい者

制度改革推進会議Jや「部会Jにおける新たな福祉制度の構築に当たっては、現行の

介護保険制度との統合を前提とはせず、上記に示した本訴訟における原告らから指摘

された障害者自立支援法の問題点を踏まえ、次の事項について、障害者の現在の生活

実態やニーズなどに十分配慮、した上で、権利条約の批准に向けた障害者の権利に関す

る議論や、 「障害者自立支援法の施行前後における利用者の負担等に係る実態調査結

果についてJ (平成 21年 11月 26日公表)の結果も考慮、し、しっかり検討を行い、対

応していく。

① 利用者負担のあり方

② 支給決定のあり方

③ 報酬支払い方式

④ 制度の谷間のない「障害j の範囲

⑤ 権利条約批准の実現のための圏内法整備と同権利条約批准

⑥ 障害関係予算の国際水準に見合う額への増額

四 利用者負担における当面の措置

国(厚生労働省)は、障害者自立支援法廃止までの問、応益負担(定率負担)制度

の速やかな廃止のため、平成 22年 4月から、低所得(市町村民税非課税)の障害者及

ひ'障害児の保護者につき、障害者自立支援法及び児童福祉法による障害福祉サービス

及び補装具に係る利用者負担を無料とする措置を講じる。

なお、自立支援医療に係る利用者負担の措置については、当面の重要な課題とする。

五 雇行確保のための検証

以上の基本合意につき、今後の適正な履行状況等の確認のため、原告団・弁護団と

国(厚生労働省)との定期協議を実施する。
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1. 
E遊軍
・自立支援法の事業移行期限終了後も一定の

要件の下で移行支援策を継続する。

2.IN害者総会信託法の創'JË.Jlぴ~~宮まで
に行ラベ~~a
-総合福祉法の制定及び実施に当たり地方自

治体の意見を踏まえる。
-総合福祉法の策定及び実施のための実態調

査や試行事業を行う。

3.IN害者総合131.11:.法の月湯宕実厳
-総合福祉法を補完する、あるいはこれへの移
行を支援する基金事業を設けること。

4.stiItのあtj才
-国は予算措置に必要な基礎データを把握する 0

.障害関連予算をOECD諸国の平均水準を目標

漸進的に拡充する。

-財政の地域間格差の是正を図る。
・財政設計にあたり一般施策での予算化を追求0

.障害者施策の推進は経済効果に波及する。

・支援ガイドラインに基づく協議調整による支給

決定は財政的にも実現可能である。
-長時間介助等の地域生活支援のための

財源措置を講じること。

の
3，労働'eJiE;胃

-障害者雇用促進法を見直し、雇

用の質の確保、必要な支援を認定
する仕組みの創設、雇用率や納付
金制度見直し等を行う。
・労働と福祉の一体的展開。

4.放置できない社会問題の解決

5. 本人のニーズにあった支援サービス

6.安定した予算の確保

障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言〈概要〉

?1.Fi 
zESE 

-障害児を含むすべての子供の基

本的権利を保障する仕組みの創
設が必要。

-障害を理由に一般児童施策の利
用が制限されるべきではない。

障害者総会福祉法の骨格提言
圃『口

3.::jslR:c.淀定没者淀AJ
.障害程度区分に代わる新たな
支給決定の仕組み。

・サービス利用計画に基づく本人
の意向等が尊重される。

-協議調整により必要十分な支
給量が保障される。
・合議機関の設置と不服申立。

6".12生域生涯の基盤整続

.計画的な推進のため地域基盤
整備10カ年戦略策定の法定化0

.市町村と都道府県は障害福祉
計画を、国はその基本方針と整

備計画を示す。
-地域生活支援協議会の設置。

9i 若手WA普韮

-権利擁護は支援を希望文は
利用する障害者の申請から相

談、利用、不服申立てのすべ
てに対応する。
-オンブ、ズ/¥ーソン制度の創設0

.虐待の防止と早期発見。
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・医療は福祉サービス及び保健

サービスとの有機的連携の下で提
供される必要がある。

-福祉、保健、医療にわたる総合的
な相談支援が必要。

-国が社会的入院、入所を解消す
るために地域移行を促進すること
を法に明記する。

-地域移行プログラムと地域定着
支援を法定施策として策定、実施0

・ピアサポーターの活用。

-障害者総合福祉法が対象とす
る障害者(障害児を含む)は、障

害者基本法に規定する障害者を
いう。

-心身の機能の障害には、慢性
疾患に伴う機能障害を含む。

-対象は障害者と、支援の可能性
のある者及びその家族。

-障害者の抱える問題全体に対

応する包括的支援を継続的に
コーディネートする。

-複合的な相談支援体制の整備。

8;::m，談支援

2.. ~書じ著}のlållll

5;必塚移行

障害者総合福祉法の
6つのポイント

t.必の窓会:fiAJ~:1Êi.'llfJ : 

. ~章害の有無によって分け隔てら
れない共生社会を実現する。

-保護の対象から権利の主体へ

の転換と、医学モデルから社会モ
デルへの障害概念の転換。
-地域で自立した生活を営む権利。

-食材費や光熱水費等は自己負
担とする。

-障害に伴う必要な支援は原則無

償とするが、高額な収入のある者
には応能負担を求める。

4; : ~æ:(ずーどÆ)~営~

-障害者権利条約を踏まえ、障害
者本人が主体となって、地域生活
が可能となる支援体系の構築。

・「全国共通の仕組みで提供され
る支援」と「地域の実情に応じて
提供される支援」で構成。

70. .lIililfl皆'A#ntf!i
-利用者への支援に係る報酬は

原則日払い、事業運営に係る

報酬は原則月払い、在宅系支
援に係る報酬は時間割とする 0

.福祉従事者が誇りと展望を持
てるよう適切な賃金を支払える
水準の報酬とする。

叉手wm~slff

]-Nω 



地域社会における共生の実現に向けて
新たな障害保健璽量堕霊登重宝釜左坐り関係法律の整備に関する法律の概要

(平成24年6月20日成立・同年6月27日公布)

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、地域社会における共生の実現に向けて、障害福祉サービスの充実等障害者の
日常生活及び社会生活を総合的に支援するため、新たな障害保健福祉施策を講ずるものとする。

ユー墨盆
「障害者自立支援法Jを「障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律(障害者総合支援法)Jとする。

2.基本理念
法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、

社会参加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の
除去に資するよう、総合的かつ計画的に行われることを法律の基本
理念として新たに掲げる。

3.障害者の範囲(障害児の範囲も同様に対応。)
g | 「制度の谷間」を埋めるべく、 障害者の範囲に難病等を加える。

4.障害支援区分の創設
「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の心身の状態

に応じて必要とされる標準的な支援の度合いを総合的に示す「障害
支援区分JIこ改める。
※ 障害支援区分の認定が知的障害者・精神障害者の特性に応じて

行われるよう、区分の制定に当たっては適切な配慮等を行う。

5.障害者に対する支援

① 重度訪問介護の対象拡大(重度の肢体不自由者等であって常時
介護を要する障害者として厚生労働省令で定めるものとする)

② 共同生活介護(ケアホーム)の共同生活援助(グループホーム)へ
の一元化

③ 地域移行支援の対象拡大(地域における生活に移行するため重点
的な支援を必要とする者であって厚生労働省令で定めるものを加える)

④ 地域生活支援事業の追加(障害者に対する理解を深めるための
研修や啓発を行う事業、意思疎通支援を行う者を養成する事業等)

6.サービス基盤の計画的整備
① 障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標に関する事項
及び地域生活支援事業の実施に関する事項についての障害福祉
計画の策定

② 基本指針・障害福祉計画に関する定期的な検証と見直しを法定化
③ 市町村は障害福祉計画を作成するに当たって、障害者等のニーズ
把握等を行うことを努力義務化

④ 自立支援協議会の名称について、地域の実情に応じて定められる
ょう弾力化するとともに、当事者や家族の参画を明確化

① 常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方
② 障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方
③ 障害者の意思決定支援の在り方、障害福祉サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在り方
④ 手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する
支援の在り方

⑤ 精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方
※上記の検討に当たっては、障害者やその家族その他の関係者の意見を反映させる措置を講ずる。



障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(障害者差別解消法<平即時法律第65号>)の概要

第 11頁:障害を理由とする !第2項:社会的障壁の除去を怠る l第3項:国による啓発・知識の

差別等の権利侵害 ! ことによる権利侵害の防止 i 普及を図るための取組

行為の禁止 I (社会的障壁の除去は、それを必要としている

[ il- -一間何人ち、障害者に対して、障害を理 111担が過重でないときは、それを怠ることによ

由として、差別することその他の権 111って前項の規定に違反することとならないよ
利利益を侵害する行為をしてはなら 111ぅ、その実施について必要かつ合理的な配慮

国は、第一項の規定に違反する行為の防

止に関する啓発及び知識の普及を図るた
め、当該行為の防止を図るために必要と
なる情報の収集、整理及び提供を行うも
のとする。

同
一
山
吋

国間白M 曲 目 --;:I'.J壬qLJ量H，.， a 由・

~} 差別を解消するための措置 ) 

差別的取扱いの禁止 合理的配慮の不提供の禁止

国・地方公共団体等 t [法的義務1 国・地方公共団体等 : :> :法的義務l
民間事業者 V l ) I I I民間事業者 :. :> 努力義務l

l具体的な対応 l 吉弘
政一府一全喝体竜-の方針として、差別の解i 消の推進に関すjる基本方針を策定(閣習議F決一定一) 

f ・国・地方公共団体等 =今 当該機関における取組に関する要領を策定※ 1
L ・事業者 =今 事業分野別の指針(ガイドライン)を策定 J※ I也方の策定は努力義務

( 実効性の確保 ) ・主務大臣による民間事業者に対する報告徴収、助言・指導、勧告

A E 差別を解消するための支援措置)

{ 紛争解決・相談 j・相談・紛争解決の体制整備斗既存の椙談、紛争解決の制度の活用・充実
司令k謂れ f a 1 4 温 . ョヨ 4 

{地域における連携)・障害者差別解消支援地域協議会における関係機関等の連携

主 i 嘗発活動 )・普及・啓発活動の実施
，1，j-1'I' .町内

..】、 L 幽 M 

l 情報収集等 l・国内外における差別及び差別の解消に向けた取組に関わる情報の収集、整理及び提供

日 圃 晶 ・ ・且 E ・ ‘



第 3次障害者基本計画の特徴

法に基づき政府が策定する障害者施策に関する基本計画

【これまでの計画】

障害者対策に関する長期計画(昭和57年度~平成4年度)

障害者対策に関する新長期計画(平成5年度~平成14年度)
※平成5年の障害者基本法成立(心身障害者対策基本法の全面改

正)により，同法に基づく基本計画として位置付け

障害者基本計画(平成15年度~平成24年度)

概要(特徴)

~①障害者施策の基本原則等の見直し
障害者基本法改正(平成23年)を踏まえ施策の基本原則を見直し
(①地域社会における共生等，②差別の禁止，③国際的協調)

後また，施策の横断的視点として，障害者の自己決定の尊重を明記

②計画期閣の見直し

制度や経済社会情勢の変化が激しいことを踏まえ，従来10年だっ
た計画期間を5年(平成25年度~平成29年度)に見直し

際③施策分野の新設 鞍⑤成果目標の設定i障害者基本法改正，障害者差別解消印制定(平成25年)等を踏ま長計画の実効性を確保す仇合計4明項について成果目標
えF 以下の3つの分野を新設 言語(※)を設定
7 安全・安心 変※それぞれの分野における具体的施策を総合的に実施することにより，j

防災，東日本大震災からの復興，防犯，消費者保護等 斡 政府として達成を目指す水準
8.差別の解消及び権利擁護の推進 紗機九..，.~鰍 i麟問機鰍訓練守徹勺;繍内線三聯江藤川親f控室薮;了織をJ十子

障害を理由とする差別の解消の推進，障害者虐待の防止等 霊⑥計画の推進体制の強化 A ー

9.行政サービス等における配慮 :民 障害者基本法に基づく障害者政策委員zl」よる実施状況の評価・
選挙等及び司法手続等における配慮等 総監視等を明記。障害者施策に関する情報・データの充実を推進

需要決ν 弘 eアパ% μ 罪され?ぷ辛子ご務亀〉ぺ¥税 、冷三、 令今iζ 紡務誤認繍~，

-
N

∞
 

{今回の検討経緯】

平成24年5月以降，障害者基本法改正(平成23年)で新設

された障害者政策委員会において調査審議

障害者政策委員会における検討を踏まえF 政府において

t 計画案を作成(計画原案に対してち委員会の意見を聴取)

、また， 8月23日から9月 5日まで八。アリヲク3メン卜を実施

④既存分野の施策の見直し

基本法改正や新規立法等を踏まえた既存施策の充実・見直し

・障害児・者のニーズに応じた福祉サービスの充実(m.1.(2)(3)) 
.精神障害者の地域移行の推進(m.2.(2)) 
・新たな就学先決定の仕組みの構築(m.3.(1))
・障害者雇用の促進及び就労支援の充実(m.4.(1)(2)) 
・優先調達の推進等による福祉的就労の底上げ(m.4.(3)(4))
・障害者権利条約の早期締結に向けた手続の推進(m.10.(1)) 等
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Z障害者基本計聞(第3次)について

位置付け:障害者基本法に基づき策定される，政府が講ずる障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の最右基本的な計画
計画期間:平成25(2013)年度から29(2017)年度までの概ね5年間

第 3次障害者基本計画の概要

E基本的な考え方

1.基本浬念

全ての国民が，障害の有無にかかわらず，等しく基本的人権
を享有するかけがえのない個人として尊重されるという理念
にのっとり，全での国民が、障害の有無(C::よって分け障でち
れるととなく.相宣(C::人格と個性を聾重し合いながち共生す I

る社会の実現(基本法1条)

E分野別施策の基本的方向

①地域社会における共生等 (3条)
②差別の禁止 (4条)
③国際的協調 (5条)

3.各分野(e:共請する横断的視点

①障害者の自己決定の尊重及び意思決定の支援
②当事者本位の総合的な支援
③障害特性等に配慮した支援

④アクセシピリティの向上
⑤総合的かつ計画的な取組の推進

N推進体制

1.連携・協力の確保
2.広報・啓発活動の推進

3.進捗状況の管理及び評価(成果目標)
障害者政策委員会による計画の実施状況の評価・監視

4.法制的整備
5.調査研究及び情報提供

，Jl" IJnリイじの推進，障害者に配慮したまちづ4

Mvd育報アクセシビリテイ
騒:放送・通信等のYクセシt"~ティの向上t 意思疎通支援の充実

・安心
，東日本大震災からの復興，防犯，消費者保護

※緑色の項目 (7，8，9)は第3次計画における新規分野



分野別施策の基本的方向

t.-l 生活支援 、
-相談支援体制の構築
-在宅サービス等の充実
.障害児支援の充実

-サービスの質の向上等
.人材の育成・確保
・福祉用具の研究開発及び身体
障害者補助犬の育成等

-障害福祉サービス等の段階的
な検討

8 

(-2 保健・医療 、
・保健・医療の充実等
・精神保健・医療の提供等
・研究開発の推進
-人材の育成・確保
.難病に関する施策の推進
-障害の原因となる疾病等の予
防・治療

f 3 教育，文化芸術活動・スポーツ.
等

・インクルーシブ教育システムの
構築

-教育環境の整備
・高等教育における支援の推進
-文化芸術活動、スポーツ等の振
興

...・・・・・・・・・・・・・・・・B・....................................... -. 
4 雇用・就業、経済的自立の支援

-障害者雇用の促進
.総合的な就労支援

・障害特性に応じた就労支援及び
多様な就業の機会の確保

-福祉的就労の底上げ
-経済的自立の支援

' ・ 」・• ・..........................................................

5 生活環境
・住宅の確保
-公共交通機関のバリアフリー
化の推進等

-公共的施設等のバリアフリー
化の推進

-障害者に配慮したまちづくり
の総合的な推進. ・ 4・-・........................................................・

_.... .・a・・・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・a・・・・・・・・・・.
~ ~ ・、• 

i 7 安全・安心
・防災対策の推進
-東日本大震災からの復興
.防犯対策の推進

・消費者トラブルの防止及び被
害からの救済

~ 8 差別の解消及び権利擁護の推
進 i

・障害を理由とする差別の解消
の推進

・権利擁護の推進 : 

~.- 9 行政サービス等における配慮

-行政機関等における配慮及び
障害者理解の促進等

・選挙等における配慮等
-司法手続等における配慮等
.国家資格に関する配慮等
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(冒頭)

障害者権利条約第7回締約国会議

我が国発言骨子 (2014年6月 10日)

〔吉川元偉特命全権大使〕

障害者権利条約締約国会議において，初めて締約固として発言することを光栄に思う。

今次会議には， 2名の日本の市民社会からの代表が政府代表団に加わり，本日この場に出席している。お一

人は， 1 3の日本の障害者団体から構成される日本障害フォーラムの藤井克徳氏。もう一人は，我が国の障

害者基本計画の政策や実施状況について政府に提言する障害者政策委員会の前委員長である石川准氏。

1月20日に批准書を寄託したことは喜びであり，これにより日本はこの条約を締結した。本日，締約国と

して初めてのステートメントにおいて，私は三つの点を発信したい。市民社会の役害1]，国際協力の重要性，

障害と災害である。

(市民社会の役割)

障害者権利条約が国連加盟国のみならず市民社会の参加も得て作られたこと，条約の実施が市民社会と共に

進められていることを思い起こしたい。日本の市民社会も，国連の交渉に参加しまた圏内の条約の実施に

も取り組んでいる。

この条約を締結し，最大限実施するために，我が国は関連圏内法を改正し，国・地方公共団体・民間事業者

に.障害に基づく差別に対する具体的な行動をとることを法的に要求する新たな法律を策定した。

我が国は，教育や雇用等の特定の政策分野において，条約実施のための意見交換を市民社会と共に引き続き

行っていく。多様な障害をもっ人々が一緒に議論する必要があり，それがインクルーシブな社会を促進する。

本日，我が国が，日本障害フォーラムやポーランドと共に開催したサイドイベントでも，多様な障害をもっ

人々が特定の分野について議論するという点が主要な論点であった。

(国際協力の重要性)

2点目は，国際協力の重要性である。世界の人口のおよそ 15%，およそ 10億人が障害者であり，その 8

0%が途上国で暮らしている。 日本はこれらの途上国に対する国際協力において，人材育成，技能訓練，意

識啓発など，地域に根ざしたリハビリテーションという広い分野に重点的に取り組んできた。

1つの例として，タイのバンコクに設立された「アジア太平洋障害者センター』を挙げたい。 2002年に

我が国が問センターへの支援を開始して以来，アジア太平洋地域の 30か国以上の固から 1600名以上(そ

の半数以上が障害者)が研修を受け，研修後，彼らの多くは自身のイニシアティブを展開した。

例えば，知的障害者自身が知的障害者の問題やその解決策を議論するワークショップを開催しこのような

活動により，後にタイの知的障害者による初めての知的障害本人のグループが立ち上がった。この後，同グ

j レープの活動はミャンマーやカンボジアに広まった。

(障害と災害)

3点目は，障害と防災である。災害における障害者のニーズに応えることは重要である。特に，障害者は災

害に対して脆弱である。自然災害による障害者の死亡率は，被災地全体の死亡率に比してはるかに高いこと

が知られている。これは， 201 1年3月の東日本大震災にも当てはまる。

我が国は，東日本大震災後，災害対策基本法を改正した。その中では，障害者を含め避難に支援を要する人々

の名簿を作成することを義務づけている。

明日.国連経済社会局 (DESA) と我が国や市民社会は，障害の視点から防災を考えるイベント・ DES

Aフォーラムを共催するので，お越しいただきたい。

(最後に)

我が国は，この締約国会議を重視しており，他の国連加盟国及び市民社会と協力していくことを誓う。我が

国は，国際協力，また障害者権利委員会に将来参加することを通じて，積極的にこの条約に貢献していく考

えである。
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